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制作するまでは、たとえば住居表示が変更になっても古い表示でそのまま使い続けることがあるので、
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最終年はもう少し後年に向かって幅があることを前提としている。それを示すために、成立年代と呼ぶ

ことにしたい。 
(12) 東京都公文書館ホームページ「大東京 35 区物語」2017 年 
(13) 台東区ホームページ区政情報「台東区の旧町名について」より 2016 年 2 月 24 日更新 
(14) 東京都公文書館ホームページ「大東京 35 区物語」2017 年 
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選択的注意機能の定量的評価と転倒予防トレーニングの開発 

大橋幸子1），宮寺亮輔2） ，古田常人2），原弘樹3） ，田中善信4） 

 

1）文京学院大学保健医療技術学部作業療法学科 

2）群馬医療福祉大学リハビリテーション学部作業療法専攻 

3）介護老人保健施設こうのすナーシングホーム共生園 

4）新潟リハビリテーション大学医療学部リハビリテーション学科作業療法学専攻 

 

【背景と目的】 

高齢者の転倒は容易に骨折を引き起こし，高い確率で寝たきりや死亡の転機をとることが知られており高齢

者の転倒予防は重要な課題となっている．高齢者の転倒の要因に関しては多くの研究がなされてきたが，介護

施設に入所する高齢者の転倒発生に最も影響を及ぼす内的要因は認知機能の低下であることが明らかにされ

ている（Perellら2001）1)．筆者の研究では、介護老人保健施設（老健施設）利用者において選択的注意機能

検査Modified Stroop Test（日本語版）（MST）と過去6ヶ月の転倒回数が統計的に有意な転倒予測の指標で

あった（大橋ら 2011）２）．一方，選択的注意機能が安全な目的行動や転倒回避行動にどのような役割を果た

しているかは明らかでなく，転倒予防を目的とした運動プログラムに比べ注意機能トレーニングや行動認知ト

レーニングなどの転倒予防効果の報告は少ない．そこで，注意機能の改善に着目し転倒予防トレーニングプロ

グラムを開発することを目的とした． 

 

【昨年度の研究結果概要と先行研究による検討】 

１．昨年度の研究結果概要3) 

選択的注意機能改善による転倒予防効果の検討に向け，選択的注意課題遂行中の眼球運動と脳波の特性を考

察した．健常高齢者24名，平均年齢71.4歳を対象とし，選択的注意課題として中心・偶発学習課題およびMST4)5)

を行った．MSTは4色の24個のドットの色を順に答えるMST1と，印刷された色とは異なる色名を表す漢字24

個の「文字の色」を答える MST2 を行った．計測項目は中心・偶発学習課題における中心課題記憶および偶発

課題記憶の正答数（個）と，眼球運動，脳波，および，MST1，MST2の所要時間と所要時間差（MST時間差），

誤反応数，脳波とした．アイマークレコーダーによる眼球運動画像から対象注視回数（回）と対象注視時間計

（秒）を算出した．脳波は国際 10-20 法に基づき 20 誘導部位から導出した．周波数 4～8Hz 未満をθ波，8～

10Hz 未満をα1波，10～14Hz 未満をα2波，14～18Hz 未満をβ1波，18～40Hz をβ2波とし，各周波数帯域

のパワースペクトル値を算出した．統計解析は，年齢および各計測項目間の関係について Spearman の順位相

関係数を用いて検定を行った．脳波については，課題遂行中と開眼安静時のβ1波およびβ2波のパワースペ

クトル含有率についてt検定を用いて差の検定を行った．その結果，各計測項目間の相関において，偶発課題

注視回数とMST2誤反応数およびMST時間差において有意な正の相関がみられた．年齢とMST2誤反応数および

MST時間差の間に有意な正の相関がみられた．MST1所要時間とMST2所要時間，MST2誤反応数およびMST時間

差の間において有意な正の相関がみられた．MST1誤反応数とMST2誤反応数およびMST時間差において有意な

正の相関がみられた．MST2誤反応数とMST時間差の間に有意に高い正の相関がみられた．各脳部位における課

題遂行中と開眼安静時のβ波含有率の比較：中心・偶発学習課題実施中には，F7，F3，F8，C3，Cz，T4でβ1

波含有率に有意差がみられ，Fz，T6でβ2波含有率に有意差がみられた．MST1実施中にFP1，FP2，C3，Cz，

Pzでβ1波含有率に有意差がみられた．またC4，T4，T5，P4，T6，O2でβ2波含有率に有意差がみられた．
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MST2実施中には，C3，Cz，P3，Pzでβ1波含有率に有意差がみられ，T4，T5，P4，T6，O2でβ2波含有率に

有意差がみられた． 

年齢と MST2 誤反応数および MST 時間差の間に正の相関がみられたことから，選択的注意機能は加齢に伴っ

て低下することが示唆された．また選択的注意機能を評価するとされる MST2 誤反応数および MST 時間差と中

心・偶発学習課題における偶発課題注視回数において有意な正の相関がみられたことから，選択的注意機能の

低下は，対象物への注意が低下するだけでなく，本来注意を向けなくてもよい他の対象物への注意分配を増加

させることが示唆された．また，脳波において β 波は精神活動の賦活を示すとされており，中心・偶発学習

課題では左右下部前頭部および右中側頭葉，右後側頭葉の関与が示唆された．また MST1 実施中には左右前部

前頭葉および左運動野，左右後側頭葉，右中側頭葉の活動がみられ，MST2実施中には，左右後側頭葉，右中側

頭葉の関与が示唆された． 

 

２．先行研究による知見 

村田らは，在宅障害高齢者90名(平均年齢83.1歳)を対象に，注意力と身体機能をベースライン調査として

評価し，転倒の有無を1年間にわたり前向き調査した結果，在宅障害高齢者では，足把持力や足関節の可動性

などの足部機能の低下が転倒発生の危険因子であることに加え，選択的注意力の低下も転倒を引き起こす重大

な要因となっていることを実証した 6)．これらのことから高齢障害者の転倒予防には，足把持力や足関節可動

性を高めるトレーニングが必要であり，注意力を高めるための認知トレーニングが有用であること，また高齢

者の転倒予防に関する研究において，転倒や認知機能やストレスが関与するメカニズムを明らかにし，身体機

能の向上訓練に偏った転倒予防対策に，注意トレーニングなどの認知心理学的アプローチを加味した総合的か

つ効果的な転倒予防対策の体系化が望まれると述べている．地域在宅高齢者における研究では，認知機能の中

でも注意機能と転倒との関連が明らかにされており，選択的注意機能検査であるTrail Making Testは転倒予

測評価としての有用性が示唆されている（霍ら2007）7)． 

 また，山田らが行った“注意”の機能向上によって地域在住高齢者の転倒を予防することが可能かどうかを

検討した無作為化比較試験において，注意機能トレーニングと運動介入を行う群（注意運動群）と，運動介入

のみ行う群（運動群）とレクレーションを行うコントロール群の3群に6か月間の介入を行い，介入前6カ月

間，および介入終了後6か月間の転倒調査を行った結果，注意運動群でのみ介入前後6か月間の転倒発生率が

低下していた（24%→10%）と報告している．しかし注意機能向上の根拠が明確でないところが研究の限界であ

り注意機能トレーニングの効果の検証と，脳機能イメージング装置などで注意機能メカニズムに関して詳細を

明らかにする必要があると述べている8)． 

 

３．注意機能の神経基盤からの検討 

注意機能の分類には，以下のSohlbergらの四つの注意コンポーネントが広く認知されている．(a)持続性注

意とヴィジランス（sustained attention and vigilance）：持続してあるいは繰り返して行われる活動の間，

一定の反応を持続させる能力．脳幹網様体賦活系による大脳全体の覚醒度の上昇が関わり，注意の強度と関連

する．また背外側前頭前野（Dorsolateral prefrontal cortex; DLPFC）は，「何に注意を向けるか」という

課題遂行のための注意の維持に関与している（MacDonald, 2000）9).(b)選択性注意（selective attention）：

妨害・干渉刺激の処理を抑制し，標的刺激に焦点を当て，反応の促進をする．随意的に複数の刺激や反応から

一つを選択しなければならない葛藤が生じる場合．前頭帯状回（Anterior Cingulate Cortex；ACC）の局所脳

血流が増加する（Kerns, Cohen, MacDonald, Cho, Stenger, & Carter, 2004）10).ACC は競合する刺激の自動

的に活性化する過程を強く抑制する必要がある場合に働くと考えられている（苧阪，2005）11)．(c)転換性注
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意（switching or shifting attention）：異なる認知課題を交互に行う柔軟性を維持させる能力．(d) 分配

性注意（divided attention）：いくつかの課題を同時に対処する能力．(c)(d)は注意の制御機能と遂行機能

（control of attention and executive attention）に含まれる．また，これらは作業記憶（ワーキングメモ

リ）と関連があり，前頭前野，特にDLPFCが担っていると考えられている（Cohen, Botvinick, and Carter, 2000;

苧阪，2005）12)11). 

選択的注意機能の検査として多用されているMST2は印刷された色とは異なる色名を表す漢字24個の「文字

の色」を答えるが，4色の24個のドットの色を順に答えるMST1よりも反応が遅くなる，この現象はストルー

プ干渉と呼ばれ，MST2のようなストループ干渉を引き起こす課題では，DLPFCとACCの双方が大きく関与して

いることが報告されている（苧阪，2002）13).このような神経基盤の共通性からMST2は持続性注意とヴィジラ

ンス，選択性注意機能検査として内容的妥当性があると考えられる． 

筆者が行った実験で使用した2種類の選択的注意課題を実施している最中の脳波を検討した結果，中心・偶

発学習課題では左右下部前頭部および右中側頭葉，右後側頭葉の関与が示唆された．また MST1 実施中には左

右前部前頭葉および左運動野，左右後側頭葉，右中側頭葉の活動がみられ，MST2実施中には，左右後側頭葉，

右中側頭葉の関与が示唆された．脳波による脳活動部位の限局的特定は困難であるが，中心・偶発学習課題実

施中でβ波含有率が有意に高かった下部前頭部は，DLPFCの近位と考えられ，選択的注意機能の検査として妥

当である可能性が示唆された．しかし，MST1，MST2 ではストループ現象そのものの検査であるMST2 において

前頭葉の関与を示す結果は得られなかった．脳波による脳活動部位検出の限界も考えられ，今後は非観血的に

血中酸素動態を計測する光計測法を用いて，脳活動に関連する血流変化を近赤外光を用いモニタリングする

（近赤外線分光法；Near-infrared spectroscopy： NIRS）装置の使用などを検討したい． 

 

【選択的注意トレーニングの根拠となる注意機能向上効果を検討するために】 

選択的注意機能は，多数の感覚情報の中から特定の情報を取り出して認識することである．さらにStroop課

題は，標的とする刺激に選択的に注意を向けるために，他の刺激を意識的に無視（干渉制御）しなければなら

ないという点に特徴がある．このような干渉刺激への反応を制御する注意機能を、トレーニングにより強化す

ることで，他の刺激への反応を抑制しつつ「転倒を回避する」という標的行動への注意配分を優先させること

が可能になり，転倒予防に役立つのではないかと考えた． 

そこで選択的注意トレーニングを転倒予防トレーニングに取り入れることは有用であるかどうかを検証す

る前段階として，選択的注意トレーニングの根拠となる，注意機能向上効果を得られる選択的注意課題の検討

が必要であると考え，以下の三つの課題の選択的注意トレーニングとしての妥当性を検討する．選択的注意機

能向上に効果的なトレーニングについての知見を得ることを目的に次年度はこれらを検証する． 

１．中心・偶発学習課題 

２．Flanker task（FT） 

FTは５つの矢印を提示し3番目（中央）の矢印と同じ方の手で机上のボタンを押すことを求める課題で

ある．矢印は図１のように中央の標的刺激と同一方向の矢印が呈示される一致試行と，図２のように中央

の標的刺激とは反対の反応を要求する矢印が呈示される不一致試行を一定の間隔で提示する．中央の標的

刺激と同時に，その両側に呈示される干渉刺激への注意干渉を制御して，中央の標的によって指示された

反応をすることを行う選択的注意課題である． 

 

 

 

 図１ 一致試行 図２ 不一致試行 

→→←→→ →→→→→
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３．GO・NOGO課題 

GO・NOGO課題は，GO試行（例えば，画面上にQ，P, Tの文字を提示する）ではできる限り早く反応し，

NOGO試行（例えば，画面上にXの文字を提示する）では反応を抑止するように教示される． 
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高齢者の立位バランスの特徴  
－姿勢安定度評価指標を用いた検討－  

 
上條史子 1，上田泰久 1，大竹祐子 2 

1）文京学院大学保健医療技術学部理学療法学科  
2）文京学院大学スポーツマネジメント研究所  

 
要旨 様々な要因を含む立位バランスの低下は，転倒の危険因子として重要である．しか

し，多要因が含まれるため，立位バランス低下の原因追及は難しい．そのため本研究では，

若年者と高齢者の立位バランスを比較検討し，年齢の違いによる立位バランスの変化に対

して一考察を得ることを目的とした．対象は，健常若年者 30 名と健常高齢者 30 名とした．

計測機器は重心動揺計とし，姿勢安定度評価指標（ Index of the Posture Stability : IPS）

を用いて，両群の差を比較した．また， IPS 算出のための構成要素であるパラメータにつ

いて，群間の差を比較検討した．IPS は，先行研究通り，健常高齢者で低値を示した．IPS
の構成要素である重心動揺面積には群間差を認めなかったが，安定域面積は健常高齢者で

有意に小さかった．健常高齢者では IPS が低値を示すが，その構成要素の検討から，まず

床反力作用点を大きく動かせなくなり，次に姿勢保持中の床反力作用点を調節することが

難しくなるという順序で立位バランス能力の低下が起こるのではないかと推察された．  
Keyword 姿勢安定度評価指標，高齢者，立位バランス  
 
［はじめに］  
 高齢者の転倒要因には外的環境因子と内的因子が挙げられる．内的因子として，バラン

ス能力，歩容の変化，筋力低下，反射の減衰，視力の低下，認知低下が報告されている 1）．

その中でも，バランス能力低下が転倒の最重要危険因子 2)とされる．バランスは，先行研

究で定義されており，Shummway-Cook らは，質量中心の投影点を安定性限界とよばれる

基底面の範囲内に保持する能力 3)としている．転倒の内的因子として報告されているバラ

ンス能力は，そのバランスに関わる身体機能の低下が要因となる 4)．この関連する身体機

能は多様で，神経筋共同収縮系，骨関節系，前庭感覚，体性感覚，視覚などが運動に大き

く関与する 3）．そのため，Berg balance scale（以下，BBS）などのバランスの臨床的評価

指標を用いてもバランス低下の原因追究は難しい．  
バランスのレベルとしては，姿勢保持のレベル，支持基底面（以下，Based of support：

BOS）が変化しない中での重心移動のレベル，BOS が変化するが身体重心（以下，Center 
of gravity：COG）投影点が常に BOS 内にある準静的動作のレベル，BOS が不連続に変化

し COG 投影点が BOS から外れることがある動的動作のレベルと難易度が規定されている

（図１） 4 )．転倒の原因動作となるのは立位動作時や歩行が最も多いと考えられるため，

Timed Up Go Test（以下，TUG）のような動的動作のレベルのバランスと転倒との関連を

報告する先行研究 5,6)が多い．  
TUG 等に代表される臨床的評価指標の他にバランス能力や姿勢の安定性の評価として，

重心動揺計が用いられる．重心動揺計から得られるパラメータとしては，重心移動時の移
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動幅，BOS を変化させたときの重心動揺面積変化などがある 7）．しかしながら，これらの

重心動揺計から得られる指標と対象者が実際に示すバランス能力とが一致していないこと

も指摘されている．  
 

 
 
 
 
 
 

 
図 1 バランスのレベル（文献 4 より図を改変して引用）  

姿勢保持のレベルは，一定の支持基底面内で姿勢を保つ段階（座位，立位など）である．重心移動の

レベルは，一定の支持基底面内で身体重心線を移動する段階（リーチ動作など）である．準静的動作の

レベルは，支持基底面は連続的に変化するが身体重心線は常に支持基底面内にある段階（ゆっくりとし

た立ち上がりなど）である．動的動作のレベルは，支持基底面が不連続的に変化し，支持基底面内から

重心線が外れることがある段階（歩行，ジャンプなど）である．  

 
そこで，今回は望月ら 8)が考案した，身体の揺らぎの程度を示す重心動揺の大きさ，お

よび一定の BOS 内で床反力作用点（Center of pressure: COP）を随意的に動かせる安定

域の大きさの 2 つの変数を用いた姿勢安定度指標（以下，Index of the Posture Stability : 
IPS, 図 2）を用いることとした．IPS は，級内相関係数が 0.999 と高く 7），変動係数が 5％
とされ，統計誤差が認められない 9）と報告されている．また，BBS との相関 8）も報告さ

れている．そのため，前述した従来の重心動揺計から得られるパラメータよりもバランス

能力との一致があると考えられることから，本研究で使用した．先に述べたように，バラ

ンス能力低下の根本的な原因追求は難しいため，本研究では若年者と高齢者の立位バラン

スの特徴を示し，年齢による立位バランス能力の変化を考察することを目的とした．  

 
図 2 姿勢安定度指標の計算方法（文献 8 より図引用）  

　　姿勢安定度評価指標
（Index  of  Postural  Stability;  IPS）

＝　log

（5方向の矩形面積平均値）

（安定域の前後径）×（安定域の左右径）＋（5方向の矩形面積平均値）

－80－



－3－ 

 姿勢安定度指標（ IPS）では，安定域面積が大きく重心動揺が小さい場合，姿勢安定度が高くなるこ

とを示す．高齢者を含む健常者の IPS の平均値は 2.10（標準偏差 :  0.21）と報告されている．  

 
［方法］  
 対象は健常若年男性 30 名と健常高齢男性 30 名とした（表 1）．今回は，立位バランスに

着目しているため，若年者，高齢者ともに日常的に下肢にしびれや痛みがある者，めまい

がある者，脳血管障害の既往がある者，下肢に整形外科的疾患がある者は対象者から除外

した．なお，被験者には外的要因以外での転倒経験者はいなかった．  
 

表 1 対象者の内訳  

 
 
計測機器は，重心動揺計（UNIMEC co.）とした．開始肢位は，目線の高さの前方目印

を見るように指示の下，両足部内側縁を 10cm 離した開眼立位とした．計測条件は，前述

の開始肢位での安静立位，最大前方・後方・右方・左方重心移動での立位姿勢とし，各肢

位で 10 秒間の姿勢保持とした．  COP が映し出されているモニターで COP の移動が安定

したことを確認してから 10 秒間の本計測を行った．計測にあたり，対象者には動作指示

が理解できているかを確認後，数回の練習を実施してから，本計測とした．抽出データは，

本計測 1 回分とした．  
今回使用するパラメータは，  IPS， IPS の算出するための構成要素となる安定域面積，

安定域の左右径，安定域の前後径，各肢位での重心動揺矩形面積（以下，矩形面積）とし

た．そのうち，安定域面積，安定域の前後径・左右径，各肢位での矩形面積は足長で補正

した．  
 統計学的分析は，若年者と高齢者の IPS の特徴を比較するため，IPS と IPS に関連する

パラメータに対し Shaprio-Wilk 検定後，平均値の比較を行った．この際，Bonfferroni 法
で有意水準の調整を実施した． IPS と安定域面積，安定域前後径，安定域左右径に関して

の群間比較は 2 標本 t 検定を，各肢位の重心動揺矩形面積については，Mann-Whitney 検

定を使用した．統計ソフトは SPSS Statistics ver.21（ IBM 社製）を用いて，有意水準は

5%とした．  
 なお，本研究は文京学院大学倫理審査委員会での承認（2016-0005）を受け実施した．対

象者には，本研究の目的と内容を紙面と口頭にて十分説明し，同意書に署名を得た後に計

測を実施した．  
 
［結果］  
 IPS の結果は，若年者で平均 1.88±0.23，高齢者で平均 1.27±0.33 となり，両群で有意

健常若年者
（n=30）

健常高齢者
（n=30）

危険率

年齢（歳） 21.1±1.0 75.9±4.4 p=0.000

身長（cm） 173.1±5.6 162.5±5.5 p=0.000

体重（kg） 66.4±10.7 58.7±7.7 p=0.001

足長（cm） 26.9±10.5 25.3±0.7 p=0.000
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差を認めた（ p=0.000）． IPS を構成する要素である安定域面積は，若年者で 80.35±
19.32mm2/foot length，高齢者で 23.93±13.42 mm2/foot length であり，群間で有意差を

認めた．IPS を構成する要素としての安定域前後径と左右径は 2 群間に有意差を認めたが，

矩形面積は各肢位とも有意な差を認めなかった（表 2）．  
 

表 2 IPS に関連するパラメータの結果（平均値±標準偏差，中央値（最小値 -最大値））  
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
［考察］  
 今回の結果では，健常若年者と比較して健常高齢者で IPS が低値を示し，BOS が変化し

ない中での動的立位バランスは，高齢者では低下すると推察できる．これは， IPS 以外の

パラメータを用いる先行研究と同様な結果となった．  
各群にて，IPS を構成する要素との関係を検討すると，群間で IPS と安定域前後径，安

定域左右径との間に有意な差を認めたが，各肢位での矩形面積には差がみられなかった．

高齢者での静止立位は，姿勢変化とともに重心線が足部の後方に変位している 11）と言わ

れている．この姿勢が習慣化されると，足関節中心からのレバーアームが短くなり，姿勢

保持筋の 1 つである足関節底屈筋群の筋力は低下すると推察できる．先行研究においても，

加齢による筋力低下は下肢筋群で大きい 12)ことが報告されている．また，腸腰筋や大腿筋

量の低下を示すもの 13)，男性では 50 歳以降に腹筋筋力の低下が大きく，年齢と腹筋筋力

との間の負の相関を認めるとの報告 14）もある．IPS の計測では，COM をより支持基底面

内の前後端に移動させるには，足関節を中心とした Ankle strategy を利用し，足関節から

上部を剛体化することが求められる．また，COM を前方移動した際には身体の後面筋，後

方移動した際には身体の前面筋の筋力が必要である．しかしながら，高齢者では前述のよ

うに筋力は低下している可能性が高い．加えて高齢者では，立位バランス制御の際，足関

節を固めて制御するとの報告 15）があり，Ankle strategy が使いにくい身体機能になって

いると考えられる．そのため，高齢者では Hip strategy16）を優位に利用し，足関節の可動

性・姿勢保持に必要な筋力を少なくする戦略をとった結果，安定域面積，安定域前後径に

群間差を生じさせたと推察する．  
また COP の左右方向への移動・保持では，足関節の内返し・外返しを巧みに使い，足部

端に COP を移動させる必要がある．また，骨盤を側方移動させ，上半身重心を重心移動側

に移動させることが求められる．このとき，質量が大きい体幹が体重移動側に倒れてしま

若年者（n=30） 高齢者（n=30） 危険率

IPS 1.88±0.23 1.27±0.33 p=0.000 **

安定域面積（mm2/foot length） 80.35±19.32 23.93±13.42 p=0.000 **

安定域前後径（mm/foot length） 0.47±0.07 0.24±0.10 p=0.000 **

安定域左右径(mm/foot length） 0.63±0.08 0.38±0.09 p=0.000 **

中央矩形面積（mm2/foot length） 0.44 (0.09-1.91) 0.59 (0.17-2.88) p=0.062

前方矩形面積（mm2/foot length） 0.87 (0.25-2.73) 0.92 (0.27-5.67) p=0.929

後方矩形面積（mm2/foot length） 0.79 (0.32-2.43) 1.01 (0.33-7.78) p=0.074

右方矩形面積（mm2/foot length） 0.93 (0.37-2.42) 1.32 (0.33-5.22) p=0.147

左方矩形面積（mm2/foot length） 1.36 (0.55-14.10) 1.18 (0.36-5.28) p=0.425

平均矩形面積（mm2/foot length） 1.01 (0.45-3.95) 1.06 (0.38-3.46) p=0.433
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わないように，反移動側の体側筋，股関節外転筋群の出力が必要である．しかしながら，

前述のように体幹筋群や下肢筋は加齢とともに低下するため，高齢者にとって高度な課題

となる．したがって，高齢者では課題を遂行するために，前後方向移動と同様，Hip strategy
を優位に働かせたと考えられる．そのため，COM の鉛直投影点である COP の移動が少な

くなり，今回高齢者において安定域面積に関与する安定域前後径・左右径が低値を示した

と考察する．  
一方で，各肢位での矩形面積に関しては，群間に有意な差を認めなかった．今回計測し

た矩形面積は，可能な限り各方向へ最大に COM を移動させ安定した姿勢をとってからの

計測である．これは， closed-loop control の時期であると考えられ，視覚，平衡覚，体性

感覚でフィードバックされた姿勢制御をしている時期 10）と推察できる．この時期での重

心動揺は，意識を介さない自動的な制御の要素が強い 3）とされており，これら感覚系から

のフィードバックが利用できる範囲内での COP 制御を若年者も高齢者も変わりなく動員

できていたと推察する．静止立位での研究であるが，高齢者では重心動揺面積は大きくな

るとの報告 17-19）がある．今回の研究結果を考えると，高齢者の立位バランスは，まず COP
を BOS 内で大きく動かせなくなることが最初に起こり，次に矩形面積が制御困難になる

変化が起きるのではないかと推察された．地域や医療現場で高齢者に対し今回のような

BOS を変化させない動的立位バランスを評価する場合，利用している strategy の観察評

価，下肢・体幹の筋力評価，下肢関節の深部感覚評価が少なくとも付随して必要と考えら

れた．  
 

［本研究の限界と課題］  
 本研究の限界としては，関連が考えられる筋力を計測していないこと， IPS 計測時の身

体アライメントが計測されていないことである．今後は， IPS と筋力との関係や身体の動

き方との関連を示していく必要があると考える．  
 
［まとめ］  
 健常若年者と健常高齢者での立位バランスについて， IPS を用いて考察した．高齢者で

は， IPS は低値を示し立位バランスの低下が見られた． IPS を構成する要素の群間比較に

より，高齢者では安定域面積に関連するパラメータが低値になることにより， IPS に影響

を与えたと考えられた．  
 
本研究は，平成 28 年度文京学院大学共同研究助成（採択研究課題名；姿勢安定度に寄与す

る身体機能についての検討）によって行われた．研究内容の一部を本紀要にて報告した．  
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Ⅰ．はじめに 

近年、我が国の少子化や核家族化に伴い、幼い子どもと接する機会や、子どもに接する大人の姿自

体を見聞きする機会がほとんどないまま第1子を迎える夫婦が増加している。そのため、子どもとの

接し方や、子どもとの生活において不安や困難を感じている夫婦は少なくない。また、核家族の増加

や出産年齢の上昇、地域とのつながりの希薄化によって、出産後に身内や周囲からサポートを得るこ

とができない場合もあり、仕事と育児の両立による負担が男女ともに増大している。 
「健やか親子21」最終評価報告書によると、産後うつ病疑いの割合は9.0％であり1）、厚生労働省

は2017年度から産後うつの予防を目的として、産後2週間と産後1か月の健診費用の助成を開始した。 
産後のメンタルヘルス問題は、「ぐずる児」「夫婦関係」などがリスク要因であることが明らかに

されている。「ぐずる児」とは、ずっと泣きやまない、夜間よく寝ないなどの行動がみられる乳児を

いい、母親の精神状態や自信にマイナスの影響を与える 2）。夫婦関係は、産後のメンタルヘルス問題

の予防とリスクの増大の両方に影響を及ぼす。妊娠に喜びを感じ、妻をよくサポートして励ましてく

れる夫をもつ女性は、よい気分でいられる。一方、夫とコミュニケーションがうまくとれない、夫と

の関係に不満があるなどの女性では、気分がより悪い傾向にある 2）。産後のメンタルヘルス問題の予

防を目的に夫婦両方に介入した RCT が、米国において 2 つなされている。Gordon らは 3）、妊娠期間

中に夫にも親役割や家庭でのふるまい方を教育した。その結果、介入群は対照群に比べて産後の女性

の感情の混乱が有意に少なく、夫を含めて夫婦に介入することの重要性を示した。また Midmer は 4)、

産後の女性の感情や、家事の再配分などに焦点を当て、夫婦でロールプレイを行ない、コミュニケー

ションテクニックを練習しながら問題解決をする介入を行なった。そして、介入群は対照群に比べて

男女ともに有意に不安が減少したことを明らかにした。 
このような背景を受けて豪州では、産後のメンタルヘルスの増進・問題の予防のため、“What Were 

We Thinking!”（以降 WWWT プログラム）が開発された 5)。WWWT プログラムは、第 1 子を迎

えた夫婦および児のために構造化された心理教育的介入である。産後のメンタルヘルス問題のリスク

要因となる「ぐずる児」「夫婦関係」の 2 点に焦点をあて、15 セッションから構成される。生後 4～6

週の児をもつ夫婦を対象とし、参加者は、児の泣きへの対応・寝かしつけ方、家事・育児によって生

じる情緒的ニーズに対応して夫婦関係を調整する方法などを学ぶ。参加者にはブックレットとワーク

シートが配られ、グループによるディスカッションや、個々で課題に取り組み、その後夫婦で話し合

うといった成人学習の原理を基にしている。ファシリテーターは訓練を受けた看護職が担い、「ジェ

ンダーステレオタイプに立ち向かうこと」「ファザーリングとマザーリングは違いがあるがどちらも

同じように重要であると位置づけること」などといった中立で支援的であることが規定されている。

Heather らは 5)、WWWT プログラムの効果を検証し、介入群（精神科既往歴がない者）の精神疾患

と診断されるオッズ比は 0.43（95%CI 0.21,0.89 ; p=0.022）であったことを明らかにしている。 

よって筆者らは、周産期のメンタルヘルスが課題となっている我が国において、WWWT プログラ

ムを導入することは意義があると考え、WWWT プログラム日本語版の開発に着手することにした。

しかし、我が国と豪州では育児に関する文化・環境・価値観などが異なる。したがって、WWWT プ

ログラム日本語版の開発に向けた基礎資料として、本研究では我が国の母親・父親が行なっている乳

児の泣きへの対応・寝かしつけの実態を明らかにすることを目的とした。 
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Ⅱ．研究方法 

1．研究デザイン 

量的実態調査研究 

2．研究対象者 
日本国内に住む 18 歳～45 歳の日本人の男女で、生後 6 か月までの単胎の子どもを初めて育児中で

あり、子どもと同居していることを条件とした。 

3．研究期間 

2017 年 1 月 27 日～1 月 31 日であった。 

4．データ収集方法 

 日本全国からのデータを得られるよう Web 調査とした。調査項目は、基本属性、児の泣きへの対

応方法・児の泣きへの対応における困難感、児の睡眠環境・寝かしつけ方・寝かしつけにおける困難

感とした。児の泣きへの対応および寝かしつけにおける困難感の有無については、「よく困ることが

ある」「時々困ることがある」「あまり困らない」「全く困らない」の 4 段階尺度で回答を求めた。 

5．倫理的配慮 

 本研究は、文京学院大学保健医療技術学部倫理審査委員会の審査・承認を得て実施した。本研究の

目的、方法、研究参加の任意性、個人情報の保護などについて、Web 画面に掲載し説明を行なった。

また、アンケートの回答をもって研究への同意が得られたと判断した。 

6．分析方法 

  データは単純集計を行なった。また、児の泣きへの対応および寝かしつけにおける困難感の有無と

親の性別の分析は Fisher の直接法、児の月齢との分析においてはχ2検定を行なった。統計解析には

SPSS Ver.21.0 を使用し、有意水準は p＜0.05 とした。困難感は、「よく困ることがある」「時々困

ることがある」を「困難感あり」群、「あまり困らない」「全く困らない」を「困難感なし」群とし

て分類した。児の月齢は、「生後 2 か月未満」「生後 2～3 か月」「生後 4～6 か月」の 3 群に分けて

分析した。 

 

Ⅲ．結果 

1．アンケートの配信数と回収数 

 アンケートの配信には、Web 調査会社を使用した。使用した Web 調査会社は、アンケートのメー

ル配信を希望する登録者を 230 万人有する。登録情報が調査対象の条件を満たした場合、登録者には

Web 調査会社からアンケートの依頼メールが配信され、回答するとポイントが付与される。 

登録情報から本研究の条件を満たすとして抽出された者は、59,956 名であった。この 59,956 名を対

象に、本研究の条件を満たすかどうかのスクリーニング調査を行なった。その結果、8,299 名から回答

が得られ、本研究の条件を満たした者は 713 名であった。Web 調査会社から本研究の条件を満たした

713 名に対して本研究のアンケートをメール配信し、有効回答が得られた 350 名を分析対象とした。 

2．研究対象者の概要（表 1） 

女性 249 名、男性 101 名で、男女の比率は女性 71.1％、男性 28.9％だった。対象者の平均年齢は、

女性 31.47±4.53 歳、男性 35.40±5.13 歳であった。児の月齢は、生後 2 か月が 92 名（26.3％）と最

も多かった。母乳栄養率は、昼間 40.9％、夜間 46.3％であった。里帰りについては、里帰りあり 226

名（64.6％）、里帰りなし 124 名（35.4％）であった。 

3．児の泣きへの対応 

1）児の泣きへの対応方法 

「授乳をしてオムツを交換しても泣き止まないときに抱っこをするか」について、「抱っこをする」

343 名（98.0％）、「抱っこをしない」7 名（2.0％）であった（表 2）。 

抱っこをしてもさらに泣き止まないときの対応方法としては（複数回答）、「抱いた状態で揺らす」

79.9％（274 名）、「優しくタッピングする」71.1％（244 名）、「話しかける」49.3％（169 名）、
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「（空腹ではなくても）すぐに母乳を与える」28.9％（99 名）、「子守唄を聞かせる」25.9％（89

名）の順に多かった（図 1）。 

授乳をしてオムツを交換しても泣き止まないときに、抱っこをしないと回答した者が行なう対応方

法としては、「しばらく様子をみる」が 6 名と最も多かった（表 3）。 

2）児の泣きへの対応における困難感 

「泣き止まずに困ることはあるか」について、「よく困ることがある」94 名（26.9％）、「時々困

ることがある」184 名（52.6％）、「あまり困らない」60 名（17.1％）、「全く困らない」12 名（3.4％）

であった。児の泣きへの対応における困難感の有無は、親の性別において有意差はなかった。しかし、

児の月齢においては、生後 2 か月未満 86.8％、生後 2～3 か月 71.6％、生後 4～6 か月 83.8％と有意

差を認めた（表 4）。 

児の泣きへの対応における困難感の理由としては（複数回答）、「あやしても泣き止まない」71.2％

（198 名）、「なぜ泣いているのかわからない」59.0％（164 名）、「大声で激しく泣く」52.2％（145

名）、「家事や仕事など他のことが行えない」41.0％（114 名）、「自分が眠ることができない」40.3％

（112 名）の順に多かった（図 2）。 

 

表 1 研究対象者の概要      n=350

項目   人数 （％） 女性 （％） 男性 （％）

居住地区 全国 350 249 (71.1％） 101（28.9％）

 北海道・東北 35 （10.0％） 25 （7.1％） 10 （2.9％）

 関東 118 （33.7％） 84 （24.0％） 34 （9.7％）

 中部 59 （16.9％） 42 （12.0％） 17 （4.9％）

 近畿 62 （17.7％） 44 （12.6％） 18 （5.1％）

 中国・四国 31 （8.9％） 22 （6.3％） 9 （2.6％）

 九州・沖縄 45 （12.9％） 32 （9.1％） 13 （3.7％）

児の月齢 生後 1 か月未満 85 （24.3％）

 生後 1 か月 66 （18.9％）

 生後 2 か月 92 （26.3％）

 生後 3 か月 70 （20.0％）

 生後 4 か月 8 （2.3％）

 生後 5 か月 11 （3.1％）

 生後 6 か月 18 （5.1％）

昼間の栄養方法 母乳栄養 143 （40.9％）

 母乳と人工栄養の混合 180 （51.4％）

 人工栄養のみ 26 （7.4％）

 その他 １ （0.3％）

夜間の栄養方法 母乳栄養 162 （46.3％）

 母乳と人工栄養の混合 150 （42.9％）

 人工栄養のみ 35 （10.0％）

 その他 2 （0.6％）

 不明 1 （0.3％）

里帰り あり 226 （64.6％）

 なし 124 （35.4％）
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表 2 授乳をしてオムツを交換しても泣き止まないときの抱っこの有無 n=350 

  人数 （％） 

抱っこ する 343 名 （98.0％） 

 しない 7 名 （2.0％） 

 

 

 
図 1 授乳をしてオムツを交換しても泣き止まず、抱っこをしてもさらに泣き止まないときの対応方法 

 
 

表 3 授乳をしてオムツを交換しても泣き止まないときに、 

抱っこをしないと回答した者が行なう対応方法     n=7（複数回答） 

抱っこをせずに行なう対応方法 人 

しばらく様子をみる 6 

話しかける 3 

優しくタッピング（トントン）する 3 

子守唄を聞かせる 1 

ビニール袋などのガサガサした音を聞かせる 1 

バウンサー、スウィングベッドなどで揺らす 1 

ドライブする 1 

おもちゃを与える 1 

「シー、シー」と声をかける 1 

（空腹ではなくても）すぐに母乳を与える 1 

（空腹ではなくても）すぐにミルクを与える 1 

79.9

71.1

49.3

28.9

25.9

19.5

11.4

10.8

9.6

7.3

7.0

5.5

4.7

4.1

3.2

2.6

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

抱いた状態で揺らす

優しくタッピング（トントン）する

話しかける

（空腹ではなくても）すぐに母乳を与える

子守唄を聞かせる

おくるみで包む

おしゃぶりを与える

快適な温度にするため、室温・衣類を調整する

ビニール袋などのガサガサした音を聞かせる

携帯のアプリを使用する（泣き止む音楽、動画）

散歩する（外出する）

おもちゃを与える

「シー、シー」と声をかける

マッサージする

その他：

（空腹ではなくても）すぐにミルクを与える

ドライブする

n=343（複数回答）
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表 4 児の泣きへの対応おける困難感   n=350

  困難感あり 困難感なし ｐ値 

  
 よく困ることが

ある 

時々困ることが

ある 

あまり困ら

ない 

全く困らな

い 

 

全体 
人数 

（％） 

94 

（26.9％） 

184 

（52.6％） 

60 

（17.1％）

12 

（3.4％） 

 

親の性別 男性 84（83.2％） 17（16.8％） 
0.170  注 1） 

 女性 194（77.9％） 55（22.1％） 

児の月齢 生後 2 か月未満 131（86.8％） 20（13.2％） 

0.003＊＊ 注 2）  生後 2～3 か月 116（71.6％） 46（28.4％） 

 生後 4～6 か月 31（83.8％） 6（16.2％） 

＊p＜0.05、＊＊p＜0.01  注 1）Fisher の直接法  注 2）χ2検定  

 

 

図 2 児の泣きへの対応における困難感の理由 

 

4．児の寝かしつけ 
1）児の睡眠環境 

「親と同じ部屋で眠る」と回答した者は、96.3％だった。使用している寝具の種類は、「布団」51.1％、

「ベッド」48.0％であった。布団を使用していると回答した者のうち、「児専用の布団」67.4％、「親

と一緒の布団」32.6％であった。ベッドを使用していると回答した者のうち、「児専用のベッド」73.1％、

「親と一緒のベッド」26.9％であった（表 5）。 

2）児の寝かしつけ方 

 児が入眠するまで、86.4％の親が児に付き添っていた（表 6）。寝かしつけの方法としては（複数

回答）、「抱いた状態で揺らす」72.3％（253 名）、「母乳・ミルクを与える」58.9％（206 名）、「や

さしくタッピングする」52.9％（185 名）「部屋を暗くする」49.7％（174 名）、「添い寝する」40.9％

（143 名）の順に多かった（図 3）。 

71.2

59.0

52.2

41.0

40.3

34.9

33.5

32.7

21.9

21.6

18.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あやしても泣き止まない

なぜ泣いているのかわからない

大声で激しく泣く

家事や仕事など他のことが行えない

自分が眠ることができない

どこか痛いか具合が悪いのではないかと心配になる

周囲の人に迷惑をかけるのではないかと心配になる

休むことが出来ず疲れてしまう

頻繁に泣く

家族や周囲の人が眠ることができない

長時間泣き続ける

n=278（複数回答）
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3）児の寝かしつけにおける困難感 

「眠ってくれなくて困ることはあるか」について、「よく困ることがある」74 名（21.1％）、「時々

困ることがある」202 名（57.7％）、「あまり困らない」65 名（18.6％）、「全く困らない」9 名（2.6％）

であった。児の寝かしつけにおける困難感の有無は、親の性別および児の月齢において有意差はなか

った（表 7）。 

児の寝かしつけにおける困難感の理由としては（複数回答）、「眠るまでに時間がかかる」58.3％

（161 名）、「夜間に寝なくて困る」52.9％（146 名）、「自分が眠ることができない」41.7％（115 名）、

「休むことが出来ず疲れてしまう」32.6％（90 名）、「家事や仕事など他のことが行えない」30.8％

（85 名）の順に多かった（図 4）。 

 

表 5 児の睡眠環境    

  人数 (％)  人数 (％) 

寝る場所 親子同じ部屋 334 （96.3％）  
 

 

n=347 親子別の部屋 13 （3.7％）   

寝具 布団  178 （51.1％） 児専用 120 (67.4%) 

n=347    親と一緒 58 (32.6%) 

 ベッド 167 （48.0％） 児専用 122 (73.1%) 

    親と一緒 45 (26.9%) 

 その他 3 （0.9％）    

 

表６ 児が入眠するまでの付き添いの有無 

  人数 （％） 

付き添い する 298 （86.4％） 

 しない 47 （13.6％） 

 

 

図 3 児の寝かしつけの方法 

72.3

58.9

52.9

49.7

40.9

22.3

22.3

19.1

13.1

1.7

1.4

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

抱いた状態で揺らす

母乳・ミルクを与える

優しくタッピング（トントン）する

部屋を暗くする

添い寝する

おくるみで包む

静かな部屋に連れていく

子守唄を歌う

静かな声で話しかける

本を読む

その他：

寝かしつけは行ったことがない

n=350（複数回答）
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表 7 児の寝かしつけにおける困難感   n=350

  困難感あり 困難感なし ｐ値 

   よく困ること

がある 

時々困ることが

ある 

あまり困ら

ない 

全く困らな

い 

  

全体 
人数 

（％） 

74 

（21.1％） 

202 

（57.7％） 

65 

（18.6％）

9 

（2.6％） 

 

親の性別 男性 79（78.2％） 22（21.8％） 
0.479  注 1） 

 女性 197（79.1％） 52（20.9％） 

児の月齢 生後 2 か月未満 124（82.1％） 27（17.9％） 

0.203  注 2）  生後 2～3 か月 121（74.7％） 41（25.3％） 

 生後 4～6 か月 31（83.8％） 6（16.2％） 

＊p＜0.05、＊＊p＜0.01  注 1）Fisher の直接法  注 2）χ2検定 

 

 
図 4 児の寝かしつけにおける困難感の理由 

 

 

Ⅳ．考察 

1．児の泣きへの対応 

WWWT プログラムでは、授乳以外にも児をなだめて落ち着かせる方法を親がもつことを推奨し、

児に何かを見せる・握らせるなどの気を散らせる方法ではなく、抱っこをして「シーシー」と静かに

声をかけ、ゆっくりと軽くたたく方法を勧めている。その際、親子の相互交流による児の興奮を避け

るため、視線を合わせることは控えることとしている。 

今回の調査において、WWWT プログラムが推奨している「抱っこをする」「抱いた状態で揺らす」

「優しくタッピングする」という方法を多くの親が行なっていることが明らかになった。しかし、「シ

ーシーと声をかける」は 4.7％とほとんど行なわれていなかった。「話しかける」は約 5 割の親が行

なっており、WWWT プログラムが推奨している「静かに声をかける」がこれに相当する可能性もあ

58.3

52.9

41.7

32.6

30.8

26.4

26.1

18.5

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

眠るまでに時間がかかる

夜間に寝なくて困る

自分が眠ることができない

休むことが出来ず疲れてしまう

家事や仕事など他のことが行えない

お昼寝をしなくて困る

夜間に頻回に起きる

家族や周囲の人が眠ることができない

その他：

n=276（複数回答）
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るが、話しかけ方によっては相互交流を引き起こしてしまっている可能性がある。つまり、我が国で

は泣きに対してさまざまな方法が取られてはいるが、79.5％の親が児の泣きへの対応において困難感

を抱いており、効果的に児をなだめて落ち着かせることができていない状況が推察された。 

児の泣きへの対応において困難を感じる理由としては、「あやしても泣き止まない」「なぜ泣いてい

るのかわからない」「大声で激しく泣く」などの対処困難な泣きが上位を占め、次に「家事や仕事など

他のことが行えない」「自分が眠ることができない」などの泣きによる親の行動制限、「どこか痛いか

具合が悪いのではないかと心配になる」などの泣きによる親の不安、「周囲の人に迷惑をかけるのでは

ないかと心配になる」などの泣きによる周囲への影響に対する不安、「休むことが出来ず疲れてしまう」

などの泣きによる親の疲労などがあげられた。親の性別において困難感の有無に有意差はなく、夫婦

同様に困難感を抱いていることが明らかになった。よって、WWWT プログラムを我が国に導入し、

第 1 子を迎えた夫婦に泣きへの対応に関する知識、スキルを学ぶ機会を提供することは必要であるこ

とが示唆された。岡本によれば 6）、危機状態に陥った母親は、そのときの泣きを「何をやっても泣き

止まない泣き」すなわち自分ひとりでは対処しきれない泣きとして認知していることを明らかにして

いる。そして、夫や周囲からの支援が重要であり、対処の交替だけではなく、試行錯誤をともに考え

行なうことが有効な支援になるとしている。したがって、WWWT プログラムのように夫婦両方に介

入することは、試行錯誤をともに考え行なうことにつながり、意義があると考える。 

生後 2 か月未満に比べて、生後 2～3 か月では困難感を抱く親の割合が低下したが、生後 4～6 か月

では再び上昇し、児の月齢において困難感に差を認めた。この理由としては、月齢による乳児の泣き

の変化や、親の認識が影響していると推察された。乳児の泣きは、自らの欲求を周囲の人へ伝える重

要なコミュニケーション手段である。母親にとって出生後間もない頃、乳児の泣きは誕生したことの

喜びや児の元気さを象徴する。そしてなぜ泣くのか、どうすればよいかと模索しながら、いろいろな

対応を試みることで児が泣き止めばこの対応で良かったのだ、あるいは泣き止まなければさらに次の

手立てを考える。学習経験を積み重ねることで、児が泣くことに対する不安やどうしていいか分から

ないといった困難感は減少するという 7)。今回の調査において生後 2～3 か月児の親の困難感を抱く割

合が低下した理由は、親の学習経験の結果といえる。一方で、児の月齢が進むにつれて、出生後間も

ない頃に母親が泣きに対して感じていた喜びの感情は次第に薄れていくという 7)。また、母親にとっ

て、これまでの学習経験では対応しきれないような泣きが生じた場合、児の泣きは単なる刺激からス

トレスフルなものとして認知されていく 7)。生後 4 か月以降になると自我が芽生え、自分の願望どお

りでないと泣くようになる 8）。したがって、今回の調査において生後 4～6 か月で困難感を抱く親の

割合が再び上昇したのは、このためと推察される。 

今回の調査において、生後 2 か月未満の児をもつ親の 86.8％が児の泣きにおいて困難感を抱いてい

る状況が明らかとなった。WWWT プログラムは、生後 1 か月児をもつ親を対象とするものであるが、

早期から介入を行い、泣きに関する親の学習を促していく必要があることが示唆された。また、児の

月齢とともに泣きの原因が異なってくるため、先を見通した支援が必要であると推察された。 

2．児の寝かしつけ 

1）児の睡眠環境 

児の睡眠環境として、親子同室は 96.3％、寝具の共有は約 3 割であった。Mindell らは 9)、豪州で

は親子同室 27.0％、寝具の共有 8.6％であり、豪州・米国・英国などが部屋・寝具を親子で共有しな

い傾向にある一方、アジア諸国は親子で共有する傾向にあることを明らかにしている。すなわち、

WWWT プログラムは我が国の睡眠環境とは異なる豪州で開発されたものである。よって、WWWT
プログラムの我が国への導入にあたっては、我が国の睡眠環境を踏まえて親子双方の身体・心理面に

効果的な睡眠について検証する必要があることが示唆された。 

2）児の寝かしつけにおける困難感 

児の寝かしつけにおいて、78.8％の親が困難感を抱いていた。親の性別において困難感の有無に有

意差はなく、夫婦同様に困難感を抱いていることが明らかになった。児の寝かしつけにおいて困難を
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感じる理由としては、「眠るまでに時間がかかる」「夜間に寝なくて困る」などの児の就眠困難が上位

を占め、次に「自分が眠ることができない」「家事や仕事など他のことが行えない」などの児の就眠

困難による親の行動制限、「休むことが出来ず疲れてしまう」などの児の就眠困難による親の疲労、

「家族や周囲の人が眠ることができない」などの児の就眠困難による周囲への影響に対する不安など

があげられた。 

児の月齢において寝かしつけの困難感の有無に差はなく、約 7～8 割の親が困難感を抱いていること

が明らかになった。この理由としては、1 つ目に児の睡眠が発達途中であること、2 つ目に効果的な寝

かしつけができていないこと、3 つ目に親の睡眠問題・健康問題が推察された。 

(1)乳児の睡眠の発達 

乳児の睡眠は 10,11)、生後 1 か月では、ウルトラディアン・リズム（約 3～4 時間周期のリズム）の

短い周期で覚醒と睡眠を繰り返し、レム睡眠からはじまり続いてノンレム睡眠がおとずれ、総睡眠時

間中の約 50％が浅い眠りのレム睡眠であるといわれている。（成人の睡眠は、ノンレム睡眠から始ま

り続いてレム睡眠がおとずれる。総睡眠時間中のレム睡眠は約 20％である。）生後 2 か月になると徐々

に覚醒時間は昼に、睡眠時間は夜に集中するようになる。生後 3～4 か月になると昼・夜の区別に同調

した覚醒・睡眠のサーカディアン・リズム（約 24 時間リズム）が形成され、夜の入眠時刻がほぼ一定

となり、レム睡眠は総睡眠時間中の約 30％に減少する。このように生後 4 か月までは乳児の睡眠が発

達の過程にあるため、この時期の児をもつ親の多くが困難感を抱いていたことが推察される。一方、

生後 4 か月以降では乳児の睡眠が確立されるため、親の困難感が減少することが予測される。しかし、

今回の調査では、生後 4～6 か月児をもつ親の多くも他の月齢と同様に困難感を抱いていた。その理由

として、児の睡眠の確立がまだ途中にある可能性が考えられる。羽山らは 12）、生後 4 か月児の半数

以上に何らかのサーカディアン・リズム形成に問題がある可能性を指摘している。乳児の睡眠の発達

には光環境が影響すると言われており、生後 1 か月までに経験する光環境によって睡眠を制御する生

物時計「視交叉上核」の性能が決まることが動物モデルにおいて報告されている 10）。また胎児は、

母体から胎盤を経由してメラトニンを受け、メラトニン受容体の産生を促進していく 10）。そのため、

妊娠期の母親の就寝時刻と出生した児の生後 1 か月の就寝時刻は関連があり 13)、また、妊娠期の母親

の就寝時刻が早いほど出生した児の生後 1 か月の睡眠時間が長くなるという 13)。すなわち、妊娠期の

母親の睡眠リズムが胎児に影響し、出生後も影響を与えることになるのである。24 時間眠らない社会

といわれている現在、妊娠末期の妊婦の平均就寝時刻は 0 時 36 分、平均夜間睡眠時間は 6.75 時間で

ある 13,14）。生後 1 か月児の平均就寝時刻は 23 時 41 分、平均総睡眠時間は 13.15 時間、生後 4 か月児

の平均就寝時刻は 22 時 34 分（22 時以降に寝る児は 69.4％）、平均総睡眠時間は 12.63 時間で 12,13）、

乳児の平均総睡眠時間はここ 20 年で 2 時間以上短縮している 15）。生後 0～36 か月児を対象とした国

際比較によると、日本は総睡眠時間が 11.62 時間と最も短く、平均より約 1 時間短い 9)。WWWT プ

ログラムが推奨している総睡眠時間は生後 1 か月 16 時間、生後 4～5 か月 14.5 時間であり、我が国の

現状とはかなり異なる。 

したがって、このような我が国の妊婦・乳児の睡眠の状況を踏まえると、WWWT プログラムの我

が国への導入にあたっては、生後 1 か月児をもつ親を対象とした介入のみでは効果はあまり期待でき

ず、妊娠期の睡眠、生後 1 か月までの光環境等も含めて早期から介入を行ない、胎児・乳児の睡眠の

発達を促す支援が必要であることが推察された。 

(2）児の寝かしつけ方 

WWWT プログラムで推奨している寝かしつけ方は、まずオムツを確認した後、児をおひな巻きで

包む。次に、抱っこをして「シーシー」と静かに声をかけ、ゆっくりとした動きで児を落ち着かせる。

その後、暗い部屋で児をベビーベッドに寝かせ、「おやすみ」などの声をかけて就寝時刻であること・

親が離れることを伝え、これを習慣として行なうこととしている。もし児が落ち着かない場合は、児

を抱き上げずに児を横向きにして心臓の音に合わせて軽くたたき、優しくゆっくりと体を揺り動かす。

そして、児が落ち着いたら仰向けにし、そのまま 1 人にして眠りにつかせるという。 

－93－



産褥期ペアレンティング教育“What Were We Thinking!” (日本語版) の有用性の検討 

―日本における乳児の泣きへの対応・寝かしつけに関する調査― 

－10－ 

今回の調査では、児が入眠するまで 86.4％の親が児に付き添っており、WWWT プログラムの入眠

前に親が離れるとする方法とは異なっていた。WWWT プログラムの勧めている「やさしくタッピン

グする」「部屋を暗くする」は約 5 割、「児を包む」は約 2 割であった。「抱いた状態で揺らす」は

約 7 割であったが、これは入眠前ではなく、WWWT プログラムでは推奨していない寝かせた後のぐ

ずりの対応として行なわれている可能性もある。また、WWWT プログラムやアメリカ睡眠医学会

（AASM）16)では勧めていない「母乳・ミルクを与える」は約 6 割、「添い寝する」が約 4 割行なわ

れていた。つまり、我が国では、WWWT プログラムやアメリカ睡眠医学会（AASM）が推奨してい

る方法とは異なる寝かしつけ方が取られている傾向にあることが示唆された。 

したがって、WWWT プログラムの我が国への導入にあたっては、我が国の睡眠環境を踏まえた上

で、効果的な寝かしつけ方を検証する必要があることが推察された。 

(3)親の睡眠問題・健康問題 

児の寝かしつけにおいて困難を感じる理由として、児の就眠困難の次に「自分が眠ることができな

い」「休むことが出来ず疲れてしまう」があげられていた。生後 4 か月児の母親において何らかの睡

眠問題を有する者は約 6 割、健康問題が約 8 割であると言われている 17）。生後 0～36 か月児をもつ

母親の Pittsburg Sleep Quality Index(PSQI)得点の国際比較によると、日本は睡眠問題を抱える母親

が最も多い 18)。 

生後 4 か月を過ぎ徐々に児の夜間覚醒が減少し、乳児の睡眠が確立されたとしても、それまでの親

の睡眠不足・疲労などの蓄積の結果、睡眠問題・健康問題が顕在化し、寝かしつけに困難感を抱きや

すい状態にあることが推察される。したがって、WWWT プログラムを導入し、夫婦両方に介入する

ことは夫婦の協力を促し、睡眠問題・健康問題の予防につながる可能性があるため意義があると考え

る。そして、親の睡眠不足・疲労などが蓄積されないためには、早期からの介入が必要であることが

推察された。 

 

Ⅴ．結論 

１．我が国では、児の泣きに対してさまざまな対応方法が取られてはいるが、約 8 割の親が児の泣き

への対応に困難感を抱いており、効果的に児をなだめて落ち着かせることができていない状況が推

察された。よって、WWWT プログラムを我が国に導入し、第 1 子を迎えた夫婦に泣きへの対応に関

する知識、スキルを学ぶ機会を提供することは必要であることが示唆された。 

2．我が国では、親子で部屋・寝具を共有して睡眠をとる傾向にある。また、WWWT プログラムが推奨

する方法とは異なる寝かしつけ方が取られている傾向にあった。児の月齢において寝かしつけの困

難感の有無に差はなく、約 7～8 割の親が困難感を抱いていることが明らかになった。よって、WWWT

プログラムの我が国への導入にあたっては、我が国の睡眠環境を踏まえて親子双方の身体・心理面

に効果的な睡眠および寝かしつけ方を検証する必要があることが示唆された。 

 

 
謝辞：本研究の調査実施に協力してくださった皆様に感謝いたします。 
 
なお、本研究は平成 29 年度文京学院大学共同研究費助成を受けて行った。本研究における利益相反

は存在しない。 
 
文献 

1）「健やか親子 21」最終評価報告書． 
2）久米美代子，堀口文 編．マタニティサイクルとメンタルヘルス．医歯薬出版，2012，135-149． 
3）Gordon R，Gordon K. Social factors in prevention of postpartum emotional problems. Obstet 

Gynecol. 1960, 15(4), 433-437.  

－94－



－11－ 

4）Midmer D, Wilson L, Cummings S. A randomized, controlled trial of the influence of prenatal 
parenting education on postpartum anxiety and marital adjustment. Fam Med. 1995，27(3)，
200-205. 

5）Rowe Heather J, Fisher Jane RW. Development of a universal psycho-educational intervention 
to prevent common postpartum mental disorders in primiparous women: a multiple method 
approach. BMC Public Health. 2010, 10; 499.  

6）岡本美和子，松岡めぐみ．出産後１ヵ月における児の持続する泣きに直面した初産婦の危機状況．

日本女性心身医学会雑誌．2003，8（1），85－92． 
7）田淵紀子，島田啓子．生後 1 ヶ月月から１年までの乳児の泣きに対する母親の情動反応に関する

縦断的研究．日本助産学会誌．2006，20（1），26－36. 
8）Michael Peters, ed. Family Doctor. Great Britain. 2012. 
9）Jodi A. Mindell, Avi Sadeh, Benjamin Wiegand, et al．Cross-Cultural differences in  

infant and toddler sleep. Sleep Medicine. 2010, 11, 274-280. 
10）太田英伸，中川真智子，大石芳久，他．胎児・新生児の眠りの発達．ベビーサイエンス，2016，

16． 
11）Jodi A. Mindell．Sleeping Through the Night. Harper Collins. 2005. 
12）羽山順子，安達淑子，西野紀子，他．4か月児健康診査における児の睡眠調査．日本公衆衛生雑

誌．2007，54(7)，440-446． 
13）早瀬麻子，島田美恵子，乾つぶら，他．妊娠末期から産後の母親の生活リズムと乳児の睡眠覚醒

リズムとの関連．小児保健研究．2008，67（5），746-753. 
14）乾つぶら，島田美恵子，早瀬麻子，他．妊娠末期から産後4ヶ月の母親の睡眠覚醒リズム等の変

化．日本助産学会誌．2008，22（2），189-197. 
15）島田美恵子，瀬川昌也，日暮眞，他．最近の乳児の睡眠時間の月齢変化と睡眠覚醒リズムの発

達．小児保健研究．1999，58（5），592-598. 
16）Jodi A. Mindell, Kuhn B, Lewin DS, Meltzer LJ, Sadeh A. Behavioral treatment of  

bedtime problems and night wakings in infant and young children. American Academy 
of Sleep Medicine. 2006, 29, 1263-1276.  

17）羽山順子，安達淑子，西野紀子，他．養育行動が4か月児の睡眠，母親の睡眠と健康に及ぼす影

響の検討．日本公衆衛生雑誌．2008，55(10)，693-700． 
18）Jodi A. Mindell, Avi Sadeh, Robert Kwon, et al．Cross-Cultural Comparison of Matern

al Sleep. SLEEP. 2013, 36(11), 1699-1706. 

－95－





－1－ 

母趾肢位の違いによる立位姿勢制御について 

 

齋藤慶一郎 1)，山本澄子 2)，安永雅美 1) 

 

1)文京学院大学保健医療技術学部 

2)国際医療福祉大学大学院 

 

はじめに 

高齢者の転倒による外傷は，その後の健やかな生活を困難にさせてしまう．超高齢社会

となった我が国であるが，大腿骨頸部骨折患者の 5 年生存率は 45%との報告もあり 1)，高

齢者が転倒しないための対策が重要であると考えられる.虚弱高齢者など立位や動作が不

安定になる者では，足底部筋群の機能低下を呈している者が少なくはなく，足部機能低下

と転倒との関連性についての報告は非常に多い．特に動的姿勢制御能において足趾把持筋

力の強さが重要であることや 2,3)，高齢者の姿勢変化と足底部筋群の筋持久性が高い相関

を示すことなどが報告されており 4,5)，機能低下においての対応策は当事者への機能訓練

に限定されているのが現状である． 

足ディバイスによる姿勢調整に関する報告では，粗素材のインソールを用いた足底部皮

膚への刺激による姿勢の変化 6)や浮き趾者に対して治療用草履を用いることによる足趾屈

筋の筋活動性が向上したといったもの 7)等は散見されるが，転倒予防に対する即時効果を

目的とした方法の報告は渉猟する限り見当たらない．そこで本研究では，姿勢制御におい

て即時効果を期待できる我々が考案した母趾釣上牽引法による身体反応ついて，運動学・

運動力学的な影響を明らかにすることを目的とした． 

 

母趾伸展牽引装具 

足の外科領域において術後に母趾伸展持続牽引装具(母趾伸展装具)が用いられるが，装

着者の中には装着直後から姿勢の安定や動きやすさを話す者もおり，母趾への牽引刺激入

力により足趾屈曲運動が誘発され，姿勢が安定しているのではないかと推察された．収縮

遠隔筋の筋紡錘活動による筋感覚入力が対側筋群の運動ニューロン興奮性に影響するとの

報告があり 8,9)，このことから母趾への釣上牽引が足底部筋群に微弱な筋活動を誘発し，

維持された持続的筋活動が速やかな姿勢調整を可能にしたのではないかと考えられた． 

 

図 1 第 1MTP 関節伸展制限用母趾伸展矯正牽引装具 
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対 象 

本研究の対象者は，筋骨格器系障害を有さず，過去 1 年間に整形外科への受診のない健

常成人女性 6 名とした．平均年齢 21.3±0.52 歳，身長 160.0±4.12 ㎝，体重 53.13±5.65

㎏であった．足長は左 23.75±0.69 ㎝，右 23.67±0.75 ㎝，足幅は左 8.65±0.39 ㎝，右

8.73±0.30 ㎝であった． 

 

方 法 

計測機器は，足圧分布評価解析装置 Zebris PDM-S system(Zebris)を用いた．測定姿勢

は，Zebris 上での立位を指示し，母趾への釣上牽引設定と裸足での静止立位と外乱立位を

計測し，比較・検討した．計測時間と計測数は，各 30 秒間を 4 施行実施した．算出・比較

項目は足底圧中心(COP)の，①前後位置，②左右位置，③総軌跡長および軌跡面積，④前方

振幅量，⑤左右振幅量とした．母趾釣上牽引装置を作製し，装置による母趾への牽引力は，

母趾が軽く持ち上がる状態(166.6±15.0g)に設定して，被験者には，「ふらつかない様に立

位姿勢を保持すること」を指示した． 

外乱方法は，定量外乱となるように，振り子装置を作製し(図 2)，被験者の背後から前

方へ向かう押出外力を加えた．外力量は容易に姿勢制御が可能な重量である体重の 5%とし，

重量調節した重錘嚢を振り角 45 度から被験者の第 7 胸椎部へ衝突させた．振り子の長さは

一定(1m)として，図 3 の様に支点の位置を身長に応じて被験者毎に調整した． 

 

  

図 2 外乱入力用振り子装置         図 3 定量外乱設定 

 

倫理上の配慮 

被験者には，研究の趣旨と内容を文書と口頭にて説明し，署名による同意を得た．本研

究は，文京学院大学保健医療技術学部倫理審査委員会において承認を得ている(承認番号

2014-23)． 
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結 果 

母趾釣上牽引装置により伸展させた母趾部において母趾による圧力上昇が認められた

(図 4)． 

 

図 4 母趾釣上牽引による足圧変化 

 

静止立位(図 5・表 1)では，母趾釣上牽引により COP の前方への位置変位が認められた 

(P＜0.01)．偏倚差は平均で足長比 3.82％であった．また，COP の総軌跡長が延長された 

(P＜0.05)．延長差は平均で足長比 15.27％であった．外乱立位(図 6・表 1)でも母趾釣上

牽引により COP の前方への位置変位(偏倚差平均 3.79％)が認められるとともに(P＜0.01)，

COP の前方振幅量が減少していた(P＜0.05)．振幅差は平均で足長比 2.49％であった． 

 

 

図 5 静止立位時の COP 位置変位 

 

図 6 外乱立位時の COP 位置変位
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表 1 母趾釣上牽引による COP の位置変位 

 静止立位 外乱立位 

非牽引 釣上牽引 非牽引 釣上牽引 

前後位置 
37.67 

(±6.59) 

**

＜

41.49 

(±4.36) 

40.98 

(±4.71) 

* 

＜ 

43.40 

(±3.25) 

左右位置 n.s. n.s. 

総軌跡長 
355.04 

(±30.74) 

* 

＜

370.31 

(±20.84) 

716.34 

(±137.28) 

* 

＜ 

743.47 

(±)104.28 

軌跡面積 n.s. n.s. 

前方振幅量 n.s. 
11.22 

(±2.86) 

** 

＞ 

8.73 

(±2.12) 

左右振幅量 n.s. n.s. 

**：P＜0.01   *：P＜0.05 

n = 6×4： t-test 

JSTAT for Windows 

 

考 察 

裸足と比較して母趾釣上牽引では，幾つかの項目において有意な変化が認められた． 

母趾釣上牽引により持ち上げている母趾部において母趾圧力上昇が認められた．これは

母趾を意図的に持ち上げることによる支持基底面の減少により，不安定となった支持性を

回復させる為，反射的に発揮された足趾屈曲反応であると考えられる．また，母趾底の皮

膚への刺激により足趾屈筋群の活動性を向上させることが可能であった可能性についても

否定はできないと考えている．足底皮膚への刺激による脛骨神経支配筋の促通効果を捉え

た報告 10)も散見されており，今後，更に電気生理学的な検証が必要である． 

静止立位では，母趾釣上牽引で COP 位置が前方へ変位しており，これは身体重心(COG)

が前足部へ移動しているものと考えられた．COP 位置が前方変位することにより，より強

力な足関節底屈筋群の作用による姿勢調節が可能となる．Cummings らの報告 11)でも，踵

方体重支持では姿勢制御が困難となり，高齢者でその傾向が有意に強くなると述べている．

総軌跡長においても母趾釣上牽引で増加していた．COP 移動距離の大きさと足趾機能には

相関があり，転倒経験者では有意に小さいとの報告が散見され 12～ 14)，本研究における結

果においても，母趾釣上牽引による姿勢調整能の向上が示唆されたと考えている． 

外乱立位でも母趾釣上牽引において静止立位条件と同様に COP 位置が前方へ変位してお

り，更に外乱による前方振幅量の減少も認められた．これは COP 位置の前方移動により，

外乱による急激な COG の動揺を速やかに制動しているものと考えられた．COP の振幅量は

動揺の大きさを示すパラメータであり 15)，この減少は確実に外乱動揺を制御しているもの

と結論づけられた． 

母趾釣上牽引により，姿勢調整能の向上に繋がる結果を得ることができた．今後は更に

高精度の検証実験を実施し，母趾釣上牽引による即時効果や持続効果について明確にし，

姿勢制御に有効な装具療法を考案していきたいと考えている．
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センター，７）あしかがの森足利病院（前所属），８）医療法人財団東京勤労者医療会東葛病院 

 

１．はじめに 

 全国の公立小・中学校の通常学級には，学習上または行動上に困難さを抱える子どもが全体の 6.5％といわれ，特

に小学校では 7.7％いる 1）．こうした子どもは集団生活に適応できにくいことが多く，他の子どもや教師とのコミュニケ

ーションがうまく取れない，人間関係が構築できない等，社会性に関連する問題を抱えている．このような子どもたち

のコミュニケーション能力を向上すべく，Social Skills Training（以下，SST）が実践されている 2−6）．自閉スペクトラム症

児を対象とした SST 研究のレビューによると，我が国の報告数が７論文と少なく，表１のように構造や標的スキルが多

様であることが報告されている 7）．この研究の中では，自閉スペクトラム症児への介入効果を高める方略として，①親

（保護者等の主たる養育者を指し，以下，親とする）を介入に含めること，②社会的スキルが求められる学校場面の文

脈に合わせること，③標的スキルに合わせた自由般化場面を設けること，④行動リハーサルを増やすためにホームワ

ークを設定することが提案されている 7）．わが国では親を介入に含める場合，親のプログラムとしてペアレントトレーニ

ングや心理教育を実施する，あるいは子どものホームワークを行いやすくするために，子どもがどのようなスキルを学

習しているのかを親に教え協力を仰ぐ方法がある 8−10）．親を介入に含める際，子どものホームワークを実施しやすくす

るために，親に協力を仰ぐことが必要であり，親が子どもと同じ学習者としての立場を理解でき，子どもと共に学んでい

く体験が重要性であると考える． 

 また，ペアレントトレーニングの中でロールプレイを用いたところ，親のストレスが軽減したという報告もある 11）． SST

の中で用いられているロールプレイを親が体験することで，子どもの行動を理解し，ストレス軽減につながると推察さ

れる． 発達障害児の親は，障害のない子どもの親に比べて育児ストレスを多く経験し 12−15），その育児ストレスは，子

どもの行動に由来することが多いと言われている 12）．親との関わりは共有する時間が多いため，これがストレスの引き

金になっていることもある．親子のコミュニケーションが前向きで円滑になることで，子どもの生活拡大を図れるのでは

ないかと考える．家庭という自然な環境でホームワークを実施することで，子どものスキルの般化が促進されやすく，

親子の会話が増え自尊感情が育まれ 16，17），家庭の中で使用したスキルを学校場面に応用していくといった段階づけ

がしやすいことが期待できる． 

 以上のような背景をもとに，我々は 2015 年度の共同研究において，発達障害児への SST 介入効果を高めるため，

親子に対して同じ標的スキルを学習し，標的スキルに合わせた自由般化場面を設け，親子でホームワークを実施す

る親子 SST プログラムを開発，実施した．本報告では，親子 SST プログラムの効果を検証し，今後の課題について考

察することを目的とする． 
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表１ 発達障害児に対する SST の現状 

＊（ ）内は 7 論文中の割合を示している．   

 

2．方法 

1）倫理上の配慮 

 本研究は，文京学院大学保健医療技術学部倫理審査委員会の承認を得ている（承認番号 2014-43，44）．対象者

には，本研究の目的，意義，実施方法，および個人情報保護について親子双方に説明し，書面にて同意を得た． 

2）対象 

対象は，発達障害に関連する診断名をもつ IQ70 以上の小学校 2〜4 年生とその親である．本学の HP にて平成

28 年 4 月〜平成 29 年 11 月まで公募により対象者を募集した． 

3）親子 SST プログラムの概要 

 親子 SST プログラムは，全 6 回（１回 110 分， 1～3 週間に 1 回，約 2 ヶ月間）行った．子どもプログラムの内容は，

奈良教育大学の「どよう SST くらぶ」８）を参考にし，学びの時間と遊びの時間の 2 部構成とした（図 1）．親プログラムは，

子どもプログラムの学びの時間を見学した後，親のみで SST を実施した． 

学びの時間と親プログラムで実施する SST の標的スキルは，よく見て気づく，うれしい気持ちを伝える，上手に頼む，

嫌な気持ちを伝える，上手に話を聞く，の 5 つとした（表 2）．標的スキルの選定においては，親子を対象としたプログ

ラムを実施した先行研究 8−10），ソーシャルスキル教育における基本的な 14 のスキル 18），ベラックら 19）の基本的なスキ

ルを参考にした． 

 

     子どもプログラム 

 

 

    親プログラム 

 

 

 

図１ 親子 SST プログラムの構成 

対象 小学生(4/7)，中学生(3/7) 

構造 小集団，8〜20 回，20〜120 分 

標的スキル 聞くスキル(5/7)，仲間への入り方(3/7)，質問する(3/7)，あたたかい言葉かけ(2/7) 

技法 コーチング法(5/7)，モデル提示と行動リハーサル(2/7)，ボードゲーム(1/7) 

評価 
行動観察(2/7)，指導のためのソーシャルスキル尺度（3/7），児童用社会的スキル尺度教

師評定（1/7） 

学びの時間 約 50 分 遊びの時間 約 50 分 自由時間約 10 分 

学びの時間見学 約40分 SST 約 70 分 
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表 2 親子 SST プログラムの内容 

 

子どもプログラム 親プログラム 

（標的スキル） 学びの時間（標的スキル） 遊びの時間 

第 1 回 オリエンテーション，よく見て気づく ペットボトル拾い オリエンテーション 

第 2 回 嬉しい気持ちを伝える 巨大トランプ神経衰弱 嬉しい気持ちを伝える 

第 3 回 上手に頼む 借り物ゲーム 頼みごとをする 

第 4 回 嫌な気持ちを伝える 十字鬼 嫌な気持ちを伝える 

第 5 回 上手に話を聞く 探検ゲーム 相手の言うことに耳を傾ける 

第 6 回 親子でスキルを使って製作活動，修了式 

 

 学びの時間では，始めにウォーミングアップを行った．これは子どもが身体を動かして机上での活動を集中しやすく

すること目的として実施した．続いて，標的スキルの意義を説明し，スタッフによるモデル提示の後，各自前に出てロ

ールプレイを行った．モデル提示は，対象児によくありそうなバッドモデルをまず見せ，どうすればもっと上手くなるか

ポイントを確認し，その後グッドモデルを提示した．ロールプレイの後は，参加児やスタッフから良かった点を挙げ，リ

ーダーまたは相手役のスタッフから修正点を提示し，再度修正点を取り入れたロールプレイを実施した．最後に，毎

日標的スキルを使用するようホームワークを設定し，チャレンジシートを配布した．子どものホームワークは，まず家庭

の中で 3〜4 回実施し，その後学校や地域の中で実施するよう段階づけ，親と共に記入するようにした．  

 遊びの時間は，学びの時間で学習した標的スキルの般化を目的とし，表 2 に示した遊びを実施した．スタッフは，子

どもがスキルを使用した際は積極的に強化し，また使用していない場合はスキルの使用を促した． 

 最終回は，これまでの標的スキルを確認し，学習したスキルを使用しながら，親と共に製作活動を行った．これまで

の標的スキルを子どもが使用した場合には，親からトークンとしてシールを与え，親がスキルを使用した場合にはスタ

ッフからシールを与えて強化した． 

 親プログラムはウォーミングアップにて，最近あった嬉しかったことや小さな幸せといったポジティブな側面を伝えるこ

とを目的として実施した．その後は，学びの時間同様，標的スキルの意義を説明し，スタッフによるモデル提示の後，

各自前に出てロールプレイを行った．ロールプレイの後は良かった点を挙げ，リーダーまたは相手役のスタッフから修

正点を提示し，再度修正点を取り入れたロールプレイを実施した．最後に，宿題として子どものチャレンジシートを一

緒に記入することと，親自身が学習したスキルを毎日使用し，その手応えや感想を記入するホームワークシートを配

布した． 

 子どもプログラムの学びの時間と親プログラムのリーダーは，SST 普及協会の認定講師である第一筆者が担当し，コ

リーダーは SST 普及協会の初級研修を受けた１名が担当した．子どもプログラムでは，補助スタッフとして発達障害児

の療育に携わる作業療法士 4〜5 名が参加した．また，親子 SST プログラムのマニュアルは第一筆者が作成し，適宜

参加スタッフと協議して修正した． 
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4）評価内容 

 基本属性，効果測定の評価尺度として，親の育児ストレス，子どもの社会適応状態，親と子のソーシャルスキルをプ

ログラム実施前後に実施した．親と子のソーシャルスキルを測定には，成人用ソーシャルスキル自己評定尺度，児童

用社会的スキル尺度を用いた． 

 

①基本属性 

 基本属性として，対象児の性別，学年，年齢，知的機能（WISC-Ⅳの結果），親の年齢を募集要項と共に掲載した

申込用紙に記載してもらった．  

②育児ストレス尺度 

 親の育児ストレスの評価には，育児ストレス尺度（以下，PSI）20）を用いた．これは，子どもの適応性や親を困らせる度

合いといった子どもの側面（7 領域 38 項目）と，親としての有能感や子どもへの愛着といった親の側面（8 領域 40 項目）

の 2 つの領域から構成された，5 件法で回答する自記式質問紙である．回答したものから標準化得点を算出し，得点

が高いほどストレスが高いと判断される．  

③日本版 Vineland-Ⅱ 

 対象児の適応行動の評価には，日本版 Vineland-Ⅱ（Vineland 適応行動尺度第 2 版，以下 Vineland-Ⅱ）21）を用い

た．これはコミュニケーション，日常生活スキル，社会性，運動スキル，不適応行動の 5 領域から構成され，親に対し

半構造化面接を実施し 3 件法で領域標準得点を算出する．7-49 歳の対象者の場合は，運動スキルを適応行動に含

めないため，今回はコミュニケーション，日常生活スキル，社会性を適応行動とした．4 つの領域標準得点を合計し，

適応行動総合点を算出した．これは平均が 100，標準偏差が 15 と正規化されている．不適応行動は，高得点ほど望

ましくない行動であることを示し，平均的（1-17），やや高い（18-20），高い（21-24）の 3 つの水準に分けられる．  

④成人用ソーシャルスキル自己評定尺度 

  親のソーシャルスキルの評価には，成人用ソーシャルスキル尺度 22）を用いた．これは相川らが成人のソーシャルス

キルを評価する目的で作成され，関係開始，解読，主張性，感情統制，関係維持，記号化という 6 つの下位スキル尺

度からなる 35 項目，4 件法で保護者が回答する自己記入式アンケートである．回答結果は，得点が高いほどソーシャ

ルスキルが高いと判定され，妥当性，信頼性が検討されている． 

⑤児童用社会的スキル尺度 

 子どものソーシャルスキルの評価には，児童用社会的スキル尺度 23）を用いた．これは，嶋田らによって小学生にお

ける社会的スキルの獲得の程度を測定する目的で作成され，向社会的スキル，引っ込み思案行動，攻撃行動という 3

因子からなる 15 項目，4 件法で子どもが回答する自己記入式アンケートである．回答結果は，得点が高いほどソーシ

ャルスキルが高いと判定され，妥当性，信頼性が検討されている． 

 

3．結果 

1）対象者 

 親子 SST プログラムに参加した子どもは 7 名，親 8 名であった．2 回しか参加しなかった 1 名を除き，今回の調査対

象者は，基準を満たし，すべてのプログラムに参加した子ども 6 名（男児 5 名，女児 1 名）とその親 7 名（母親 6 名，
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父親 1 名）とした．子どもの診断名は自閉スペクトラム症 4 名，注意欠如・多動症 1 名，軽度知的障害 1 名であった．

WISC-Ⅳによる FIQ（全検査 IQ）は 84〜122 であった． 

 

2）評価結果 

 プログラム実施前後の評価結果を表 3 に示す．PSI による親の育児ストレスの総点は，プログラム実施前 229.71±

38.68，実施後 226.57±41.55，子どもの側面はプログラム実施前 111.57±15.22，実施後 107.29±15.48，親の側面

はプログラム実施前 118.14±26.0，実施後 119.29±29.30 であり，有意差は認められなかった． 

 Vineland-Ⅱによる子どもの適応行動指標は，プログラム実施前 68.00±7.96，実施後 67.75±9.43，不適応行動指

標はプログラム実施前 18.25±2.50，実施後 18.00±2.16 であり，有意差は認められなかった．適応行動指標の下位

項目であるコミュニケーション，日常生活スキル，社会性についても，プログラム実施前後で有意差は認められなかった． 

 成人用ソーシャルスキル尺度による，親のソーシャルスキルはプログラム実施前 85.29±14.71，実施後 92.14±

10.01 であり，有意差が認められた（p<0.05）． 

 児童用社会的スキル尺度による子どものソーシャルスキルはプログラム実施前 35.50±7.50，実施後 36.17±7.28

であり，有意差は認められなかった． 

 

4．考察 

1）親の育児ストレスとソーシャルスキル 

 今回の結果から，親子 SST プログラムを実施後，親のソーシャルスキルは向上したが，育児ストレスの減少にはつな

がらなかった．親のソーシャルスキルが向上した要因として，親子 SST プログラムの特徴である，毎日取り組むホーム

ワークを設定したことが挙げられる．スキルをなるべく数多くの場面で実施することがホームワークであり 24），親はスキ 

 

表 3 事前事後評価の結果 

  Pre test Post test   

  Mean SD Mean SD p value 

PSI 総点 229.71 38.68 226.57 41.55  0.87 

 子どもの側面 111.57 15.22 107.29 15.48  0.27 

 親の側面 118.14 26.00 119.29 29.30  0.55 

Vineland-Ⅱ 適応行動指標 68.00 7.96 67.75 9.43  0.85 

 コミュニケーション 84.50 6.76 80.75 3.20  0.11 

 日常生活スキル 75.75 7.93 72.50 9.40  0.10 

 社会性 53.75 13.74 55.25 14.43  0.59 

 不適応行動指標 18.25 2.50 18.00 2.16  0.39 

成人用ソーシャルスキル尺度 85.29 14.71 92.14 10.01  0.04 

児童用社会的スキル尺度 35.5 7.50 36.17 7.28 0.68
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ルの練習を積み重ねていくことで，般化が促進されたと考える．しかし，育児ストレスの減少にはつながらず，先行研

究 9）との相違があった．評価尺度の違いもあるため，今後継続して検討していく必要性がある． 

 

2）子どもの適応行動とソーシャルスキル 

 今回の結果から，子どもの適応行動の向上，不適応行動の減少とソーシャルスキルの向上にはつながらなかった．

障害のない子どもの SST において，標的スキルは観察可能な具体的な行動とし，3〜5 つに限定することがスキルの

般化や維持の前提と言われている 25）．本プログラムにおける標的スキルは5 つであり，全て観察可能な具体的な行動

であったため，前提条件は十分であったと考える．しかし，標的スキルが積極的に使用するためには，それを支持す

る環境が必要である 25）．本プログラムでは親子でホームワークに取り組んだため，家庭の中で標的スキルを使用する

機会は十分あったと推測できる．使用した児童用社会的スキル尺度は，友だちとのやりとり場面が多いことから，学校

場面ではスキルを使用することができていなかったと考える．今回は，小学校の担任教諭には協力を求めていなかっ

たため，今後，教諭にも協力を依頼するといった工夫が必要と考える． 

  

3）親子 SST プログラムの修正 

 上記の効果検証から，親の育児ストレスや子どものソーシャルスキルと適応行動に変化が見られなかった．これらを

改善するためには，本プログラム内容の修正が必要と考える．まず 1 つ目は，初回で設定する目標の具体化である．

本プログラムでは，子どもには「あなたの夢はなんですか？どんな人になりたい？どんな仕事をしたい？」と提示し，自

分のなりたい像を目標として設定していた．子どもたちは「お菓子屋さん」「運転手」といった大きな夢はあるものの，ソ

ーシャルスキルに直結する具体的な目標とはなっていなかった．そのため，「人付き合いでもっとうまくできるようになり

たいことはありますか？」という項目を増やすことで，本プログラムを実施が人付き合いに役立つものであるということが

明確になると考える．これは親も同様であり，「お子さんとの生活の中で，困っていることは何ですか？」「 お子さんと

の生活を円滑にするための関わりで，もっとうまくできるようになりたいことは何ですか？」「そうなることで，あなたの生

活にどのような変化があるでしょうか？」といった具体的な目標を設定することで，親の困り事を明確にし，本プログラ

ムへのモチベーションを高めることができると考える． 

 2 つ目は，子どものプログラムにおけるスタッフの関わり方である．発達障害という特性上，子どもたちは集中が続か

ずウロウロしたり，自分の興味あることに注意が向いたりと，プログラム実施している中では，さまざまな不適応行動を

示す．このような不適応行動に対し，スタッフは注意するのはなく，不適応行動は対応せず「一番に座れる子は誰か

な？」「○ちゃんはとてもよく聞いているね」といった適応的な行動を強化，促進する声かけが重要と考える．また，リー

ダーのスタッフは進行役に徹し，不適応行動に対しては，個別に関わるスタッフが支援するという，スタッフ間の役割

の明確化が重要である． 

 3 つ目は集中しやすい環境を設定することである．子どもたちは目の前にファイルや筆記用具があると，どうしてもそ

ちらに注意が向きやすい．そのため，記入する時だけスタッフがファイルや筆記用具を手渡し，スキル学習に集中で

きる環境を作ることが重要である． 

 4 つ目は，最終回で実施する親子での製作活動の方法である．これまで学習したスキルを使用しながら製作活動を

実施するが，作り方とどのようにスキルを使用するのかを教示し，モデルで示していた．しかし，製作に失敗した子ども
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は嫌な気持ちを伝えるといったスキルを使用できず，泣いてしまうことやパニックになることが多かった．これは，日常

場面の再現であると思われた．誰にでも失敗はあり，その時に泣いたりパニックになるといった不適切な行動だけでは

なく，スキルの活用が困難場面での対応の幅を広げることにつながると考える．従って，失敗した時に，学んだスキル

をどう活用するのかをモデルで示し，失敗はあるかもしれないという心構えだけでなく，スキルを活用することで失敗を

乗り越えることができるということを伝えることが重要である．自閉スペクトラム症児支援を目的した SCERTS モデルは，

社会コミュニケーションと情動調整を交流型支援（家族支援や周囲の人や環境への支援など）により提供するもので

ある 26）．本研究の SST プログラムでも，失敗場面などでの問題解決プロセスや情動調整に関する視点を取り入れるよ

うに検討していきたい． 

 

5．おわりに 

 本研究では，発達障害のある子どもとその親を対象とした親子SSTプログラムを実施し，その効果検証ならびに本プ

ログラムの修正案を検討した．本プログラムを実施し，親のソーシャルスキルは向上したが，親の育児ストレスや子ども

の適応行動，ソーシャルスキルに好ましい変化が認められなかった．本プログラムの修正内容として，目標設定，スタ

ッフの関わり方，スキル学習に集中できる環境設定，問題解決プロセスの工夫が必要と考えられた．親のストレスの減

少や，子どもの適応行動の向上につながるプログラムを実施し，さらに親子のスキル般化を促進するようにつなげてい

きたい． 
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炎症性腸疾患における副交感神経作用薬の関与 

 
 

文京学院大学保健医療技術学部  
理学療法学科 野部 裕美（主任研究者） 
理学療法学科 石田 行知（共同研究者） 
作業療法学科 坂井 泰 （共同研究者） 

 
 
【要約】 
ストレスや食生活の乱れなどを原因とする腹痛や下痢などの症状は、平滑筋機能が正

常に働かないことに起因し、日常生活における QOL の低下が引き起こされ、健康面だけ

でなく社会面でも問題視されてきている。近年、食物嗜好の欧米化や免疫力の低下によ

り、クローン病や潰瘍性大腸炎などの慢性炎症性大腸疾患を引き起こす患者数が増加し

てきているのも現状である。このような炎症性腸疾患の原因は不明であり、治療法は対

症療法に限られている。このような背景により、われわれは炎症性腸疾患に着目し研究

をおこなった。 
今年度の共同研究では、機能障害の原因が副交感神経系の機能低下によるものかを検

討することとした。また、炎症の予防効果を期待し、多価不飽和脂肪酸が結腸平滑筋の

収縮能に影響をおよぼすか検討をおこなった。実験的炎症性腸疾患モデル動物を作製し、

炎症時の平滑筋の機能障害について測定をおこなう。 
実験動物は、ウイスター系雄性ラットを用いた。多価不飽和脂肪酸としてエイコサペ

ンタエン酸：EPA（300 mg/kg/day）、リノール酸：LA（300 mg/kg/day）を用いた。炎

症処置 2～3 週間前に飲料用水（水）、EPA、LA を毎日経口投与した。結腸炎症モデル

動物の作製は、結腸の内腔に起炎物質であるトリニトロベンゼンスルホン酸（TNBS）
試薬（100 mg/kg）を注腸して作製した。実験に用いた群は、水をあらかじめ経口投与

し結腸内腔に生理食塩水（0.9％ NaCl）を注腸したコントロール群、水をあらかじめ経

口投与し TNBS を処置した炎症群、EPA をあらかじめ経口投与し TNBS を処置した

EPA 群、LA をあらかじめ経口投与し TNBS を処置した LA 群の 4 群で測定をおこなっ

た。張力測定は、ラットより炎症・非炎症処置 3 日後の結腸を摘出し、約 5 mm のリン

グ標本をマグヌス装置にて、輪走筋方向の等尺性張力を測定した。 
結腸平滑筋組織では、4 群とも副交感神経刺激薬（カルバコール）により収縮反応が

誘発さることが確認された。この反応は、アトロピンで抑制されるムスカリン受容体を

介する反応であることが明らかとなった。さらに、ムスカリン受容体サブタイプの中で

どのサブタイプが結腸平滑筋の収縮反応に関わっているか検討をおこなった。その結果、

ムスカリン受容体サブタイプ 1（M1）阻害薬は、4 群とも有意な収縮反応の抑制は認め

られなかった。ムスカリン受容体サブタイプ 2（M2）阻害薬とムスカリン受容体サブタ

イプ 3（M3）阻害薬は、4 群で有意な収縮反応の抑制が認められ、M3 受容体阻害薬は
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ほぼ完全にカルバコールによる収縮反応を抑制した。しかしながら、これらの反応は炎

症群・非炎症群間で差はなく、多価不飽和脂肪酸による影響も認められなかった。 
以上のことから、結腸平滑筋組織におけるカルバコール刺激による収縮反応は、ムス

カリン受容体を介した反応であり、ムスカリン受容体の中でも M2 受容体、M3 受容体

を介した収縮反応であることが明らかとなった。 
 
 
キーワード：ムスカリン受容体サブタイプ、収縮反応、多価不飽和脂肪酸、炎症性腸

疾患モデル動物、副交感神経 
 
 

【緒言】 
消化管平滑筋は、食物を消化・分解、栄養分を体内に吸収する重要な働きを有する器

官である。また、細菌やウイルス食品添加物のような化学物質を腸で処理し、無毒化し

体外に排泄するとういう重要な働きがある。これらの働きは、複雑かつ精巧であり、消

化管平滑筋の機能は、未だ不明な点が多い。新たに解明される事実は、健康維持に直結

することが多く、関心が高まってきている。また消化管は、飲食物の消化・吸収・排泄

に関わっているだけでなく、複雑な機能を持ち合わしている臓器であると、近年着目さ

れてきている。繊細で複雑な性質を持つ臓器であるため、不規則で偏りのある食生活や

運動不足、ストレスなどは消化管に大きな負担をかけ、重篤な疾患を招く可能性がある。 
また、消化管の中でも腸管は、免疫系が発達していると言われている。体内に入って

くる異物（ウイルスや細菌など）を排除する防御システムが発達している。身体の内側

に存在する腸管であるが、絶えず外部からの危険にさらされ外界と接していることから

も免疫細胞の存在が必要欠であると考えられる。これらのことから、これまでのわれわ

れの研究においても腸内細菌や好中球、マクロファージ（1、2）などの免疫細胞が多く

存在し、腸内細菌のバランスが腸管の機能に大きな影響を与えると示唆している。 
腸が過敏になる原因として、軽い腸炎、腸内環境の悪化（腸内細菌のバランスの乱れ）、

ストレスなどが挙げられる。過敏性腸症候群は、その代表的な疾患である。下痢、便秘、

腹痛をはじめ、全身にさまざまな症状が起こる。また、同様にクローン病や潰瘍性大腸

炎などの慢性炎症性大腸疾患でも、大腸、小腸の粘膜に慢性の炎症・潰瘍を引き起こす

疾患であり（3、4）、これにより十分な栄養が取れず食事制限や長期間の薬物療法が必要

となる、難治性疾患である。この中でも、現代社会におけるストレスは腸管機能に密接

に関係し、日常生活における QOL に多大なる影響をおよぼす。ストレスを受けることで、

腸管運動が亢進したり抑制したりするため、下痢や便秘が起こる。これらの現象は、神

経と深く関係し、自律神経失調症の症状や吐き気、消化器の不調が起こる。このように

過敏性腸症候群は、QOL を低下させる深刻な疾患である。明確な原因は不明であり、現

時点では対症療法となっている。 
ストレスと関係する点では、腸管は神経系が発達している。この腸神経系は、脳から

独立したかたちで腸管機能を制御している。これにより、カハール細胞により蠕動運動
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の調律が維持され（5）、中枢とは完全に独立した動きとなっていることから、腸は「第

二の脳」と言われている。このように、腸管は独自の神経系による機能を有し、細胞内

に腸管特有の作用をもたらし、精神的な影響を受けやすいと考えられる。 
腸管の機能の大部分を担っている平滑筋は、主に腸管の運動（収縮）を制御している。

平滑筋の収縮反応は、自律神経伝達物質が受容体に作用し細胞内の情報伝達系を介して、

収縮機構が働いている。自律神経系の中でも副交感神経刺激薬は、結腸平滑筋の収縮能

を亢進することが知られている（6）。副交感神経の末端から放出されるアセチルコリン

は、平滑筋側にあるムスカリン受容体に作用する。受容体が刺激されると受容体の近傍

にある G タンパク質が活性化され、細胞膜のホスファチジルイノシトール 2 リン酸がイ

ノシトール三リン酸（IP3）とジアシルグリセロール（DGA）に分解され、IP3 は細胞内

の小胞体を刺激し小胞体から Ca2+を細胞内に放出する。また、受容体刺激により Ca2+

チャネルが活性化され、細胞外から細胞内に Ca2+が流入する機構が働く（7、8）。この

ように、細胞内の Ca2+濃度が上昇すると、カルモジュリンタンパク質と Ca2+が結合し、

Ca2+－カルモジュリン複合体がミオシン軽鎖キナーゼを活性化し、ミオシン軽鎖をリン

酸化することで、アクチンとミオシンの滑り込みが起こり収縮反応へと至る。また、

DAG もプロテインキナーゼ C を活性化させ、収縮反応に重要な因子である。 
本研究では、多価不飽和脂肪酸である n-3 系脂肪酸のエイコサペンタエン酸（EPA）

と n-6 系脂肪酸のリノール酸（LA）を毎日経口摂取することにより、腸管の機能に影響

を与えるのではないかと考え、ラットに投与した。EPA は、n-3 系多価不飽和脂肪酸の

一つであり、生体内物質であるプロスタグランジンやトロンボキサン、ロイコトリエン

などのエイコサノイドの前駆体である。生体内では合成できない脂肪酸であり、魚油に

多く含まれ、肉の油に含まれている飽和脂肪酸とは異なり、中性脂肪を減少させ動脈硬

化を改善する効果が報告されている（9）。胃においても、ピロリ菌の感染による炎症を

改善し、胃炎を抑制する作用があると言われている。 
これらのことから、本研究では結腸平滑筋の収縮反応を引き起こす神経伝達物質が作

用する受容体について検討をおこなった。炎症による機能障害の原因が受容体に起因す

るか、受容体のサブタイプが結腸平滑筋の機能にどのように関与するか検討をおこなっ

た。併せて、炎症の予防効果を期待し、多価不飽和脂肪酸が結腸平滑筋の収縮能に影響

をおよぼすか検討をおこなった。これらの検討により、炎症性腸疾患の治療薬開発のた

めの基盤となることを期待する。 
 
 
【実験方法】 
＜動物＞ 
実験動物は、7 週齢ウイスター系雄性ラット（体重 200～250 g）を東京実験動物（株）

より購入し、2～3 日間本学の動物飼育環境に慣らした後、実験に用いた。飼育環境は、

室温を 25℃に保ち、12 時間の明暗サイクルで自由に飲食・飲水させて飼育した。実験動

物の取り扱いおよび処置に関しては、文京学院大学動物実験倫理委員会の管理下におい

ておこなった。 
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＜多価不飽和脂肪酸投与方法＞ 
多価不飽和脂肪酸の投与方法は、n-3 系（20:5：C20H30O2）エイコサペンタエン酸

（EPA）、n-6 系（18:2：C18H32O2）リノール酸（LA）を 300 mg/kg body weight/day 1 
mL をそれぞれ 2～3 週間にわたり毎日午前中に経口投与した。コントロール群は、水を

多価不飽和脂肪酸と同量を同様に経口投与した。この方法は、共同研究先である城西大

学薬学部と協力しておこなった。 
 
＜結腸炎症モデル動物の作製＞ 
結腸炎症モデル動物の作製は、2～3 週間多価不飽和脂肪酸または水を経口投与した

ラットをイソフルラン吸入麻酔下で開腹し、結腸の内腔に起炎物質であるトリニトロベ

ンゼンスルホン酸（TNBS）試薬（100 mg/kg）を注腸した（Fig. 1）。これを炎症群と

した（10）。また、同様に麻酔下で生理食塩水（0.9％ NaCl：100 mg/kg）をラットの結

腸内腔に投与したものをコントロール群とした。それぞれの試薬を投与した後に、腹腔

および皮膚を縫合した。ラットはケージ内にて、室温 25℃、12 時間の明暗サイクルで自

由に飲食・飲水させ 3 日間飼育した。これらのラットは、コントロール群（水+0.9％ 
NaCl）、炎症群（水+TNBS）、EPA 群（EPA+TNBS）、LA 群（LA+TNBS）の 4 群に分

け、測定に使用した。 
 

 
 

 
 
＜張力測定＞ 
平滑筋組織標本は、0.9% NaCl、TNBS 処置後 3 日目にラットを放血致死させ、開腹

し結腸を摘出した。近位結腸組織を約 5mm の長さに切り取り、リング状の標本として

輪走筋方向の等尺性張力を測定した。張力の測定方法は、それぞれの標本をオーガンバ

スに懸垂し、36.5 ℃に加温した生理的塩類栄養液（Krebs 溶液；120 mM NaCl、4.7 
mM KCl、2.5 mM CaCl2、1.2 mM MgSO4、1.1 mM KH2PO4、23.8 mM NaHCO3、

11.1 mM glucose、95% O2、5％ CO2の混合ガスを通気し、pH 7.4 とした）10 mL 中で

張力測定をおこなった（Fig. 2）。標本に約 1ｇ（10 mN）の静止張力をかけ、張力の大

きさは、反応前と反応後の最大張力の変化量（g）を組織湿重量当たりの収縮力

（mN/mg wet wt）で示した。 

Fig １．TNBS 化学構造式（左）とラット結腸に与える TNBS および生理食塩水の処置方法 
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脂肪酸処置、炎症処置、測定の手順は、Fig. 3 に示した。また、使用したラットは 4
群であり、水をあらかじめ経口投与し結腸内腔に生理食塩水（0.9％ NaCl）を注腸した

コントロール群、水をあらかじめ経口投与し TNBS を処置した炎症群として TNBS 群、

EPA をあらかじめ経口投与し TNBS を処置した EPA 群、LA をあらかじめ経口投与し

TNBS を処置した LA 群の 4 群を用いた。 

 
 

 
 

 
 

Fig. 2 結腸平滑筋リング標本（左）、収縮測定装置（右） 

Fig. 3 実験手順 
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＜データ解析＞ 
解析はそれぞれの実験データより張力を読み取り、反応前と反応後の最大張力の変化

量（g）を組織湿重量あたりの収縮力（mN/mg wet wt）に換算して求めた（平均値±標
準誤差）。統計的判断は多群間比較検定に基づき、有意水準を 5％未満とした。 
 
 
【結果と考察】 
＜腸炎症による影響＞  
ラットの体重変化を測定した（Fig. 4）。炎症処置前は、約 2 週間水や多価不飽和脂肪

酸を経口投与した。この間は、4 群間で体重の増加に違いは認められなかった。このこ

とは、どの薬物もラットにストレスなく経口投与できたと考えられる。炎症処置により

1 日目は、体重減少が全ての群で認められたが、コントロール群での体重減少率は一番

低かった。また、3 日目にはコントロール群のラットは 2 日目の体重と比較して増加し

た。不飽和脂肪酸前投与による体重への影響は認められなかった。測定使用時の体重は、

コントロール群と比較して、他の 3 群は有意に体重減少となることが明らかとなった。

これは、腸管が炎症を惹起した影響が現れたと示唆される。また、炎症による食物摂取

量が減少したことも原因の一つと考えられる。 
 
 

 
Fig. 4 ラットの体重変化 
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＜副交感神経刺激薬による収縮反応＞  

Fig. 5 には、結腸平滑筋に副交感神経系刺激薬を作用させた結果を示した。副交感神

経系刺激薬である 10 µM カルバコールによる収縮反応とナトリウムチャネルを介した神

経性の関与を阻害する 1 µM テトロドトキシン（TTX）、ムスカリン受容体阻害薬である

0.1 µM アトロピン前処置によるカルバコールによる収縮反応を測定した。用いたラット

の標本は筋層のみの組織で検討した結果である（2）。 
 その結果、カルバコールによる収縮反応は、神経性の関与を阻害する TTX により炎症

群と LA 群で有意な抑制が認められたが、コントロール群と EPA 群では抑制は認めらな

かった。これは、炎症により神経性の関与が示唆された。この点については、昨年度の

共同研究で詳細な検討をおこなった（11）。しかしながら、明らかな神経要因の関与は確

認できなかった。これは、組織標本が筋層のみの検討と粘膜を付けたままの結腸平滑筋

組織を用いた検討では、異なる結果となった。Fig. 5 の検討では、筋層のみの結果であ

り、昨年の共同研究では粘膜ありの組織であったため、神経性要因の関与が両報告で異

なる結果となったと考えられる。研究当初は、平滑筋層のみの収縮反応を検討していた

が、生体内では粘膜がある状態で腸管は機能していることから、粘膜付きで結腸平滑筋

組織による反応性をここ数年検討してきている。本研究においても、粘膜を保持した結

腸平滑筋組織を用いた検討をおこなっている。また、ムスカリン受容体の阻害薬である

アトロピンを用いたところ、4 群ともほぼ完全に抑制された。アトロピンは、結腸平滑

筋組織を用いても有意にカルバコールの収縮反応を抑制することから、カルバコールは

ムスカリン受容体を介して収縮反応を引き起こしていることが明らかとなった。これは、

炎症の有無に関係なく収縮反応を抑制していることから、炎症による受容体の障害は起

こらないことが示唆される。 

Fig. 5 カルバコール刺激による反応と TTX（テトロドトキシン）、Aｔｒ（アトロピン）による影響 
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＜ムスカリン受容体サブタイプの検討＞  
 ラット結腸平滑筋組織におけるカルバコールによる収縮反応は、ムスカリン受容体を

介した反応であることから、ムスカリン受容体のサブタイプについて検討をおこなった。 
 ムスカリン受容体のサブタイプについては、Tab. 1 に示した。ムスカリン受容体は、

薬物に対する親和性の違いなどにより M1、M2、M3、M4、M5 受容体の 5 種類のサブ

タイプに分けられ、消化管平滑筋や腺には M3 受容体が多く分布すると言われている

（12、13、14）。その中でも、結構平滑筋には M2、M3 受容体があることが報告されて

いる（15、16）。しかしながら、サブタイプの存在については、種差があったり、部位に

より異なったりするため、本研究で用いている結腸平滑筋組織にはどのタイプがどのく

らい収縮反応に関与しているか検討をおこなった。 
 
 
 

 
 
 

M1 受容体阻害薬であるピレンゼピンを 1 µM、10 分間前処置し、その後 3 µM カルバ

コールで刺激をおこなった（Fig. 6）。コントロール群、TNBS 群、EPA 群はわずかに減

少したが、有意な抑制効果は現れなかった。LA 群は、他の群とは反対にわずかに収縮が

大きくなったが、この点は不明である。いずれも、ばらつきは大きかった。 
 

Tab. 1 ムスカリン受容体の分類 
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 M2 受容体阻害薬であるメトクトラミン（1 µM）存在下でのカルバコール刺激による

収縮反応を検討した（Fig. 7）。実験方法は、M1 受容体阻害薬を用いたときと同様の手

順でおこなった。その結果、コントロール群ではカルバコールによる収縮反応をメトク

トラミンは有意に抑制した。他の群においても、収縮反応は抑制傾向であったが、有意

な差は認められなかった。このことから、ラット結腸平滑筋組織には M2 受容体を介し

た副交感神経作用による収縮反応が引き起こされることが明らかとなった。 

Fig. 6 M1 受容体阻害薬存在下でのカルバコールによる収縮反応 

Fig. 7 M2 受容体阻害薬存在下でのカルバコールによる収縮反応 
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 M3 受容体阻害薬もこれまでと同じ方法で測定をおこなった（Fig. 8）。M3 受容体阻害

薬である 4-DAMP（1 µM）存在下でのカルバコール刺激による収縮反応は、すべての群

において阻害薬非存在下と比較して有意な抑制が認められた。 
以上の結果から、ラット結腸平滑筋におけるカルバコールによる収縮反応は、ムスカ

リン受容体を介した反応であることがアトロピンを用いた結果から明らかとなった（Fig. 
5）。ムスカリン受容体の中でも、M2、M3 受容体を介した収縮反応であり、さらに M2
受容体より M3 受容体の方がより大きく収縮機能には、関与していることが明らかと

なった（Fig. 9）。この結果は、これまでの報告と一致している（17、18）。しかしなが

ら、炎症や多価不飽和脂肪酸の影響は今回の実験では確認できなかった。 
炎症に関しては、炎症を惹起しても組織の状態や部位により炎症を受ける組織の症状

が異なり、今回はコントロールと明らかな差異が認められにくかったためと考えられる。

腸疾患などでは、重症度の違いや症状の現れ方の違いなど腸管収縮能の亢進および減弱

といった、相反するような病態が出現する可能性があることは理解された。また、不飽

和脂肪酸の予防効果については、脂質は他の栄養素と比べ腸管の蠕動運動を刺激すると

言われている。脂質の消化吸収には胆汁酸分泌が不可欠であり、健常者では回腸末端部

で再吸収される。しかし、クローン病患者では、胆汁酸による働きが弱まり脂質が腸管

を刺激し下痢や腹痛を起こすことがある。また、さまざまな細胞内情報伝達系が関わっ

ていると考えられる（19、20）。このため、今回の研究では腸管を保護する目的で用いた

多価不飽和脂肪酸が負と正の両方の要因を持ち合わせて作用した可能性が考えられる。

本研究から、さまざまな要因を明らかにすることにより、今後の炎症性腸疾患治療薬の

新たなターゲットが提案できると期待される。 

Fig. 8 M3 受容体阻害薬存在下でのカルバコールによる収縮反応 
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高齢者を中心とした真菌（足白癬菌）汚染状況の疫学的調査 

藤谷克己、鈴木周朔、眞野容子、古谷信彦 

 

文京学院大学大学院保健医療科学研究科 

 

目的: 高齢者の福祉施設等では院内での足白癬菌流行が多く報告されるが、原因は特定されていない。

今回は高齢者の菌の保有状況を、散布率として、10 代後半から 64 歳までの成人における足白癬菌散布

率と 65 歳以上の高齢者の菌散布率の違いを疫学的に調査した。併せて高齢者に関してはデイサービス

に通う在宅高齢者と、施設入所高齢者での２群間の差異にも着目し、施設内での汚染が拡大しているか

について調査を行った。 

 

方法: 研究協力同意の得られた高齢者 36 名（散布率 36％）に対し、検体の採取をお願いし、足白癬菌

の採取を実施した。また対照群として 10 代から 64 歳までの一般成人 81 名（散布率 7％）に対して、同

様に検体採取をお願いした。検体採取法は滅菌綿棒を用いた擦過法を実施し、菌は選択培地にて分離培

養し、分離された菌株に関しては遺伝子解析法により、属する菌種についての詳細な判定を行った。さ

らに分離株について、スライドカルチャー法により、肉眼的に菌の種類に関する判定も同時に行った。

疫学的な分析では IBM SPSSver23 により統計解析を行った。 

 

結果: 高齢者と一般成人との間での菌の散布率は有意に差がみられた（P＜0.05）。また在宅の高齢者

と施設入所の高齢者との間では、有意な差はみられなかった（P＜0.05）。個人因子別では、有意な差を

示す因子はなかったが、環境因子において必ずしも有意差はなかったが、有意な差異を示す傾向がみら

れた。 

 

考察: 高齢者と一般成人では足白癬菌の散布率に大きく差がみられた。一般に施設内での菌散布が示

唆されているが、在宅高齢者と入所高齢者での差異はみられないため、保菌者は施設入所前から高い散

布率を有していたと考えられ、必ずしも施設内での流布が原因とは考えられない点が、本研究結果から

考察された。 

 

 ＊本研究成果の発表内容は既に「日本衛生学雑誌 Vol. 72 (2017) No. 3 p. 177-183」に掲載済みの

ものであり、本誌にはその抜粋のみの提示にとどめた。 
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反 復 性 尿 路 感 染 症 の 病 原 因 子 の 探 索 と 反 復 性 メ カ ニ ズ ム の 解 析  
 

眞 野  容 子 1 )， 古 谷  信 彦 1 , 2 )  

 
         1 )  文 京 学 院 大 学 保 健 医 療 技 術 学 部 臨 床 検 査 学 科  

              2 )  文 京 学 院 大 学 大 学 院 保 健 医 療 科 学 研 究 科  

 
 

【 要 旨 】  反 複 性 尿 路 感 染 症 は 尿 路 病 原 性 大 腸 菌 （ U r o p a t h o g e n i c  

E s c h e l i c h i a  c o l i  ;  U P E C） に よ り 発 症 し ， 適 切 な 抗 菌 薬 治 療 に も か か わ ら ず

高 率 な 再 発 率 と 抗 菌 薬 耐 性 に 関 し て 健 康 上 深 刻 な 問 題 で あ る ．我 々 は ，再 発

の 要 因 を 探 索 す る た め ，薬 剤 感 受 性 試 験 と ヒ ト 膀 胱 上 皮 細 胞（ H T B - 9）を 用

い た 細 胞 付 着 性・侵 入 性 の 検 討 を 実 施 し た ．反 復 性 尿 路 感 染 症 由 来 大 腸 菌 株

( B K 1、 B K 2、 B K 3 ) 3 株 ， 大 腸 菌 K - 1 2 ( AT C C 1 0 5 3 8 )株 1 株 を 対 象 と し た ． 薬

剤 感 受 性 試 験 で は B K 1， B K 3 で ニ ュ ー キ ノ ロ ン 系 抗 菌 薬 に 耐 性 を 示 し た ．

ま た ，B K 2，K - 1 2 は 使 用 し た 薬 剤 全 て に 感 性 を 示 し た ． i n  v i t r o で の 殺 菌 効

果 で は 薬 剤 耐 性 率 が 高 か っ た B K 1 に 対 す る 殺 菌 効 果 に つ い て 検 討 し た ．G M，

C A Z に お い て は 2 4 時 間 後 ま で に 殺 菌 さ れ た が ， C P F X に お い て 殺 菌 効 果 は

認 め ら れ な か っ た ． 細 胞 付 着 性 ・ 侵 入 性 の 検 討 で は K - 1 2 に は 付 着 性 は あ っ

た が 侵 入 性 は な い こ と が 明 ら か と な っ た ．一 方 ，反 復 性 尿 路 感 染 症 由 来 大 腸

菌 3 株 は K - 1 2 と 比 較 し 付 着 性 が 高 く ， さ ら に 細 胞 内 侵 入 性 が 認 め ら れ た ．

よ っ て 、 U P E C は 細 胞 内 に 侵 入 ，さ ら に 潜 伏 し ，残 存 し た 菌 が 尿 路 感 染 症 再

発 の 要 因 の 一 部 で あ る こ と が 示 唆 さ れ た ．  

 
【 緒 言 】 尿 路 感 染 症 は 尿 路 病 原 性 大 腸 菌 ( U r o p a t h o g e n i c  E s c h e l i c h i a  c o l i  ;  

U P E C )に よ る 感 染 症 で あ る ．健 康 な 女 性 で も 罹 患 し 易 く 半 数 の 女 性 が 一 生 の

間 に 少 な く と も 1 度 は 罹 患 す る と の 報 告 が あ る 1 )．急 性 単 純 性 尿 路 感 染 症 の

8 0％ 以 上 は 大 腸 菌 （ E s c h e l i c h i a  c o l i） に よ っ て 引 き 起 こ さ れ る ． そ の 治 療

は 日 本 で は 主 に ニ ュ ー キ ノ ロ ン 系 抗 菌 薬 が 使 用 さ れ て い る ．し か し ，女 性 で

は 発 症 者 の 2 5％ が 6  ヶ 月 以 内 に ，5 0％ が 1  年 以 内 に 再 発 し て お り ，罹 患 し

た 女 性 の 半 数 が 1 年 以 内 に 再 発 を 経 験 し て い る 2 )．再 発 患 者 か ら 分 離 さ れ た

大 腸 菌 の 約 8 0％ は 適 切 な 抗 菌 薬 治 療 に も 関 わ ら ず 初 感 染 の 原 因 と な っ た 大

腸 菌 と 同 一 株 に よ っ て 起 こ る ．し か し ，そ の メ カ ニ ズ ム は 未 だ 不 明 な 点 が 多
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い こ と か ら 我 々 は 再 発 の 要 因 を 探 索 す る た め ，薬 剤 感 受 性 試 験 と ヒ ト 膀 胱 上

皮 細 胞 （ H T B - 9） を 用 い た 細 胞 付 着 性 ・ 侵 入 性 の 検 討 を 実 施 し た ．  

 
【  方 法  】  

1） 使 用 菌 株 と 細 胞  

使 用 菌 株 は 6 カ 月 以 内 に 2 回 以 上 ，あ る い は 1 年 以 内 に 3 回 以 上 尿 路 感 染 症

の 再 発 が み ら れ た 7 0～ 8 0 歳 代 の 健 常 女 性 か ら 分 離 さ れ た 反 復 性 尿 路 感 染 症

由 来 株 E s c h e l i c h i a  c o l i  B K 1， E . c o l i  B K 2， E . c o l i  B K 3， 便 由 来 で 非 病 原 性

の E . c o l i  K - 1 2 ( AT C C 1 0 5 3 8 )を 用 い た ． ま た ， コ ン ト ロ ー ル に は 標 準 株 で あ

る E . c o l i  AT C C 2 5 9 2 2 を 用 い た ．  

2） 使 用 薬 剤  

P i p e r a c i l l i n（ P I P C， 東 京 化 成 工 業 ， 東 京 )， C e f t a z i d i m e（ C A Z， 東 京 化 成

工 業 ，東 京 )，C e f a z o l i n（ C E Z，東 京 化 成 工 業 ，東 京 ），C e f t r i a x o n e（ C T R X，

S I G M A ， U S A ）， G e n t a m i c i n （ G M ， 和 光 純 薬 工 業 株 式 会 社 ， 大 阪 ），

C i p r o f l o x a c i n（ C P F X，和 光 純 薬 工 業 株 式 会 社 ，大 阪 ），L e v o f l o x a c i n（ LV F X，

L K T  L a b o r a t o r i e s， U S A） の 7 薬 剤 を 用 い た ．  

3） 薬 剤 感 受 性 試  

C l i n i c a l  a n d  L a b o r a t o r y  S t a n d a r d s  I n s t i t u t e ( C L S I )の M 1 0 0 S - 2 5 3 )に 準 じ

た 微 量 液 体 希 釈 法 に て 最 小 発 育 阻 止 濃 度 ( M i n i m u m  I n h i b i t o r y  

C o n c e n t r a t i o n  ; M I C )を 測 定 し た ． 抗 菌 薬 を 調 整 し た M u e l l e r  H i n t o n  B r o t h

（ 日 本 ベ ク ト ン デ ィ ッ キ ン ソ ン 株 式 会 社 ， 東 京 ） へ M c F a r l a n d 0 . 5 ( 1 . 5 ×

1 0 8 C F U / m L )に 調 整 し た 菌 液 を さ ら に 1 0 0 倍 希 釈 （ 5×1 0 6 C F U / m L） し ， 接

種 後 3 5℃ の 好 気 的 条 件 下 で 1 8 時 間 培 養 し M I C 値 を 決 定 し た ．  

4） ヒ ト 膀 胱 上 皮 細 胞 へ の 付 着 性 ・ 侵 入 性 の 検 討 4 ) - 6 )  

1 0％ F C S 添 加 R P M I - 1 6 4 0 ( H i g h - G l u )と H T B - 9 を 分 注 し ， 3 7℃ に て C O 2 培

養 し た ． 細 胞 数 は 約 4×1 0 4 / m L に な る よ う に 調 整 し た ． 約 4×1 0 4 / m L に 調

整 し た H T B - 9 を 2 4 w e l l プ レ ー ト に １ m L 接 種 し ， 3 7℃ で 4 8 時 間  C O 2 培 養

し た ．  F C S  f r e e  R P M I - 1 6 4 0 で 3 回 洗 浄 し 各 w e l l に 1 . 5×1 0 8  C F U / m L に 調

整 し た 菌 液 を 1 0 0μL 添 加 後 5 時 間 作 用 さ せ た ． 作 用 後 の 全 菌 数 を 確 認 す る

た め L B  a g a r  を 用 い て 菌 数 の 算 定 を 行 っ た ． リ ン 酸 緩 衝 生 理 食 塩 水

（ p h o s p h a t e  b u f f e r e d  s a l i n e： P B S） を 用 い w e l l 内 を 3 回 洗 浄 し ， 洗 浄 液

中 の 菌 数 算 定 は L B  a g a r を 用 い て 行 い H T B - 9 か ら 剥 離 し た 菌 数 を 算 出 し ，

残 存 率 を 求 め た ． 次 い で ， i n  v i t r o で の 殺 菌 効 果 の 検 討 か ら F C S  f r e e  
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R P M I - 1 6 4 0 で 3 0 0 µ g / m L に 調 整 し た G M を 1 m L 添 加 後 ， 2 4 時 間 作 用 さ せ ，

H T B - 9 細 胞 周 囲 の 菌 を 殺 菌 さ せ た ．上 清 中 の す べ て の 菌 が 殺 菌 さ れ た こ と を

L B  a g a r を 用 い て 確 認 し た ． w e l l 内 を P B S  1 m L で 3 回 洗 浄 し ， 0 . 5％ に 調

整 し た Tr i t o n  X - 1 0 0（ ロ シ ュ ・ ダ イ ア グ ノ ス テ ィ ッ ク ス 株 式 会 社 ，東 京 ）を

添 加 ，室 温 で 2 0 分 間 反 応 さ せ H T B - 9 を 破 壊 し た 後 ，L B  a g a r を 用 い て H T B - 9

内 に 侵 入 し た 菌 数 の 算 定 を 行 っ た ．  

 
【  結 果  】  

1） 薬 剤 感 受 性 試 験  

反 復 性 尿 路 感 染 症 由 来 株 の う ち B K 1 は ， P I P C， C E Z， G M， LV F X， C P F X

に 耐 性 を 示 し た ．B K 3 は LV F X，C P F X に 耐 性 を 示 し た の に 対 し K - 1 2，B K 2

は 全 て の 抗 菌 薬 に 対 し て 感 性 を 示 し た ．  

2） 膀 胱 上 皮 細 胞 へ の 付 着 性 ・ 侵 入 性 の 検 討  

洗 浄 後 の 菌 の 合 計 と 洗 浄 前 の 全 菌 数 か ら 剥 離 菌 数 を 求 め ，菌 残 存 率 を 導 き だ

し た ． 反 復 性 尿 路 感 染 症 由 来 株 は K - 1 2 株 と 比 べ 残 存 率 が 有 意 （ p < 0 . 0 5） に

高 か っ た ． B K 1， B K 2， B K 3 で は 有 意 差 が 認 め ら れ な か っ た ．残 存 率 が 高 い

も の ほ ど 細 胞 付 着 ま た は 侵 入 性 が 高 く ，洗 浄 効 果 が 乏 し い こ と が 明 ら か と な

っ た ． 非 病 原 性 の K - 1 2 と 反 復 性 尿 路 感 染 症 由 来 株 の 侵 入 性 の 比 較 に つ い て

検 討 を 行 っ た ．細 胞 周 囲 の 菌 の 死 滅 を 確 認 し 細 胞 を 破 壊 後 に 侵 入 性 し た 菌 数

の 算 定 を 行 っ た 結 果 ， K 1 2 株 で は 侵 入 菌 は 認 め ら れ ず B K 1， B K 2， B K 3 で

は 侵 入 菌 が 認 め ら れ た ．  

 
【  考 察  】  

近 年 ニ ュ ー キ ノ ロ ン 系 抗 菌 薬 耐 性 大 腸 菌 の 増 加 が 問 題 と な っ て い る と の 報

告 が あ る 7 )．本 研 究 で の 薬 剤 感 受 性 試 験 に お い て も 既 報 と 同 様 に ，反 復 性 尿

路 感 染 症 由 来 株 の 菌 数 は 少 な い も の の 3 株 中 2 株 が 第 一 選 択 薬 で あ る ニ ュ ー

キ ノ ロ ン 系 抗 菌 薬 に 対 し て 耐 性 を 示 し た ．U P E C は 他 の 大 腸 菌 と 比 べ ，ニ ュ

ー キ ノ ロ ン 系 抗 菌 薬 に 耐 性 を 示 す 頻 度 が 増 加 し て い る 可 能 性 が あ る た め ，尿

路 感 染 症 の 再 発 を 引 き 起 こ し て い る 株 の 収 集 と 薬 剤 感 受 性 の 動 向 を 把 握 す

る 必 要 が あ る と 考 え ら れ る ． ニ ュ ー キ ノ ロ ン 系 抗 菌 薬 は 組 織 浸 透 性 が 高 い ．

そ れ に 対 し 第 二 選 択 薬 で あ る 第 三 世 代 セ フ ェ ム 系 抗 菌 薬 の C A Z や ア ミ ノ グ

リ コ シ ド 系 抗 菌 薬 の G M で は 細 胞 内 移 行 性 が 極 め て 低 い 抗 菌 薬 で あ る た め

M I C 値 は 感 性 を 示 し て い る ． こ の こ と か ら 細 胞 表 面 上 の 菌 は 殺 菌 で き る が ，
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細 胞 内 に 移 行 し た 菌 に は 薬 効 効 果 が 乏 し い も の と 考 え ら れ る ．B K 2 で は ニ ュ

ー キ ノ ロ ン 系 抗 菌 薬 で あ る C P F X と LV F X に 対 し て 感 性 を 示 し て い る の に も

関 わ ら ず 尿 路 感 染 症 の 再 発 を 起 こ し て い る ．M I C 値 は 感 性 で も 肉 眼 的 判 定 に

よ る 静 菌 効 果 を 調 べ て い る 可 能 性 が あ り ，殺 菌 さ れ て い る か 否 か は 明 ら か で

な い ．よ っ て M I C 値 以 下 の 薬 剤 濃 度 で 最 小 殺 菌 濃 度（ m i n i m u m  b a c t e r i c i d a l  

c o n s e n t r a t i o n ; M B C） の 確 認 が 必 要 で あ る と 考 え ら れ た ． R u t h  E .  B e r r y ら

の 報 告 に よ る と U P E C で は 付 着 率 が 高 い こ と が 論 じ ら れ て お り 8 )，本 研 究 の

結 果 で も 反 復 性 尿 路 感 染 症 由 来 株 で は 多 く の 残 存 菌 が 認 め ら れ た ． 加 え て

我 々 は 細 胞 内 に 反 復 性 尿 路 感 染 症 由 来 株 が 侵 入 し た こ と を 明 ら か に し た ．こ

の こ と か ら U P E C の メ カ ニ ズ ム は 膀 胱 上 皮 細 胞 内 に 侵 入 ，潜 伏 し 残 存 し た 菌

が 増 殖 す る こ と で 尿 路 感 染 症 を 再 発 さ せ る 可 能 性 を 示 唆 し た ．今 後 は 細 胞 内

に 残 存 し た 菌 が 再 増 殖 す る の か 検 討 を 行 い 既 存 の 抗 菌 薬 療 法 と は 異 な る コ

ン セ プ ト を も と に 治 療 戦 略 を 執 る こ と が 課 題 で あ る と 考 え る ．  
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8） R u t h  E .  B e r r y  e t  a l . :  “  U r o t h e l i a l  C u l t u r e s  S u p p o r t  I n t r a c e l l u l a r  

B a c t e r i a l  C o m m u n i t y  F o r m a t i o n  b y  U r o p a t h o g e n i c  E s c h e r i c h i a  
c o l i  ” I n f e c t  I m m u n ,  2 0 0 2 ;  7 0 :  1 0 7 5 - 1 0 8 0 .  
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高齢者の障害物回避イメージ時の注視バランスに関連する要因 

 
宮寺亮輔 1)，大橋幸子 1)，古田常人 2)，白石和也 3)，増田浩了 4) 

 

1）文京学院大学保健医療技術学部作業療法学科 

2) 群馬医療福祉大学リハビリテーション学部作業療法専攻 

3）上尾中央医療専門学校理学療法学科 

4）東京都保健医療公社豊島病院リハビリテーション科 

 

 

【背景と目的】 

地域在住高齢者の自立を妨げるのが転倒・骨折であり,主体的生活行為を妨げている．近年，転倒回

避行動後のバランスに関連する身体機能に関しては多く報告されており有用な評価や治療法が確立さ

れてきているが，転倒回避行動前に関しては実践例が少ない１）．転倒回避行動前に起こる認知過程への

介入が,姿勢の準備の反応（予測的姿勢制御）を高め，転倒挙動が起こらずに安全回避を可能にするな

ど,転倒リスクを有意に軽減できると考えた．前回の報告では，健常な若齢者と高齢者を対象に，数種

類の視覚課題と転倒回避行動を視認体験（障害物回避イメージ）したことによる身体反応への影響を眼

球運動計測，自律神経計測，重心動揺計測によって観察し，視覚課題のワーキングメモリーへの負荷量

が姿勢制御反応に与える影響について年齢による違いがあるかどうかを検討し，若齢者に比べて高齢者

は障害物を注視する時間が長い傾向にあること，交感神経の指標である LF/HF の値が低かった（ストレ

スが低かった）こと，複数課題環境下で重心動揺が大きくなったこと，また標準的な視標追跡課題に比

べて障害物回避イメージ課題で重心動揺が大きかったことなどが明らかになった．今回は障害物回避イ

メージ時の注視バランスに関連する要因を明らかにすることを目的とし，健常な若齢者および高齢者を

対象に検討したため報告する． 

 

【対象と方法】 

本研究の主旨を理解し同意を得た健常な若齢者 4 名（25.3±0.9 歳），高齢者 7 名（70.1±2.9 歳)に

対し，障害物回避映像観視中の注視時間の測定を行った．本研究の実験環境は以下（図 1）とする． 

 

            

図 1 実験環境            図 2 障害物回避映像 
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モニターのサイズ（27 インチ）に合わせ，被験者の目線に画面中心が位置するように高さ調整をし，

被験者との距離は有効視野 2)の範囲内に画面が収まるように設定した．障害物回避映像（図 2）は，56m

の廊下を 3.36km/h の速さで直進歩行を想定した映像において，直進中に遭遇する段差を乗り越えて回

避する動作の映像とした．段差は高さ 5cm で，16m の等間隔の位置に 3 個配置した．視線計測には視野

カメラが取り付けられた帽子型のアイマークレコーダー（EMR-9,NAC Image Technology 社製）を使用し

た．アイマークの検出には，近赤外線 LED 照明の角膜による反射像（プルキンエ像）の位置と瞳孔中心

位置の相対的な距離から眼球運動を検出する方法（瞳孔/角膜反射法）を用いた．キャリブレーション

として，9点のキャリブレーションマークの位置を眼で見る方法を用いた．サンプリング周波数は60Hz，

解像度は 0.1[deg]で計測し，課題時の 1 分間を観察した．視線解析には，EMR-dTarget(NAC Image 

Technology 社製)を使用した．X 座標と Y 座標ともに座標値を 0.1 に設定し，カットされたシーンにお

いて，注視方向を前下方，中距離前方，長距離前方，右周囲，左周囲の 5 方向に分割（図 3）し，それ

ぞれの注視時間を測定した．また，注視時間に影響を与えた因子を検討するため，年齢，視力，Functional 

Reach Test(FRT)，最大一歩幅，Fall Efficacy Scale(FES)の値と相関分析した．静的立位姿勢で計測

した．課題中の 1 分間を分析範囲とし，2 回計測したうち 2 回目の値を使用し，若齢者と高齢者との値

の差を対応のある t検定で，各指標の値の関連性を Pearson の相関比較で分析した． 

 

 

図 3 注視方向と各分割シーンにおける映像内の登場物 

【結果】 

各注視方向の注視バランスは図 4 の通りの配分になった．前下方では若齢者（23.3±5.3 秒）が高齢

者（14.4±3.9 秒）に比べて有意に長く，長距離前方では高齢者（24.8±5.6 秒）が若齢者（7.1±2.4

秒）に比べて有意に長い結果であった(p＜0.05)（図 5）．高齢者において長距離前方の注視時間は，最

大一歩幅と有意に高い相関（r=0.77, p＜0.05）を認めた（表 1）． 
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図 4 若齢者（左図）と高齢者（右図）の注視バランスの比較 

 

   

 

図 5 前下方（左図）と長距離前方（右図）における若齢者と高齢者の注視時間の比較 

 

表 1．長距離前方の注視方向における注視時間と他の評価値との相関分析 

 

 

 

【考察】 

本研究では障害物回避映像を視聴する際の視線の分析を行った．若齢者と高齢者のどちらの対象者も

同じ再生速度の映像を視聴していたが，若齢者は前下方を，高齢者は長距離前方を注視するなど，両者

*:p＜0.05
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長距離前方の注視時間 （sec） 24.8 ± 5.6

年齢 （歳） 70.1 ± 2.9 0.488
視力 0.8 ± 0.2 -0.193
Functional Reach Test(FRT) （cm） 29.1 ± 4.4 -0.088
最大一歩幅 （cm） 107.8 ± 12.1 0.773 ＊
Fall Efficacy Scale（FES） （点） 112.2 14.8 0.489

*:p＜0.05

－135－



高齢者の障害物回避イメージ時の注視バランスに関連する要因 

－4－ 

で注視バランスが異なっていた．これは，若齢者が足元のオンラインの情報収集を十分に行い，周辺情

報の処理は周辺視を活用していた可能性が考えられた 3)．また，行動に先立つ知覚判断を有効に行うた

めに視線の安定が不可欠である．高齢者の視線の特性として中心視に依存し，特定箇所を固視する傾向

がステップ方略の実行の素早さを妨げていると先行研究にて指摘されている 4)5)．本研究においても，

バランスの運動指標である最大一歩幅と関係性があったことはその根拠の 1つとなる結果であった．近

年バーチャルリアリティを駆使した動作や作業のシミュレーションの技術が向上しているため，本研究

結果のように高齢者の視線特性に応じた映像を作成することで，転倒不安を抱える方のリハビリテーシ

ョンに応用が期待できると考える． 
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平成 28 年度総合研究所共同研究実施報告（継続研究中間報告） 

アルツハイマー病のタングル形成･進化に潜むタウ･イソ蛋白遷移:  

5 重 IF-銀染色と LMD-MS による解明 [1/3] 
 

山田 哲夫 a,b†, 関 貴行 a†, 外山 咲紀子 a,b, 内原 俊記 b† 

 

a  文京学院大学保健医療技術学部臨床検査学科 病理研究室．  b  (公財)東京都医学総合研究所 脳病理形態研究室． 

† 総合研究所共同研究者． 

 
背景と目的 
アルツハイマー病では，海馬領域の神経細胞が次々に変性して死に至り，生き残っている神経細胞が一

定数を下回ると認知症を発症する．変性から死に向かう神経細胞を顕微鏡で観察すると，太い線維の束が

細胞質内でとぐろを巻き，糸玉（タングル）を作っている．タングルは，正常細胞内にも存在するタウ蛋

白が本来の可溶性を失って凝集し，初めは顆粒として（プレタングル），次いで線維の束として（タングル），

細胞質に沈着したものである．タングルがさらに大きくなり，細胞内に充満すると，神経細胞は死を迎え

る．神経細胞が消失した後も凝集タウはすぐには分解されず，脳内に残存する（ゴースト･タングル）．こ

の「プレタングル→タングル→ゴースト･タングル」という経時変化（タングル進化）は，タウ凝集･沈着

の進行を反映している．タウ凝集･沈着のしくみについての研究から，タウ凝集･沈着の阻害に応用可能な

新知見が得られれば，タングルの形成や進化を妨げて，アルツハイマー病の予防や進行抑制につなげるこ

とが期待できる． 
成人の神経細胞内でタウ蛋白は，選択的スプライシングの結果，アミノ末端ドメイン（N）の残存数に応

じたイソ型 3 種（0N/1N/2N）と，微小管結合反復ドメイン（R）の残存数に応じたイソ型 2 種（3R/4R）とを

生じ，合わせて 6 種（0N3R, 0N4R; 1N3R, 1N4R; 2N3R, 2N4R）のイソ蛋白として発現している．我々はこれま

でに，アルツハイマー病におけるタングル進化（プレタングル→タングル→ゴースト･タングル）につれて，

構成成分であるタウのイソ蛋白が遷移していくように見えること（タウ･イソ蛋白遷移）を報告してきた．

このことは，タングル進化の段階（時期）に応じて，沈着しやすいタウのイソ蛋白が決まっている，とい

うことを示唆する．そうであれば，アルツハイマー病の病期に応じて適切なタウ･イソ蛋白を標的として沈

着を妨げ，タングル形成･進化を抑える，という治療戦略が生まれることになる． 
 
共同研究 3 か年（平成 28～30 年度）の目標 
先ずは，タングル進化の背後に潜むタウ･イソ蛋白遷移の全容を，完全に明らかにする必要がある．そこ

で本共同研究 3 か年は，下記「１」～「３」の達成を主要目標に掲げ，さらに「１」・「２」の前提として

「４」を副次目標とした：  
１．タングル進化に伴う，タウ蛋白アミノ末端ドメインも含めたイソ型遷移の様相を明らかにする． 
２．タングルの Gallyas/Campbell 嗜銀性とタウ蛋白イソ型組成との関係を調べる． 
３．イソ型遷移に連れて免疫組織学的に検出されなくなるイソ型に何が起きているのかを検討する． 
４．5 重免疫蛍光標識（IF）-銀染色法を開発する． 

 
平成 28 年度の成果 
目標「４」を達成した．「5 重 IF-銀染色法」として，「タウ 5 重免疫蛍光標識に Gallyas/Campbell 鍍銀を加

えた準 7 重イメージング法」を開発した（第 58 回日本神経病理学会総会学術研究会〔平成 29 年 6 月，東京〕

発表; 投稿準備中）． 
 
平成 29 年度の計画 
「タウ 5 重免疫蛍光標識に Gallyas/Campbell 鍍銀を加えた準 7 重イメージング法」を用いて，異なる種類

のタウ沈着症を検索し，沈着タウの嗜銀性とイソ型組成との関連性を探索する（目標「１」・「２」）．
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平成 28 年度学長裁量経費「教育改革」実施報告：  

臨床検査学科病理卒前･卒後教育としての脳大標本作製 
 

山田 哲夫 a,b†, 関 貴行 a†, 小櫃 裕亮 b, 國嶋 雄太 b 

 

a  文京学院大学保健医療技術学部 臨床検査学科（病理研究室）．  b  同大学院 保健医療科学研究科（病理研究室）． 

† 学長裁量経費「教育改革」実施教員． 

 
 
背景と目的 
 
脳などの臓器の全体像を大標本で把握することが正確な診断に欠かせない症例が多数あるにもかかわらず，

全国的に内視鏡検査や小手術検体が著増したため，医療機関の病理部門では，自動装置用の小箱（20×15×5 
mm）に入る小標本の処理に追われる一方で，小箱に入らない大標本の手作業による処理には手が回らないの

が現状である．大学病院においても大標本作製技術が伝承されなくなっており，実際，平成 27 年度初めに我々

は，連携施設である他大学附属病院等から，病理解剖された脳，年間約 10 例，の大標本作製を依頼された． 
それを受けて我々は，平成 27 年度後期学長裁量経費で「臨床検査学科病理教育導入に向けた大標本作製の

試験運用」を実施し，本学で大標本を作製できる態勢を整えた．今回の平成 28 年度学長裁量経費「教育改革」

では，前年度の成果を踏まえ脳の大標本作製を本格的に行い，永久サポート大学として，卒業生を研修生お

よび研修指導者（TA）として受け入れながら作製標本数を蓄積し，本学臨床検査学科学生への教育の機会を

増やすことを目的とした． 
 
 
平成 28 年度の目標 
 
具体的には，次の「１」～「３」の達成を主要目標に掲げ，またそれら（特に「２」）の前提として「４」を

副次目標とした： 
 

１. 支援期間 8 か月で約 5 例の脳大標本を作製する． 
２. 脳大標本作製教育を臨床検査学科 4 年「卒業研究」や 2 年「病理検査学実習」に導入する． 
３. 本学卒業生の希望者に大標本作製技術を研修する機会を提供する． 
 
４. 多人数でも効率的に実習･研修を行えるよう，大標本全体が液に浸かる大きな染色容器（硝子バット）

5～10 個/ 系列 （計 10～30 個）を揃えていく． 
 
 
実際の成果 
 
計画に沿って「教育改革」を実施し，目標に対応する以下の「１」～「４」の成果を得た： 
 
１. 支援期間 8 か月で 3 例の脳大標本を作製した． 
 平成 27 年度後期～平成 28 年度の通算 11 か月で累計 5 例を作製した． 
 
２. 臨床検査学科 4 年生（「卒業研究」）と 2 年生（課外）が大標本作製を体験･研修した． 
 大標本用の大きな染色容器等がまだ不足していたため（「４」参照），2 年生は希望者が課外で体験･研修す

ることにした．計 9 名が体験･研修した． 
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３. 本学卒業生が大標本作製技術を研修した． 
 入学志願者向け冊子とオープンキャンパス模擬授業を通じて，「本学が大標本を作製できる」ことを広報し

た．大標本用の大きな染色容器等がまだ不足していたため（「４」参照），本学卒業生からの研修希望者募集

は，直接連絡で行った．計 4 名が体験･研修した． 
 
４. 大標本用の大きな染色容器（硝子バット）6 個を購入･設置した． 
 大きな染色容器（硝子バット）を新たに設計し，作製した (図)．当初 10～30 個の作製を予定していたが，

予算の制約から 6 個の設置にとどまった．その結果，多人数が効率的に実習･研修できる複数の染色系列の整

備は，次年度以降に持ち越された． 
 
 
平成 29 年度以降への提言 
 
平成 28 年度の「教育改革」では，前年度の脳大標本作製の試験運用を踏まえ，より本格的な運用を行った．

その結果，卒後教育は勿論，卒前教育としても今回のように，少人数の研修希望者に対し主に課外で研修を

行うのが妥当だという手応えが得られた．その際，（特に在学生の）技術の修得には反復と継続が必要であり，

複数年にわたって，空き時間に研修を続けられるようにすることが望まれる． 
今回揃えられなかった大標本用の大きな染色容器等は，平成 29 年度以降に調達を継続する．それらが揃っ

た段階で，卒業生に広く声をかけて研修希望者を募り，卒後教育体制の充実につなげていきたい．また技術

面では，染色の質の向上と維持を図ることが不可欠である．卒業生との一層の連携を考えている． 
本学臨床検査学科病理研究室は，全国的に大標本を作製できる医療施設･教育施設が激減している状況をむ

しろ好機と捉えている．大標本作製を積極的に引き受け，本学在学生および卒業生が大標本作製技術を研修

できるような体制を整えていきたい． 
 
 

 

図. 大標本全体が液に浸か
る大きな染色容器の系列． 
大標本スライドガラスを

液中で自立させ，複数枚を
同時に処理できるよう，染
色容器内の両側面に桟を付
けてある（手前）．実際の染
色操作では，このような染
色容器 5～6 個を並べて一
つの系列とし（奥），大標本
スライドガラスを順次隣の
容器に移し変えていくのが
便利である． 
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保育・教育職に必要なストレス耐性  
－専門職養成の在り方を考える－  

 
人間学部 児童発達学科  

椛島香代・森下葉子・木村学・柄田毅・木村浩則・松村和子・鳩山多可子  
 
Ⅰ はじめに  
１．児童発達学科における課題  

人間学部児童発達学科では、保育士、幼稚園・小学校教諭の養成を行っている。概ね就

職状況は好調であるが、学生の資質には変化がみられる。入学時には専門職をめざして入

学してきたものの、実習等現場を体験することにより進路変更する学生が徐々にではある

が増加している。昨年度３月の就職実績では約１割が一般企業への就職となった。教育課

程編成や実習指導の工夫により、免許資格取得にかかわる保育・教育実習には対応できる

が、実際に職業として選択することには躊躇する学生が増えてきていることを示している。

実習指導についてはこれまでにも研究を行い、教育改善を進めてきた（注 １）。しかし、こ

れらは、実習に円滑に取り組むための事前指導に重きが置かれていたように思う。実習体

験後の学生のキャリアデザイン構築のための事後指導の充実を検討する必要がある。保

育・教育職の理解を深めるのみならず、職業に対する魅力ややりがいを学生自身が実感で

きるような支援も必要だろう。  
さらに、本学科では卒業生が教員を訪れることが多い。その中で、就職後１年～３年の

短い勤務年数の者から離職について相談されることが増えてきている。保育技術や教材研

究など乳幼児・児童に指導するための実践力を培うべきであることは言うまでもない（注２）

が、離職の理由にはむしろ職場の同僚や保護者との人間関係が原因であることが少なくな

い。必ずしも本人だけの問題と言えないケースもあるが、職場への適応力、新しい人間関

係や仕事のストレス耐性を育てておく必要を痛感している。保育・教育職は対人援助職で

あり、人とのかかわりは欠かせない。今日の保育・教育現場は乳幼児・児童とのかかわり

のみならず保護者支援など専門職性の広がりと深化（ 注 ３ ）が指摘されており経験年数が浅

い者にとっては大きなストレスがかかることもあるだろう。４年間の大学教育の中で社会

人になった時の「ストレス耐性」をいかに涵養するかが課題となっている。そのためには

まず保育・教育現場におけるストレスの要因について明らかにすることが必要である。専

門職ならではのストレスを明らかにすることで、養成の在り方や教育方法を改めて考えて

みたい。  
 

２．研究の目的  
１）卒業後３年－５年未満のキャリアの卒業生への調査を行い、専門職が職場でうけるス

トレスの内容と要因を明らかにする。  
２）１）の結果を踏まえ、保育職・教育職の専門職性にかかわるストレスのあり方につい

て考察し、今後の教育改善に結びつける。  
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Ⅱ 教育職員をめぐる現状  
１、休職の状況から  
 文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査について」をもとに教師の実態につい

てまとめていく。図 1～3 および表 1 の出典は、いずれも本調査（注５）からである。  
 

 
図１．教育職員の精神疾患による病気休職者数等の推移  

 
この調査は、教職員をめぐる現状 47 都道府県及び 20 指定都市の計 67 教育委員会を対

象としたものである。平成 27 年度の状況を中心にまとめている。  
本調査においては、教員（※）の病気による休職の状況などが示されている。教育職員

の精神疾患による病気休職者数は、27 年度には 5,009 人（全教育職員数の 0.54％）で、

平成 19 年度以降、5,000 人前後で推移し、ここ 2 年は連続して微減している。  
（※）公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校における校長、副

校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、講師、養護助教

諭、実習助手及び寄宿舎指導員 （総計 920,492 人（平成 27 年 5 月 1 日現在）  
 また、病気による求職者のうち、精神疾患による休職者についてみていくと、病休者全

体に占める割合は 63.3％に上る。（5009/7954）精神的に追いつめられて休職に追い込まれ

ているケースが多いと考えられる。表１に示したように、年代別の割合ではあまり差が見

られない。教職員の仕事は、その年に担任した幼児、児童、生徒や保護者、学校を取り巻

く状況などによってストレス度は異なると考えられ、年代にかかわらずメンタルヘルス対

策が必要であろう。  
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表 1．教育職員年代別病気休職者数および精神疾患者数  

 

２、勤務年数から  
 図 2、図 3 は「教職員のメンタルヘルス対策について（平成 25 年 3 月 29 日）教職員の

メンタルヘルス対策会議」から筆者がまとめたものである。図 2 から、勤務年数にかかわ

らず精神疾患を発症している。前述のように年代別発症率（表１）には差が見られなかっ

たのと同様、勤務年数ごとにみるとあまり違いは見られない。一方、勤務年数が 3 年まで

の発症についてまとめてみると（図 3）、3 年目までに発症した者が 64.5％になっている。

新採用者であれ、転任者であれ、就任後 3 年までの間にその職場にうまく適応できるよう

支援することが重要ではないか。  
 

 
図 2．精神疾患による休職発令時点での所属校における勤務年数（教育職員）  

 

7.70%

22.70%

22.70%16.20%

11.10%

8.80%

5.50% 10.10%
6月未満

6月以上1年未満

1年以上2年未満

2年以上3年未満

3年以上4年未満

4年以上5年未満
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6年以上
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図 3．精神疾患による休職発令時点での所属校における勤務年数（教育職員）  

 
 以上のことから、ストレス耐性をもった教職員の養成は、教育養成大学において重要

な教育課題であるといえる。教育現場のストレス要因がどのようなものであるかを探り、

教員養成段階でどのような支援、経験の提供をしておくべきであるかを考えていく必要が

ある。  
 

Ⅲ 調査方法  
 保育・教育現場の教職、保育職員が現場でどのようなストレスがあるのかを明らかにす

るためにヒヤリングを行う。特に、勤務年数が比較的短い者を対象とし、新採用時に特に

ストレスになったことなどを聞き、大学における教育のあり方を検討するための参考とす

る。また、大学時代の学習についても振り返ってもらい、どのような内容が印象に残って

いるのか併せて調査する。  
 
調査期間：2016 年 11 月〜2017 年 1 月  
調査協力者：小学校、保育所、幼稚園に勤務する 3 年目～6 年目の本学卒業生 10 名。  
          勤務場所、勤務年数については表 2 に示す。  
 

 

64.50%
11.10%

8.80%

5.50% 10.10% ３年未満

3年以上4年
未満

4年以上5年
未満

5年以上6年
未満
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表 2．卒業生の勤務先及び勤務年数  
 
 
 
 
 
 
 
 
調査内容：  
１ 協力者基礎情報を得る。（フェイスシートへの記入）  
２ 調査内容についての回答を得る。  
具体的には、以下の手続きで行う。  
手続き：  
� 面接者と協力者１対１の個別形式の半構造化面接を行う。  
� 面接時間は 30 分〜40 分とし、調査内容について順に質問する。状況に応じて、質

問の順番の入れ替えや、内容確認のために同じ問いを繰り返しても良いこととする。  
� 面接の初めに、目的、調査データの取り扱いについて説明し、同意書に署名をもら

う。署名をもらう。※説明内容・同意書については要検討。  
� 許可を得て IC レコーダーに録音する。  
� 面接終了後、謝礼（図書券）を手渡し、領収書を受け取る。  
 
フェイスシートおよびヒヤリング調査内容は次のようなものである。  
＜Face Sheet ＞  
氏名                   （就職して       年目）  
現在の勤務先  ：   
⒈ 保育園  
  ア）公立  イ）社会福祉法人  ウ）企業立   エ）その他（        ）  
⒉ 幼稚園  
  ア）公立  イ）私立  
⒊ 小学校  
（以前の勤務先あれば）：【                     】  
勤務先の規模：  
⒈  クラス数  全体で（      ）クラス ／ 自分の学年は（       ）

クラス  
⒉  自分のクラスの園児・児童数  
⒊  職員の人数は十分に足りているか  
現在の職務内容  ：  
⒈  担任  or   それ以外（具体的に；                ）  

 小学校  幼稚園  保育所  
3 年目  小３A 幼３C 

幼３D 
幼３E 

保３G 
保３H 

4 年目  小４B   
5 年目   幼５F 保５ I 
6 年目    保６J 
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⒉  園務・校務分掌  
   有（内容；                              ）  
   無  
 
＜ヒヤリングの内容＞  
１ フェイスシートをもとに補足的に聴く。  
２ 就職して 1 年目について  
２ -１ 大変だったことはどのようなことですか？  
    → それを表す具体的なエピソード  
      ※時期や状況について補足質問をしながら聞いていく  
２ -２（2−1 の中で「ストレス」というワードが出なかった場合）  
   そのエピソードは、当時のあなたにとってストレスでしたか？   
    はい→ どの程度、ストレスでしたか？（体重減少、食欲不振、眠れない・起き

られない等）  
    いいえ  → 就職 1 年目にストレスを感じたことはありますか？  
          はい→ それはどのようなことですか？（原因を聞く）  
          いいえ→ ３の問いへ  
２ -３ 2-2 のストレス状態をどのようにして乗り越えましたか？  

未だに続いている場合、その状態とどのように付き合っているか、また、今後どう

したいか。  
３ 現在について  
３ -１ 現在はいかがですか？ストレスを感じるようなことがあれば教えてください。  
    ストレスあり → エピソードを話してもらう  
          その状態とどのように付き合っているか、また、今後どうしたいか。  
    ストレスなし → 大変だと感じること、悩むことの有無。その時に、どうして

いるか。  
３ -２ ストレスとの付き合い方や、悩んだ時の対処法は、いつ身につけたものですか  
    現場で身につけていったものなのか、養成課程で身につけたのか、元々の性格？  
４ 養成課程での学びについて  
４ -１ 今、話してくれたような就職してから経験した大変なことや悩んだこと（ストレス

に感じたこと）は、就職する前に予測できていましたか？  
    予測していた → その予測はどこから？（授業？実習？その体験を聞く）  
    予測していなかった → 大学在学中にどのようなことを学んでいたら予測でき

たと思うか？  
４ -２ 大学時代に「鍛えられた」と思うことはありますか？  
    ある →どんなこと？どんな授業で？  
    ない →大学で学んだことで、今の自分の力になっていると思うことは？  
         ある →どんなこと？どんな授業で？  
         ない →4-3 へ  
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４ -３ 就職してから、学び直したいと思ったことはありますか？  
    ある →どんな内容？  
    ない →4-4 へ  
４ -４ 就職してから、新たに学びたいと思ったことは？  
 
Ⅳ 結果と考察   
１．分析方法  
 ヒヤリングの内容を逐語記録にテキスト化した。論述の内容で分類し、考察を行う。特

に「ストレス」「大変だった」などのキーワードに注目していく。  
 
２．一年目について  
 一年目について思い出して論述してもらった。  
 論述内容を分類していくと、ストレス要因として次の３点が抽出できた。１）職務内容、

２）同僚との関係、３）保護者との関係である。それぞれについてみていく。協力者は、

勤務先を小学校→小、幼稚園→幼、保育所→保、また勤務年数を数字で、個人をアルファ

ベットで示している。  
例えば、「小３Ａ」は、「小学校勤務 3 年目のＡさん」ということになる。  
１）職務内容  
 1 年目に「大変だったこと」を表 3 にまとめた。  
 

表 3．1 年目の印象について（下線は筆者）  
小３Ａ  全部大変ですね。  
小４Ｂ  やっぱり年間行事もイメージがさほどないので、担任としての仕事プ

ラス行事を回していくっていうことについては、かなり戸惑いとわか

らないことがある中での一年間でしたね。  
幼３Ｃ  全部わからないことだらけだったので、必死。でも、何かストレスだ

なって感じてはいなかったです。必死すぎて。  
幼４Ｅ  大変だったのは一人担任。皆そうかなのかもしれないけど、何かもう

急にポンと担任として一人でクラスの中に入れられるじゃないです

か。何をしていいかわかんないし… 
幼５Ｆ  何かいろいろ、ほんとおぼえきゃいけないことが多いじゃないです

か。保護者の顔を覚えるだとか、いっぱいあるバス停名を覚えるとか。

保３Ｈ  全部が、1 年目の大変だったことは、なんか、全部覚えなきゃいけな

いんで大変で、これが特に大変ていうより、なんかもう毎日が、毎日

仕事するので精一杯って感じ。  
保６Ｊ  わかんないことがやっぱりすごく多くて、忙しいとこだと、忙しい中

で自分から聞くことがなかなかちょっと難しくて、ちょっと迷いなが

らやってたのが大変でした。  
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協力者 10 名中 7 名が職務内容について述べ、さらに「わからないこと」への大変さに

ついて述べた。教育・保育現場の仕事の多さを示しているといえよう。学級担任としての

職務は、勤務年数とは関係なく同等のことが課せられるといってもよい。学級経営、個別

の配慮、教材研究、指導計画の作成、記録、保護者対応等々である。保育・教育現場では、

徐々に職務の内容が増えていく、慣れていく様子を周りが観察しながら仕事を回す、など

の配慮が難しい。同僚も殆どの者が学級担任をしているので、実習の時のように先生方に

見守られながら行うことはほとんどなく、まさに孤軍奮闘しなければならない。この点に

ついて幼稚園の教員が指摘している（幼３Ｃ）。また、一年間の見通しが持ちにくく予測し

ながら仕事を進めることの難しさも指摘している（小４Ｂ）。保育所では、複数担任になる

こともあるがそばに誰かがいても聞きにくい状況があることが述べられている（保６Ｊ）。 
 本学では、できるだけ教育・保育現場に多く触れて実践力のある教育・保育職の養成す

ることをねらって 4 年間で 5 回の実習を教育課程に盛り込んでいる。実習においては、乳

幼児・児童とのかかわりが中心となることに加え、学生はそれだけで精一杯で視野を広く

して現場の諸事情や職員の職務を捉えることが難しいだろう。就職して 1 年目に職務の多

さに出会い、戸惑っている様子が表 4 からわかる。職務が多いというだけではなく、どの

ような仕事があるのかについて具体的に伝えていきある程度の覚悟と予測をもって教職・

保育職としての一歩を踏み出すための支援を行う必要があるだろう。  
２）同僚との関係  
 同僚との関係については表 4．にまとめた。  
 

表 4．身近な同僚との関係（下線は筆者）  
小３Ａ  いや、でも私、あんまり相性がよくなくて（笑）。はたから見ても結

構かわいそうと。  
幼３Ｄ  一年目は副担任だったので、担任の先生が怖いっていわれてた人で、

一番。で、同期も、この先生とは組みたくないって言ってた人と私

が組むことになって。でも、その人自体は全然悪い人じゃないんで

すけど、言い方がきつかったりとか、ちょっと当たりが強いといい

ますか。保育中も。  
幼３Ｇ  幾つかあるんですけど、一番やっぱり大変だったのは、園長先生と

合わなかったんですね、私。  
保３Ｈ  あとなんか、担任の先生が、一緒に組んだ先生が、物静かな先生で、

今はなんか仲良くなって一緒に旅行に行ったりもするんですけど、

その時は全然仲良くなれなくて…。  
保６Ｊ  子どもみてるときに、これどうしたらいいんだろうって思ったとき

に、なかなかきくタイミングがもってなかったりとか、…聞きにく

いと思う人です。  
 
 対応学級など身近な同僚と円滑にコミュニケーションがとれないとストレスになること
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がわかる。「きつい」という人だけではなく「物静かな人」など、相手の性格や特徴という  
よりも、自分自身がうまくかかわっていかれないとつらいようである。保６Ｊが述べてい

る「聞きにくいと思う人」という言葉に代表されるだろう。また、「その人自体は全然悪い

人じゃないんですけど（幼３Ｄ）」「今はなんか仲良くなって一緒に旅行に行ったりもする

んですけど（保３Ｈ）」など、その人を必ずしも悪く捉えているわけではなく、時間がたち

関係が構築されるとよい方向に行っていることも述べている。しかし、就職当初の緊張し、

わからないことが多い時に「聞きにくい」と感じる相手と仕事をしていくことは大きな負

担になるのではないか。仕事も同僚も「初対面」ではあるが、同僚に対して自分からかか

わっていく（質問する、話しかけるなど）力を身につけておく必要がある。これは、社会

人基礎力（注４）の「前に踏み出す力（アクション）」にある「働きかけ力」ともいえるだろ

う。  
 一方で、受け入れ側の配慮を引き出すことも必要ではないか。職務に慣れてくると、初

任者が何をわからないのかについて慮ることが少なくなってくる。また、現場は大変忙し

いので、いちいち説明する時間がない、ということもあるだろう。しかし、受け入れ側が

初任者の立場に立って配慮することも必要だろう。本学では、現職者向けの研修なども行

っているが、その際に初任者への配慮をお願いするなど養成校として発信していかねばな

らないと考える。  
３）保護者との関係  
 保護者との関係について表 5．にまとめる。  
 

表 5．保護者との関係（下線は筆者）  
小３Ａ  …12 月にね、授業参観、懇談会があって、の席で、ある子ども、う

まくいかなかったわけですよ。全然落ち着かないので。授業は集中

しないし。そしたら、その保護者の方から、A 先生は一生懸命なん

でしょうけど、それが子どもに全く伝わってないって。  
幼３Ｅ  （発達に心配のある子どもの保護者）まあ、こっちの伝え方もよく

なかったからか、お母さんが責められてるような気持ちになっちゃ

ったみたいで、うちの子、そんなにだめですか？ じゃないけど、

みたいなとらえ方になっていっちゃって… 
 

 1 年目のストレスとしては、保護者との関係について述べた者は 2 名であった。いず

れも特別な配慮を要する子どもの保護者との関係について述べている。保護者対応に不

慣れで保護者の気持ちを受容しながら対応することが未熟なため、保護者が不満や不安

をもつことになったのだろう。幼３Ｅは、主任がその保護者に対応してくれたため、あ

まり深刻にならずにすんだとも述べている。仕事に不慣れな 1 年目には、保護者対応な

ど対外的なことを支援する態勢をつくることが必要だろう。  
４）ストレスの要因について  
  今回の調査では、1 年目のストレス要因として、１）職務内容、２）同僚との関係、
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３）保護者との関係が抽出できた。  
クーパーとイーカー（1988）は、専門職のストレッサーとして次の 6 点をあげている。  

①職務自体  
②役割  
③仕事上の人間関係  
④キャリア発達を阻害する問題  
⑤組織上の風土、構造上の問題  
⑥仕事と家庭の相互に干渉する問題  

１）職務内容が①職務自体、２）同僚との関係、３）保護者との関係は③仕事上の人間関

係に相当する。子どもの命を預かる専門職であるから、職務自体の理解が不十分な 1 年目

には職務自体が大きなストレス要因になることがわかる。また、人間関係の側面では、子

どもとのかかわりより同僚や保護者、つまり対大人との人間関係の難しさを感じているこ

とがわかる。教育、保育職に就く場合には、子どもとのかかわりの面で難しいことがある

であろうことは推測していても、大人とのかかわりが予想以上に仕事上重要になることを

認識しにくいのかもしれない。職務として取り上げる際に子どもを育てる上で大人同士の

協働が欠かせないことを伝えていく必要がある。  
 
３．２年目のストレス  
 現在のストレスについては、全員が特にないと答えている。職場へ適応し職務にも慣れ

てくるとストレスを感じなくなってくるようである。しかし、こちらから特にとりあげて

質問をしなかったにもかかわらず、4 名が 2 年目の大変さを述べた。  
 

表 6．2 年目の大変さ（下線は筆者）  
小３Ａ  （体育主任をまかされて）すごい厳しかった。もう先の先まで動

くような。こっちは全くついていけなくて。年がら年中叱られて。

小３Ｅ  一人担任で、16 人のうち 4 人くらいは何かと中断しているんじ

ゃないかって。…ほんとに毎日誰かが泣き叫んでるみたいな。  
幼５Ｆ  複数担任の相手が年度の途中で変わった。  
保３Ｈ  （分園に異動）まあ、ちょっと勝手も違ったし、…後輩も入って

きて主の先生、私、後輩っていう真ん中の立場に挟まれて、もう

大パニックで…＜二人は仕事をしないので一人でやることが多

い＞ 子どもの数も 9 人が 15 人になった。  
 
 2 年目になると、仕事量が増える、担任するクラスも対応が難しい子どもがいることも

多くなる、1 年目の職員と組み育てる立場になってしまう、と 1 年目の環境とは大きく変

わることもあるようだ。1 年目は周囲も何かと配慮ができても、2 年目になると「一人前」

として扱われ、分掌も増えてくる。特に、学校全体にかかわる大きな行事などを任される

とつらいようである。自分の学級運営もまだおぼつかないうちに学校全体の様子をみなが
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ら進めていくことは大変であることは推測できる。1，2 年目にどのように過ごすかという

ことはその後仕事をつづける上で重要な時期にあたるといえよう。前述のクーパーらの専

門職ストレス要因のうち、「②役割」に相当する。保育現場は職員数も少ないところも多く、

即戦力を求められることも多い。園全体の仕事分担等を整理して、職場全体の仕事量の調

整や配分について考えていく必要があるだろう。学級経営などに集中できるようにするこ

とで、まずは保育・教育に関しての力量をのばすことに重点をおくのも一つの方法ではな

いか。保育・教育現場へ養成校から伝えていく努力もしたい。  
 
４．ストレス解消について  
 ストレスを乗り越えるためにどのようなことが助けになったかを質問した。すると、以

下のような内容にまとめられた。  
・気持ちを素直に現せる（泣く、話す）  
・話を聞いてもらう。  
・共感してもらう  
・声をかけてもらう  
・苦手な相手と話さなければならないとき別の人も一緒に参加してくれる  
具体的には以下のようなものである。  

 
表 7．同僚の支援  

小３Ａ  
 
 

ありがたいことに周りの人に恵まれたなと思って。学年は確か

に、まあ、そんなだったんですけど、何かご年配の人、おじさま

なんですけど、心配してご飯とか連れてってくれたりとか、  
小４Ｂ  ほかはまわりに恵まれたこともあって、その卒業式までの流れと

かいろいろ助けてもらいながらできたので、その一点が強いで

す。  
保３Ｇ  私、努力はするので、努力を見てくれてる人がいるんだなって、

ああ、やっぱり見てくれてる人は見てくれてるんだって思えたん

です。支えてくださる先生がいたときに。それがなかったら多分

もうだめだ、だめだって思ってたかもしれないです。  
保３Ｈ  相談できたんで。  

  
同僚の共感や助言、支援が有効であることがわかる。人間関係はストレスの要因になる

と同時に人間関係によって救われていることを示している。複数担任の同僚、対応学級の

同僚などとの関係が悪い時に、他の同僚に受容されたり、共感してもらえたりすることで

ストレスが軽減されるのである。保育・教育の質を上げていくためには担任が自分の学級

を囲い込まず、園や学校全体で子どもの成長を支える取り組みが重要である。いわゆる「学

級王国」からの脱却が教育・保育職のストレスを軽減する一助になりうることが示唆され

る。  
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また、自分の分を超えていると考えた場合には相談する、変えてもらうなど自分から行

動を起こすことができると、大きなストレスを感じずに済む。相手に多くを求めすぎず、

自分のやるべきことをやる、相手の持ち味を理解して、自分が柔軟に対応する、相談、報

告をすることで適切なアドバイスを得るなど、「前に踏み出す力」を養っておくことも必要

である。  
 

５．大学教育の影響  
 職務への適応に際して、大学での学びで役立ったことは、以下のようにまとめられる。  
 

表 8．大学における「学び」  
時間を守ることについて訓練された（保６J・幼３C,幼５F）  
提出物の細かいチェックにより書くことになれた、書くことが多かった  
（保６J,幼３D,幼３E）  
厳しい、“脅されて”育つので現場が「思ったほどでもない」と感じる（幼５F,保３H）  
具体的なエピソードを聞いていたのでイメージしやすい（保３H）  
情報機器が他の人より使える（保３H）  
 

社会人としての基本的な態度を獲得していることが、職場適応への第一歩になることを

述べている。また、授業の中で仕事量や仕事内容について具体的にイメージできるように

話すことで、大変さを予想することができ、ストレスを軽減できる。また、仕事の処理能

力、特に事務処理能力（書類の作成、情報機器の操作等）を身につけておくことは、仕事

量が多い教育・保育現場においては重要であることもわかった。  
 
Ⅴ おわりに～教育改革の視点～  

卒業生へのヒヤリングを通して、保育・教育職のストレスについて考察してきた。結果

を受けて専門職のストレス耐性をどのように涵養すべきか、今後の教育改革について考え

てみたい。  
3 年以上のキャリアを経ると、「現在、ストレスはない」と全員が答えている。仕事の多

さ、職務の責任の重さなどストレス要因は多いはずだが、仕事そのものに対するストレス

は感じていないようである。大学入学時から保育・教育職を目指している者がほとんどで

あるため、子どもとのかかわりや保育・教育に関しての大変さは覚悟の上であるとともに、

保育・教育については面白さを感じている。職場への適応がうまくできることが大切なポ

イントになる。つまり、初めの 1，2 年を乗り切るということである。具体的には、次の

２点があげられる。一つ目は、職務内容をできるだけ早く理解するために、自分から質問

したり、確かめたり、発信する力を養うことである。初めは緊張している、人間関係も構

築されていないなどの理由から「聞きにくい」ことも多いが、自分で一歩踏み出すことで

職務について理解が深まるだけでなく、人間関係の構築にもつながる。二つ目は、支援者

をつくるということである。相談できる人、弱音を吐いても受け止めてくれる人を持つこ
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とである。職場の中にいることが一番よいが、大学にもどってきて教員に話すことも一つ

の方法ではないか。大学に戻ってきてよいということを卒業時に伝えておくことで、心理

的な「逃げ場」をつくっておけるのではないか。  
次に、教育改革の観点から述べる。実習事前事後指導の中で社会人基礎力の養成に努め

てきた。それが有効であることが今回の調査で明らかになった。学生実態が変化し、基本

的生活習慣の獲得等にも課題がある学生が増えてきているが、意味を繰り返し伝え、必要

感を持たせて 4 年間をかけて身につけられるよう支援したい。大学生活の中で様々な年齢

の様々な背景をもつ人々と出会いがあることも職場の同僚との関係を構築するために役立

つ経験になるだろう。サークルやボランティアなど大学生活の中で授業以外の活動に積極

的に参加することが、職場への適応力を育てることになる。大学の地域貢献活動に学生も

参加できる場を設けるなど、「出会い」を提供する取り組みを行いたい。また、教育・保育

現場においてもＩＴ化が進んでいる。情報関係の授業の充実や、実際に様々な科目で活用

する機会をつくるなど日常的に活用する機会を提供したい。  
卒業生から「学びたい」と指摘があった特別支援、保育技術の向上などについては、平

成 30 年度の教育課程変更ですでに対応している。今後は、学生の育ちを把握し、その効

果を検証していきたい。  
 
引用文献  
（注１）椛島香代、平山許江、松村和子、牧田薫（2007）「保育学科学生の実習体験にお

け る キ ャ リ ア デ ザ イ ン の 構 築 に 関 す る 研 究 」 文 京 学 院 大 学 総 合 研 究 所 紀 要 第 8 号

pp.129-148 
 椛島香代、松村和子、平山許江、牧田薫（2008）「保育学科学生の実習体験に関する研

究～大学と学内施設との連携をあり方を探る～」文京学院大学総合研究所紀要第 9 号

pp.237-262 
椛島香代、松村和子、平山許江（2009）「保育学科学生の実習体験と大学教育の往復型指

導によるキャリアデザインの構築」文京学院大学総合研究所紀要第 10 号 pp.223-239 
（注２）小澤純、柄田毅、木村学、森下葉子、椛島香代、大槻恵子、伊藤英夫（2012）「修

業・職業に関する意識調査－保育・教育者養成におけるキャリア教育に関する基礎的研究」

文京学院大学総合研究所紀要第 13 号 pp.171-183 
（注３）中央教育審議会答申（平成 16 年）「子どもを取り巻く環境の変化を踏まえた今

後の幼児教育の在り方について」  
（注４）経済産業省（2006）「社会人基礎力」  
（注５）文部科学省（2016）「平成 27 年度  公立学校教職員の人事行政状況調査について

(平成 28 年 12 月 22 日 )」  
 
参考文献  
C.L.クーパー、P.デューイ 大塚泰正 岩崎健二、高橋修 京谷美奈子、鈴木綾子訳（2006）
ストレスの心理学 その歴史と展望  北大路書房  
島津明人（2003）職場不適応と心理的ストレス  風間書房  
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新井肇（1999）「教師」崩壊 バーンアウト症候群克服のために すずさわ書店  
NPO 法人日本標準教育研究所編（2014）先生は忙しいけれど。－「多忙」、その課題と改

善－ 日本標準  
井上麻紀（2015）教師の心が折れるとき 教員のメンタルヘルス実態と予防・対処法  
大月書店  
高木亮 北神正行（2016）教師のメンタルヘルスとキャリア ナカニシヤ出版  
高木亮（2015）教師の職業ストレス ナカニシヤ出版  

（本研究は平成 28 年度学長裁量経費助成を受けたものです）  
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高校側のニーズを活かしたトータルな学生支援プログラムの構築に向けて  

―大学教育へのニーズに関する調査から―  

 

人間学部 寺島拓幸・木村浩則  

1 目的  

 本学では，大学改革として「永久サポート大学」の理念を掲げ，入学前，卒業後を含め

たトータルな学生支援プログラムの構築を目指している。4 年間の大学生活は，人間の生

涯発達にとってきわめて重要な時期であり，その成長を支えるのは授業とその成績だけで

はない。近年の大学教育改革は，授業時間やそれに付随する学修時間にのみ目を向け，い

わば視野狭窄状態にある。ここで「教育」ではなく「学生支援」という概念を用いたのは

そのような問題意識によるものである。大学教育というものをよりトータルに捉え，大学

に存在する教育資源もより幅広く捉える必要がある。  

 そこで，どのような学生支援にニーズがあるのか，大学にとって重要なステークホルダ

ーである高等学校教員の意見を収集することを目的として全国の高等学校を対象としたア

ンケートおよび近隣の高等学校を対象としたインタビュー調査を実施した。  

2 研究Ⅰ：量的調査  

2.1 調査概要  

本量的調査では，全国の高等学校のうち本学人間学部に入学する可能性のある普通科お

よび総合系学科を有する 4,026 校を母集団とし，そこから無作為抽出した 800 校を調査対

象校とした。抽出台帳には全国高等学校長協会が刊行している『全国高等学校一覧〈平成

27 年度版〉』（全国高等学校長協会編   2015）を用いた。進路指導担当者宛の依頼状，調査

票，返信用封筒，謝礼のボールペンを同封した封筒を調査対象校に郵送し，後日，催促ハ

ガキを 1 回郵送した。最終的に 316 校から回答が得られた。したがって有効回収率は 39.5%

であった。以下に調査概要をまとめる。  

調査名称   大学教育へのニーズに関する調査  

調査期間   2016 年 7～8 月  

母集団   普通科または総合系学科を有する全国の高等学校 4,026 校  

抽出方法   『全国高等学校一覧〈平成 27 年度版〉』を用いた無作為抽出  

計画標本   800 校  

調査方法   郵送法  

有効回収   316 校（有効回収率 39.5%）  

調査項目   入学前教育について  
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2.2 回答校のプロフィール  

 回答が得られた高等学校の設置区分は，公立高校 196 校（62.0%），私立高校 119 校（37.7%），

その他 1 校（0.3%）であった。それらのうち 56 校（17.9%）が系列大学を有していた。  

回答が得られた 316 校の所在地方を表 1 に示す。関東が 4 割近くを占めるが，高等学校

数に比例して日本全国からまんべんなく回答が得られている。  

 
表 1 所在地方（N  = 316）  

度数   %  度数   % 

北海道   24   7.6   近畿   34   10.8  

東北   34   10.8   中国   18   5.7  

関東   114   36.1   四国   13   4.1  

中部   55   17.4   九州   24   7.6  

 

 本調査では，高等学校の偏差値あるいは入学難易度などの項目は設けていないが，その

代理変数として在校生がどのような進路に進む傾向にあるのかを質問した。回答分布は，

「国公立大学や難関私立大学への進学者が多い」（24.5%），「中堅レベルの大学への進学者

が多い」（50.3%），「短大や専修・専門学校への進学者が多い」（15.8%），「就職や就職希望

者が多い」（9.4%）であった（N = 310）。  

なお，本調査は普通科または総合系学科を有する高等学校を対象としたが，回答校はそ

れら以外の複数の学科をもつものもある。表 2 に設置学科（複数回答）をまとめる。  

 
表 2 設置学科（N  = 314）  

度数   %  度数   % 

普通科   292   93.0   情報   3  1.0  

総合学科   18   5.7   福祉   4  1.3  

農業   7  2.2   理数   14   4.5  

工業   7  2.2   外国語   6  1.9  

商業   22   7.0   音楽・美術 6  1.9  

家庭   9  2.9   体育   3  1.0  

看護   5  1.6   その他   20   6.4  

 

2.3 分析方法  

 大学教育に対してどのようなニーズをもっているのか，入学前教育，初年次教育，学修

支援，生活支援，キャリア支援，高大接続・連携について順に検討する。その際，在校生

が本学部を受験する可能性のある，進路として「中堅レベル大学が多い」高校（以下，〈タ

ーゲット層〉）に焦点を当てるために，進路傾向別（国公立・難関私立大学／中堅レベル大
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学／短大・専修・専門学校／就職・就職希望者…が多い）クロス集計で検討する。  

 なお，有効回収は 316 校だが，無回答を除外しているため各集計でケース数 Nが異なる。

各 N は，図表タイトルに併記する。また，本調査は無作為標本を用いているため，調査結

果には標本誤差が含まれるが，独立性の検定を用いてそれを見積る。ただし，推測統計に

よる一般化の範囲は本調査の母集団（普通科または総合系学科を有する全国の高等学校）

に限定されることに注意されたい。  

2.4 結果  

①  入学前教育  

 まず，入学前教育の受講状況と以下 6 項目について肯定度合いをきいた。  

1. 入学前教育を受けた生徒の学習意欲が維持できる  

2. 大学にはもっと入学前教育を充実させてほしい  

3. 高校の授業や行事と日程があわず，大学のプログラムへの参加が難しい  

4. 生徒の費用負担が大きい  

5. 対応する高校教員の負担が大きい  

6. 教材や課題図書の入手が難しい  

 全体として 87%の高等学校ですでに入学前教育を受けている 3 年生がいたが，進路傾向

別でみると〈ターゲット層〉の受講率がもっとも高く，92%にのぼった（図 1）（χ2(6) = 18.12,  

p =   .006. V =  .17）。  

 
図 1 入学前教育を受けている 3 年生の有無（N  = 309）  

これは，〈ターゲット層〉の高等学校において AO 入試や推薦入試の利用率が高いためで

あると考えらえる。さらに，〈ターゲット層〉の高等学校は他よりも「 2.  もっと入学前教

育を充実させてほしい」と考える傾向がみられ，肯定率（「とてもそう思う」＋「まあそう

思う」）が 93%に達した（図 2）（χ2(9) =  16.07,  p =  .065,  V =  .13）。  
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図 2 大学にはもっと入学前教育を充実させてほしい（N  = 301）  

 他方，「 3.  高校の授業や行事との日程調整が難しい」「4.  生徒の費用負担が大きい」「5.

高校教員の負担が大きい」「6.  教材の入手が難しい」といった入学前教育の阻害要因を認

める高校は最大でも 2 割程度であった。ここから，高等学校サイドは大学が今後も入学前

教育をいっそう推進していくことを求めており，特に〈ターゲット層〉の高等学校ではそ

れが顕著であることが明らかとなった。  

 では，現在本学部が実施している入学前教育の内容に関して，高等学校教員はどのよう

に評価するだろうか。本学部で実施中の各内容のうち重要だと思うものを 2 つ選択しても

らった。進路傾向別クロス集計の結果を，〈ターゲット層〉である「中堅レベル大学が多い」

の選択率が高い順に並べ，図 3 に示す。結果，英語課題がもっとも支持を集めていたが，

〈ターゲット層〉の 74%が選択しており，他よりもその割合が大きかった（χ2(3) =  13.68,  p 

=  .003, V  =   .21）。これは，後述する基礎学力への強い要望の一端として英語課題が支持さ

れていると考えられる。高等学校サイドのニーズにしたがうならば，現状よりも英語課題

を積極的に取り入れてもいいのではないだろうか。  
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図 3 本学の入学前教育で重要だと思うもの 2 つ（N  = 299）  

 入学前教育への要望についての自由記述では，〈ターゲット層〉において「一般入試で入

学する学生と同程度の学力水準を確保できるような教育」「センター試験で 400 点は取れる

程度の基礎学力はもって進学してほしい」「センター試験受験義務付け」など，一般入試受

験者との学力差を懸念し，教養でも専門でもなく高等学校レベルの基礎学力を要望する意

見がもっとも多かった。  

 大学サイドは，一般的な教養や専門分野の導入となるようなものを重視しがちだが，高

等学校サイドのニーズとギャップがある。近年，大学生の基礎学力不足が顕著になってき

ているため，上記阻害要因に配慮しつつ，入学前教育での対応を検討する必要性が示唆さ

れる。  

 

②  初年次教育  

 つぎに，大学入学後に実施される教育のうち初年次教育に対するニーズについてみてい

く。  

本調査では，本学部が実施している初年次教育の内容のうち重要だと思うものを回答者

に 2 つ選択してもらっている。結果として，〈ターゲット層〉であるかないかにかかわらず，

少人数制の導入教育に支持が集まり，すべての進路傾向で半数以上の選択率であった（図

4）。他方，新入生宿泊・一日研修を重要だと考える高等学校は少数にとどまった。  
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図 4 本学の入学前教育で重要だと思うもの 2 つ（N  = 304）  

 初年次教育への要望についての自由記述では多様な意見が寄せられた。本学部ですでに

実施している内容のほか，専門的学修に入る前の基礎学力や一般教養，大学で学ぶことの

意義や目的を含むキャリア形成に関する要望が〈ターゲット層〉では多かった。  

大学進学のユニバーサル化の影響を強く受け，在学生の学力や学修意欲が著しく変化し

ている本学部では，〈ターゲット層〉から寄せられた要望を参考に初年次教育の内容を再検

討する時期に差しかかっていると思われる。  

 

③  学修支援  

 つづいて，本学部が現在実施している学修支援内容についても重要だと思うものを 3 つ

選択してもらった（図 5）。結果，すべての進路傾向で学習サポートセンターへの支持がも

っとも集まった。また〈ターゲット層〉では，統計的には有意ではなかったものの，ラー

ニングコモンズへの支持が他の進路傾向に比べて強かった（χ2(3) =  5.75,  p = .124, V = .14）。

ここから，高等学校サイドでは基礎学力向上支援やリメディアル教育の充実が求められて

いることが示された。  
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図 5 本学の学修支援で重要だと思うもの 3 つ（N  = 299）  

 〈ターゲット層〉に関しては自由記述でも同様で，「地道で軽視しがちな基礎力を充実さ

せる支援」「英語の理解能力や国語文章の理解能力が不十分な生徒が多いように思います。

そのような補習をお願いできたらと思います」「成績不振者等への指名講習」「学習で躓い

た学生向けのサポート」など基礎学力向上支援やリメディアル教育に対する要望が多くみ

られた。加えて，入学前教育と同様，「語学力をつける（資格を取らせる）」「TOEIC・TOEFL

への挑戦」など英語教育に対するニーズも多くみられた。  

 高等学校の教員は，生徒が高等学校卒業レベルの基礎学力を十分に身につけていないこ

とを非常に懸念しており，〈ターゲット層〉ではいっそうその傾向が強い。そのため，入学

前教育，初年次教育，学修支援の各段階において一貫して基礎学力向上への支援を求める

意見が多数寄せられたと思われる。  

 

④  生活支援  

 生活支援についての質問項目は自由記述のみだが，「奨学金制度，特に給付型の充実」「給

付型奨学金制度。学生支援機構の奨学金利用者が本校では 100 名前後います」「学業と両立

できるアルバイトの紹介」といった意見に典型的にみられるように，家庭の経済格差と子

ども教育への影響を懸念し，学生の経済的支援を訴える意見が圧倒的に多かった。  
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⑤  キャリア支援  

 本学部が現在実施しているキャリア支援うち重要だと思うもの 3 つを選択する質問では，

〈ターゲット層〉に限らず，「キャリア講座」「教員採用試験・公務員対策」「キャリアてっ

ぺんフォーラム」が支持されていた（図 6）。  

 
図 6 本学のキャリア支援で重要だと思うもの 3 つ（N  = 304）  

 キャリア教育についての〈ターゲット層〉の自由記述では，既存のキャリア支援の充実

を望む意見の他，「小手先のテクニックだけではなく，地に足をつけた力の養成」「就職を

含めて将来の生き方等」「合格するノウハウだけでなく，職業観（社会の一翼を担う責任）

と労働法制について指導してほしい」といった意見が多数あり，単なる一時の就職試験対

策ではなく，広義のキャリア教育が求められていた。この点，本学部では各種キャリア関

連科目でそうした教育をすでに実施しているので，もっと高等学校サイドに本学部のキャ

リア支援状況をアピールしてもいいと考えられる。  

 

⑥  高大接続・連携  

 高大接続・連携に関しては，今後の入学者選抜と高大連携のあり方について意見を収集

した。  

前者は，以下 10 項目の肯定度合いをきいた。  

1. 教科学力を中心に評価するのがよい  

2. 思考力･表現力などの多様な能力を今以上に重視して評価するのがよい  

3. 高校での教科の学習履歴を評価の材料にするのがよい  

4. 高校での課外活動や社会活動等の状況を評価の材料にするのがよい  

5. 学問に対する関心・意欲や大学での目標を評価するのがよい    
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6. 共通試験があれば，大学個別の学力試験は廃止してもよい  

7. 大学入試は高校の学習指導要領に準拠した範囲にとどめたほうがよい  

8. 専門学科からの進学にも対応できる選抜方法を検討するべきだ  

9. 推薦・ＡＯ入試でも学力試験を課して合格要件にするのがよい  

10. 大学入試を改革すれば高校生はもっと積極的に学習に取り組むだろう  

これらに対する回答は，進学校かどうかによってかなり異なることが予想されたが，実

際の差異は想定よりも小さかった。例外的に，「 1.  教科学力を中心に評価するのがよい」

については，基本的に進学校ほど賛成意見が多い傾向にあった（図 7）（χ2(6) =  29.45, p  < .001,  

V =  .22）。  

 
図 7 教科学力を中心に評価するのがよい（N  = 308）  

また，「 6.   共通試験があれば，大学個別の学力試験は廃止してもよい」については否定

意見が多かったものの，〈ターゲット層〉においては他よりも否定度合いが弱かった（図

8）（χ2(9) =  19.17, p =  .024, V =  .14）。  

 
図 8 共通試験があれば，大学個別の学力試験は廃止してもよい（N  = 309）  
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を課して合格要件にするのがよい」と考える高等学校が〈ターゲット層〉おいて 8 割以上

であった（図 9）。これは，前述した入試形態による基礎学力格差に対する懸念と一貫する

意見である。  

 
図 9 推薦・AO 入試でも学力試験を課して合格要件にするのがよい（N  = 307）  

 今後の高大連携のあり方については，以下 9 項目についての肯定度合いをきいた。  

1. 高校でディスカッションやグループワークなど，講義以外の授業方法をもっと取り

入れたほうがよい  

2. 高校で今以上に探究的な活動を充実させたほうがよい  

3. やる気のある高校生に，大学の授業を受けられるようにしたほうがよい  

4. 高校教育の学び直しの内容を，大学で単位が出る科目として今以上に取り入れたほ

うがよい  

5. 大学の学内での学生の転部をもっとしやすくしたほうがよい  

6. 他大学への編入・転学をもっとしやすくしたほうがよい  

7. 入試の段階では細かく専門に分けず，大学入学後に専門を選べるようにしたほうが

よい  

8. 大学での進級や卒業の認定基準をもっと厳しくしたほうがよい  

9. 高校教員と大学教員の交流の機会を増やしたほうがよい  

これらについては，〈ターゲット層〉に限らず，いっそうの強化を求める意見が多かった。

大学サイドとして強化が求められる項目は「3.  やる気のある高校生に，大学の授業を受け

られるようにしたほうがよい」（図 10）と「9.  高校教員と大学教員の交流の機会を増やし

たほうがよい」（図 11）だが，肯定率が 7～8 割に達していた。本学がすでに実施している

関連イベントは関係者が参加しやすいようなかたちで継続していくべきであろう。  
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図 10 やる気のある高校生に，大学の授業を受けられるようにしたほうがよい（N  = 308）  

 
図 11 高校教員と大学教員の交流の機会を増やしたほうがよい（N  = 309）  

 

3 研究Ⅱ：質的調査  

3.1 調査概要  

調査期間   2016 年 8～11 月  

抽出方法   近隣の高等学校を中心とした有意抽出  

調査方法   構造化インタビュー  

有効回収   13 校  

調査項目   入学前教育についての意見・要望  

  初年次教育についての意見・要望  

  学生支援（学習面，生活面を含む）についての意見・要望  

  キャリア支援についての意見・要望  
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  大学卒業生に対する支援についての意見・要望  
  今後の入試改革についての意見・要望  
  大学からどのような情報を発信してほしいと思うか  
  在学生のオープンキャンパスへの参加について何か指導しているか  
インタビュー対象校ならびに聞き手，日時は以下のとおりである。  

  上野学園高等学校   加藤佐和子   2016 年 9 月 5 日  
  白鵬大学足利高等学校   青木通   2016 年 11 月 10 日  
  保善高等学校   小林宏美   2016 年 9 月 12 日  
  武蔵生越高等学校   登丸あすか   2016 年 9 月 7 日  
  日体桜華高等学校   鳥羽美香   2016 年 11 月 18 日  
  都立千早高等学校   加藤佐和子   2016 年 8 月 31 日  
  埼玉県立庄和高等学校   古市太郎   2016 年 9 月 7 日  
  埼玉県立羽生第一高等学校   古市太郎   2016 年 9 月 7 日  
  埼玉県立ふじみ野高等学校   中山智晴   2016 年 9 月 20 日  
  埼玉県立所沢中央高等学校   森和子   2016 年 11 月 18 日  
  埼玉県立日高高等学校   村井潤一郎   2016 年 8 月 23 日  
  埼玉県立草加高等学校   小林剛史   2016 年 10 月 7 日  
  埼玉県立大宮南高等学校   木村浩則   2016 年 11 月 11 日  

3.2 結果と考察  

 ここでは，インタビュー調査の結果をもとに，いま大学にどのような学生支援が望まれ

ているのか，考察するとともに具体的な提案を試みたい。 

 本調査では，本学における学生支援のプロセスを以下のように図式化した。 

 

 

 

             

本学が実施する支援プログラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社

会  
入学前   学士課程   卒業後  

高

校  

入学前ガイダン

ス，課題図書，  

英語・数学・社

会・漢字の課題  

ピアノ練習等  

初年次演習，新入生研修，プレイス

メントテスト，ラーニングコモンズ

(自習室 )，大学院生による学習相談，

転学部・転学科制度，学生による授

業評価。ボランティア活動の推進，

障がいのある学生への対応，海外留

学制度，海外インターンシップ，て

っぺんフォーラム，30 キロウォーキ

ング，五街道ウォーク，新・文明の

旅プログラム等  

キ ャ リ ア 講 座 ， 公 務

員・教員対策講座，国

家試験対策講座，OB・

OG に よ る 就 職 相 談

会，キャリアてっぺん

フォーラム，保護者向

け就職説明会，大学院

内部進学説明会，卒業

後の未内定学生指導，

離職者の再就職支援等
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 学生生活は確かに一つの区切りをもった空間ではあるけれども，個人としての学生の成

長は連続的なものであり，近年，とくに矢印のグレーで示された移行部分の重要性が指摘

されるようになってきた。第一の移行期には「不適応」や「中退」，第二の移行期には「早

期離職」という問題が顕在化し，そのため「高大連携」や，企業における「インターンシ

ップ」の取り組みなどが推進されるようになってきた。これからの大学教育はこの二つの

移行期を視野に入れながら教育活動に取り組むことが求められている。  

 今回の調査は，第一の移行期のステークホルダーである高等学校の大学教育に対するニ

ーズに焦点をあてた。大学関係者は，高校の進路担当者の大学選択の基準は偏差値であり，

生徒の卒業後にはそれほど関心を持たないのではないかと考えがちである。しかしながら

調査結果から明らかになったのは，高校側は，卒業生が大学で何をどのように学んでいる

のか，どのような力を身につけて社会に出ていくのかについて強い関心を持っているとい

うことである。それは，大学教育の質に対する関心の高まりから，いま高校に通っている

生徒たちが進路選択する上での重要な資料となっているからでもあろう。  

 以下，大学教育の時期区分を「高・大移行期：高校在学中から大学 1 年次」･「学生生活

安定期：2 年次・3 年次」・「社会への移行期：4 年次 (一般企業就職の場合は 3 年後期を含

む）」の 3 つに分け，それぞれの教育課題と必要な取り組みを提示する。  

 

【高・大接続期】  

①  プレ導入教育―高大接続プログラム 

 高校から大学への円滑な移行を可能にするためには，高校在学時に進路指導あるいはキ

ャリア教育の始まる時期を含めて大学教育への導入期ととらえる必要がある。具体的には

高校 2 年次以降を「プレ導入教育」期として位置づけることが妥当であろう。その重要な

ツールが，オープンキャンパス，高大連携事業，入学前教育である。高校は，オープンキ

ャンパス（高校主催の大学訪問を含む）をまずは進路選択の出発点として捉えている。 2

年生の夏休み，ほとんどの高校が複数のオープンキャンパスの参加を生徒に義務づけ，「大

学界研究」に取り組ませている。いまだ明確な進路意識を持たない高校生の「大学探し」

に，本学がどのように寄り添っていくのかは，募集戦略的に重要な課題であろう。  

 また今回の調査で多くの高校教員の声として語られたのが，早期に入学が決定した生徒

の学習指導の難しさである。それゆえ，少なくない高校が一般入試重視の進路指導にシフ

トしてきている。AO 入試や推薦入試を今後も重要な募集機会として位置づけるなら，高

校教員の信頼を得るような入学前教育の充実は喫緊の課題である。  

 そこで，本学への進学を意識している生徒に，本学の 3 つのポリシーを十分に理解させ

るとともに，彼らをアドミッションポリシーに示された要件に到達させるための高大接続

教育プログラムを作成し，実施することを提案したい。それはまた，必ずしも本学を希望

していない生徒の教育ツールとしても利用可能である。そのために，まずはいくつかの高

校と連携協定を結び，協定校の教員と相談しながら教育プログラムを具体化していくこと

から始めるのはどうだろうか。  

②  初年次教育（導入教育）―学生の読書量を増やすためのアプローチ 
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 本学の「基礎演習」等の初年次教育は，少人数指導のもと共通のワークブックを活用し，

学科単位で行われている。学生の評価も高く，一定の小論文作成力の向上にもつながって

いるように思われる。また高校と大学の学習観を転換する上でも有効に機能している。た

だ基礎的な学力を引き上げるという点では十分に機能していない。学部・学科で求められ

る基礎学力の中身は異なるかもしれないが，とくに読書を通じた言語能力の育成は重要で

あろう。図書館の協力も得ながら個々の学生に読書習慣を形成する仕掛け（例えば読書会

やコンクール等）をつくってはどうだろうか。また高校側の英語力養成に対する期待は高

い。本学には通常の授業以外にも，チャットルーム，集中英語セミナー，海外フィールド

ワークなど，英語力をつけるための様々なツールがある。学生の活用を促すとともに対外

的にアピールしていく必要がある。  

③  学生支援体制の充実 

 初年次のもう一つの課題はミスマッチによる中退を防ぐことである。そのためにピアサ

ポート制度を提案したい。学生が早い時期に大学に自分なりの居場所を見いだすうえで先

輩や仲間の役割は重要である。ピアサポーターは，積極的に新入生の相談にのり，一人ぼ

っちの学生をなくすために活動する。また定期的「かたり場」を開いて，学内での交流を

促進し，学生の居場所づくりを行っていく。  

 

【学生生活安定期】  

学習支援  

 本学には，ラーニングコモンズという学習支援環境と学習サポートセンター（コーナー）

という学習支援システムがつくられている。しかし学習サポートの担当は主に大学院生で

あり，在籍する大学院生の少ないところでは必ずしも適切な人材が確保できていない。そ

こで，学部 3～4 年生をスチューデント・アシスタントとして採用し，下級生の学習支援に

活用する。これは一種のピアサポートとして機能しうる。  

 本学では，科目としてのフィールドワークのほか，様々な社会活動，ボランティア活動

を奨励している。これらは学生の実践的な学びの重要な機会であり，社会力の形成や，い

わゆるアクティブラーニングの一つとしてその学習効果も期待される。地域をフィールド

にした体験学習を通じて，人間力，社会力を育成する本学の取り組みは，高校や職場の期

待とも合致している。地域人材の協力も含め，カリキュラム内外の「フィールドワーク」

を支援する体制をさらに充実させる。  

生活支援  

 学生委員会で健康面，心理面での支援は行われているが，今後，ブラックバイトやデー

ト DV など学生にとって切実な問題となっているテーマを取り上げ，情報提供の機会を増

やす必要がある。また特別な支援を必要とする障害を持つ学生に対しては学習と生活両面

の援助が必要であり，総合的な窓口，担当者の確保は急務である。  

 学生の経済的な相談事例も増えている。これについては行政や NPO の協力も得ながら，

情報提供や支援をしていかなければならない。また学内の学生アルバイトを大学の経済支

援システムとして位置づければ，学生募集につなげていくことができる。さらに住宅支援
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について地域行政と連携した取り組みが考えられる。  

 

【社会への移行期】 

①  キャリア支援 

 キャリア支援にはいくつかの種類がある。一つは就職へのモチベーションや進路選択に

対する支援である。もう一つは，実際に採用審査にパスするための能力やスキルを身につ

けさせる支援である。おそらく専門職系の学部・学科では教育内容そのものが前者の機能

を持ち，カリキュラム外で行われる試験対策講座が後者にあたる。一般の学部・学科では

キャリア科目やインターンシップが前者を担い，キャリアセンターが就職活動の仕方の指

導も含め後者を担っている。この分野での本学の取り組みは評されるべきものがあるにも

かかわらず，高校側には必ずしもその努力が伝わっていない。キャリア支援をいかに実施

しているか，たんに就職率だけではなく，指導のプロセスを含め詳細な情報提供を行い，

高校や保護者，社会にアピールしていく必要がある。  

②  卒業後の支援 

 現在，卒業後のキャリア支援のシステム構築が進行中である。しかしそれはたんなる転

職，再就職支援だけでは不十分であろう。社会の変化が激しい時代には，知識や専門性の

耐久性も低下する。社会人に有効な学び直しの機会を提供することは不可欠であり，とく

に卒業生に対しては，本学を学び直しの機会として気軽に活用できるような仕組みや工夫

が求められる。またそれを高校側にわかりやすく情報提供していくことも重要である。  

 

【その他】  

①  高大連携としての情報発信 

 卒業生が大学で何をどのように学び，そしてそれをもとにどのような生き方・働き方を

していくのか，大学はそれをどのように支え励ましてくれるのか。高校側が大学に期待す

るものは，幅広くかつ具体的である。担任はそれらの情報をもとに生徒や保護者との進路

相談に向き合う。求めている情報は，単なる数値だけではない。卒業した生徒の大学での

エピソードや物語も進路指導の貴重なデータとなるである。よって高大連携や広報におい

て学生の生の声を伝える取り組みも重視すべきであろう。  

②  入学前教育について 

 多くの高校教員が早期入学決定生徒の学習指導に困難を感じている。また当該生徒が果

たして大学の学習についていけるだけの学力を身につけているのかどうか不安を感じてい

る。こうした背景から，AO 入試や推薦入試ではなく一般受験を勧める高校が増えている。

もちろん AO や推薦に期待する高校もないわけではないが，合格後の生徒の学習指導に手

を焼く点では同じである。こうした高校現場の声に応える対応として二つをあげることが

できる。一つは一般入試合否発表後の推薦入試の実施である。多くの人数は望めないかも

しれないが，浪人を避けたい生徒の救済策となりうるのではないか。もう一つは，入学前

教育の充実である。内容としては，複数回かつ長期的なスパンでの学習課題の提示ならび

にアドミッションポリシーと関連付けられた課題の根拠 (なぜこの課題を課すのか )の明示
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である。生徒は少なくとも 1 月末まで通常の授業を受けているが，その間，教師は一般受

験する生徒の指導で手一杯であり，進路の決まった生徒まで目が行き届かない。高校では

合格の決まった生徒にもセンター試験の受験を勧めたり，様々な資格試験にチャレンジさ

せたりと工夫はしているが，それも強制はできない。だからこそ大学側からのアプローチ

に期待しているのである。いつ，どのような方法と内容で，何回，実施するのか，全学的

に検討するとともに文京らしい入学前教育プログラムを構築することが必要であろう。  

③  オープンキャンパスについて 

 オープンキャンパスに関する高校側の指導はほぼ統一されている。2 年次には，進路選

択の材料として複数の大学に行くことを奨励し，3 年次には，志望する大学に行くよう指

導している。特に AO や推薦希望の学生には必ず当該大学に行くよう勧めている。つまり

3 年生はすでに志望校選択の結果として本学に来ているということであり，一方で 2 年生

はまだ志望校を選び切れていない段階であり，それゆえ行先は比較的有名校に偏りがちに

なる可能性がある。よって，2 年生を意識したプランニングが必要である。1，2 年生でも

行ってみたくなるオープンキャンパス，来てよかったと思えるオープンキャンパス，友達

にも勧めたくなるオープンキャンパス，気軽に行けるオープンキャンパス，先生が薦めた

くなるオープンキャンパス，こうした視点から企画内容の再検討することが重要であろう。 

 

 

 

【文献】  

全国高等学校長協会編 , 2015,  『全国高等学校一覧〈平成 27 年度版〉』学事出版 .  
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学長裁量経費研究報告書 

テーマ：ストレス耐性のある人材育成 

 

大学キャンパス内の居場所と回復環境 

 

人間学部 心理学科 畑 倫子・山崎 幸子・上村 佳世子 

 

問題 

 

大学食堂の一人で座ることのできる「ぼっち席」や大学生の「便所飯」が話題となるな

ど，現代の大学生世代には，他者の視線や他者からの評価を過度に気にする学生がいる。

こうした学生がストレスを感じやすいのは，雑談や食事などの対人場面であるが，他者か

らの視線の範囲外へと退却する「ふれ合い恐怖的心性」や，他者からの視線を気にするあ

まり一人で過ごすことを不安に思う「ランチメイト症候群」などがみられる（岡田, 2016）。

和田（2010）によれば，一人でいることを恐れる昨今の若者の傾向は，一人でいることが

寂しいというよりも，一人でいることを見られることに大きな恥を感じるとある。また，

一人でいることを回避する傾向にあるものは，対人関係で不安が生じやすい（大嶽・多川・

吉田，2010）。 

こうした対人場面に困難を感じやすい学生が継続した学生生活を送るためには，大学キ

ャンパス内に安心して過ごすことのできる場所，授業の合間（空き時間）に大学のキャン

パス内でストレス状態から回復できる場所（回復環境）を整えることが重要であろう。回

復環境は，学生にとって単に要求やストレスがない環境のことではない（Hartig, 2004）。

Kaplan & Kaplan の注意回復理論（Kaplan & Kaplan, 1989; Kaplan, Kaplan, & Ryan, 1998

など）によると，回復を促す環境には，魅了，逃避，広がり，環境・行動間の適合性の主

に 4つの特性が必要であるとされている。 

本研究は，調査 1 として大学生がキャンパス内のどこで過ごしているのかを観察した。

そして調査 2として質問紙調査を行い，大学キャンパスのどこが居場所となっているのか

と大学で過ごす時間，一人行動不安，大学での居場所感，ストレス反応，回復的特性との

関連を調査した。そして大学生の精神的な健康度と居場所との関連についての分析を行な

った。 

 

調査 1 

方法： 

関東圏内 A 大学 B キャンパスの学内各所の利用状況を把握するために，2016 年 11 月末

から 12 月初の月曜日から金曜日の 5日間，11 時から 17 時までの 1時間おき（カフェテリ

ア・アトリウム・学生ロビー・カフェテラスは，昼食時間帯は 30 分おき）に，学生の席取

りを記録し，それぞれの場所の稼働率を測定した。測定した場所は次のとおりである。カ

フェテリア（453 席），アトリウム（308 席），学生ロビー（186 席），コモンスペース（135

席），カフェテラス（112 席），図書館学習閲覧室（89 席），キャリアセンター外のイス（56
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席），メディアラウンジ（44 席），学科教室（37 席），メディアラウンジ外のイス（28 席），

喫煙コーナー（21 席），保健室（19 席），渡り廊下のイス（18 席），教室外のイス A（4席），

教室外のイス B（4席），教室外のイス C（2席），屋上近くのイス（4席），教室外のソファ

A（3席），教室外のソファ B（3席），教室外のソファ C（3席）である。 

 

結果： 

測定した全ての場所の，11 時から 17 時の稼働率の 5 日間の平均は表 1-1 から表 1-3 の

通りであった。表 1-2 の学科教室に関しては，5日間で合計 12 時間，授業または会議のた

めに，学生が自由に使用できない時間帯があった。 

主に昼食時に使用されていたカフェテリアとアトリウム，1 日を通して使用されていた

メディアラウンジと喫煙コーナー，そして保健室の稼働率をより詳細に 1週間分示したも

のが図 1-1 から図 1-5 の通りである（大規模空間に関しては，12 時 30 分，13 時 30 分も測

定した）。 

 

表 1-1：席数 100 以上の空間の稼働率（5日間の平均） 

 カフェテリア アトリウム 学生ロビー コモンスペース カフェテラス 

11 時 6.6% 0.8% 6.2% 4.0% 7.9% 

12 時 18.4% 2.7% 10.4% 3.6% 14.5% 

13 時 19.6% 13.2% 20.4% 7.3% 20.5% 

14 時 16.4% 5.1% 9.9% 11.4% 11.3% 

15 時 13.1% 2.2% 11.5% 7.1% 12.0% 

16 時 16.2% 4.3% 14.5% 7.7% 18.4% 

17 時 9.5% 2.5% 7.1% 10.5% 7.5% 

 

表 1-2：席数 10 席から 100 の空間の稼働率（5日間の平均） 

 図書館学

習閲覧室 

キャリアセン

ター外のイス 

メディア

ラウンジ

学科教室 メディウアラウ

ンジ外のイス

喫煙コー

ナー 

保健室 渡り廊下

のイス 

11 時 4.0% 0.0% 17.7% 0.0% 0.0% 1.0% 3.2% 0.0% 

12 時 5.8% 0.0% 32.3% 1.8% 0.0% 12.4% 9.5% 0.0% 

13 時 7.4% 0.0% 30.5% 4.1% 5.0% 31.4% 16.8% 3.3% 

14 時 14.4% 0.4% 32.3% 4.1% 5.0% 7.6% 11.6% 0.0% 

15 時 12.6% 0.0% 32.7% 9.0% 7.1% 10.5% 7.4% 0.0% 

16 時 13.9% 0.0% 32.3% 9.9% 6.4% 6.7% 9.5% 10.0% 

17 時 9.7% 0.0% 28.6% 6.8% 2.1% 14.3% 8.4% 1.1% 

 

表 1-3：席数 10 席以下の空間の稼働率（5日間の平均） 

 教室外のイ

ス A 

教室外のイ

ス B 

教室外のイ

ス C 

屋上近くの

イス 

教室外のソ

ファ A 

教室外のソ

ファ B 

教室外のソ

ファ C 

11 時 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

12 時 0.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 

13 時 0.0% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 

14 時 0.0% 5.0% 0.0% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

15 時 10.0% 15.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

16 時 0.0% 15.0% 0.0% 0.0% 13.3% 0.0% 26.7% 

17 時 0.0% 0.0% 0.0% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
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図 1-1：カフェテリアの 1週間の稼働率    図 1-2：アトリウムの 1週間の稼働率 

     

図 1-3：メディアラウンジの 1週間の稼働率  図 1-4：喫煙コーナーの 1週間の稼働率 

 

図 1-5：保健室の 1週間の稼働率 

 

調査 2 

方法： 

授業内で質問紙を配布した。調査への参加は自由意志であり，データの匿名性は保たれ

ることと研究目的以外では使用されないことを説明し，同意が得られた場合のみ回答を求

めた。協力者は，1年生 54 名（男性 18 名，女性 36 名；平均 18.9 歳）と 3年生 53 名（男
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性 17 名，女性 36 名；平均 20.8 歳）の計 107 名であった1。 

 

質問紙の構成： 

基本属性（性別，年齢，学年）に加え以下の項目を尋ねた。1. 杉浦（2000）の対人的

疎外感尺度（5件法 21 項目），2. 鈴木・嶋田・三浦・片柳・右馬埜・坂野（1997）のスト

レス反応尺度(SRS-18)（4 件法 18 項目），3.ふだんの平日に Bキャンパスで過ごす時間（各

曜日の滞在総時間と授業受講時間），4.大学キャンパス内で空き時間に最もよく行く場所の

自由記述とそこで誰と何をして過ごしているか，5.芝田・畑・三輪（2008）の PRS(Perceived 

Restorativeness Scale)日本語版，6.空き時間の過ごし方（「空き時間に，どこで過ごすか

困ることがありますか？」「空き時間などに，キャンパス内で一人で過ごしているところを

誰かに見られたくないと思うことはありますか？」の 2項目，7.鳥居・岡島・桂田（2011）

の一人行動に対する不安体制尺度のうち、一人行動不安体制尺度（4 件法６項目），8. 大

学キャンパス内用に変更した石本（2010）の居場所感尺度（5 件法 13 項目），9.キャンパ

ス内で一人で食事をしなければならないときどうするか，10. 芳賀・高野・羽生・西河・

坂本（2016）の大学満足感尺度 6件法 7項目。 

なお，PRS 日本語版は，Kaplan & Kaplan の注意回復理論に基づいて作成されているが，

4 つの回復的特性のうち，広がりが 2 つの下位尺度に分けられており，逃避，魅了，まと

まり，視野，環境・行動間の適合性の 5 つの回復的特性を測定できる。また，PRS 日本語

版は 26 項目だが，本調査では Pasini, Berto, Brondino, Hall, & Ortner (2014)の短縮

版を参考に，各特性 2項目ずつの 10 項目とし，さらにリラックス感に関する 2項目（「ほ

っとする場所である」など）についても回答を求めた。 

 

結果： 

空き時間をカフェテリア（食堂）で過ごしていると答えた学生は 29.9％，コモンスペー

スが 13.1%，図書館が 9.3%，パソコン室が 9.3%，メディアラウンジは 7.5％，部室・委員

会室が 4.7%，アトリウムが 3.7%，学科教室が 3.7%，購買が 3.7%，カフェテラスが 1.9％，

喫煙コーナーが 1.9%，実験室が 1.9％，教室が 1.9％，小体育館が 1.9％，絵画工作室が

0.9％，外国語会話室が 0.9％，ピアノ練習室が 0.9%であった。 

居場所では，81.3％が友達と，17.8％が一人で過ごしており，「おしゃべりをする」が

71.0%，「授業の課題や宿題を行う」と「食事をする」が 55.1%，「動画を見る・音楽を聴く」

が 42.1%，「お茶・コーヒーなどを飲む」が 35.5%，「睡眠をとる」が 27.1%，「本を読む，

漫画を読む」が 15.9%，「授業の予習や復習を行う」が 10.3%であった。 

 

居場所と一人行動不安 

一人行動不安体制尺度（合計値：0 点〜18 点）は平均 3.28（SD 3.77）であった。各項

目の平均値は表 2の通りであり，「空き時間を一人で過ごす」ことや「一人で事務室（教務

                         
1 4 年生 1名も含め 108 名（男性 36 名，女性 72 名，平均年齢は 19.8 歳）で行った分析が含まれている。 

－174－



－5－ 

や学生支援）に行く」ことに不安を感じることが「一人で帰る」ことや「一人でキャンパ

ス内を移動する」ことなどに比べて高かった。また，「空き時間に，どこで過ごすか困るこ

とがありますか？」は「まったくない」が 14.0％，「ほとんどない」が 35.5％，「たまにあ

る」が 38.3％，「よくある」が 12.1％であった。「空き時間などに，キャンパス内で一人で

過ごしているところを誰かに見られたくないと思うことはありますか？」は「まったくな

い」が 44.9％，「ほとんどない」が 28.0％，「たまにある」が 14.0％，「よくある」が 12.1％

であった。 

 

表 2：一人行動体制尺度の各項目（平均値と SD） 

 平均 SD 

1. 一人で帰る 0.30 0.63 

2. 一人で事務室（教務や学生支援）に行く 0.71 0.94 

3. 空き時間を一人で過ごす 0.78 0.98 

4. キャンパス内で，一人で課題に取り組む 0.46 0.75 

5. 一人でキャンパス内を移動する 0.45 0.74 

6. 購買 aや食堂で，一人で買い物をする 0.59 0.91 

a. 質問紙では購買名を表記 

 

居場所と一人行動不安の関係は表 3の通りとなった2。これらについて多重コレスポンデ

ンス分析を実施したところ，図 2のようになった。 

 

表 3：居場所と一人行動不安 

 

                         
2 「大学内の居場所」の項目に不備のなかった 107 名を分析対象とした。 

食堂
パソコン

室 図書館 部室
コモンス
ペース

実験室
心理室 喫煙所

空き教
室

ひとり行動不安低い 23(34.8) 13(19.7) 5(7.6) 7(10.6) 10(15.2) 5(7.6) 2(3.0) 1(1.5)

　　　　　　　　　 高い 21(53.8) 6(15.4) 5(12.8) 1(2.6) 4(10.3) 1(2.6) 0(0) 1(2.6)

空き時間の不安なし 24(38.7) 10(16.1) 5(8.1) 6(9.7) 11(17.7) 5(8.1) 1(1.6) 0(0)

　　　　　　　　　　あり 20(47.6) 9(21.4) 5(11.9) 2(4.8) 2(4.8) 1(2.4) 1(2.4) 2(4.8)

ひとりでも大丈夫 30(39.0) 14(18.2) 6(7.8) 7(9.1) 12(15.6) 5(6.5) 2(2.6) 1(1.3)

　　　　　　恥ずかしい 14(51.9) 5(18.5) 4(14.8) 1(3.7) 1(3.7) 1(3.7) 0(0) 1(3.7)
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図 2：居場所と一人行動不安の関係（多重コレスポンデンス分析） 

 

居場所と回復的特性 

居場所の回復的特性の合計点（2 点から 12 点）の平均は，逃避が 6.92（SD 2.62）点，

魅了が 6.58（SD 2.24）点，まとまりが 7.60（SD 2.18）点，視野が 7.63（SD 2.26）点，

環境・行動間の適合性が 8.32（SD 2.26）点，リラックス感が 8.28(SD 2.48)点であった。

4人（3.7％）以上が過ごしていると回答した場所について，回復的特性を計算したところ，

図 3 のようになった。逃避に有意傾向の差があり(F(8,76)=2.05, p=0.05 η2=0.18))，図

書館の方がカフェテリアと比較して有意に逃避得点が高かった。リラックスには有意な差

が見られ(F(8,76)=2.56, p=0.02 η2= 0.21)，カフェテリアやパソコン室に比べて学科教

室の得点が有意に高かった。 

 

 

図 3：居場所の回復的特性 

 

居場所と大学満足度 

大学満足感尺度の平均は，学習するための環境が 4.18（SD 1.08）点，歓談するための

居場所が 3.87（SD 1.25）点，一人で過ごすための居場所が 3.08（SD 1.32）点，所属学科

の教員との関係が 3.83（SD 1.21）点，学習支援が 3.51（SD 1.23）点，学生相談サービス

が 3.55（SD 1.15）点，大学の面倒見の良さが 3.95（SD 1.23）点であった。 
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居場所と大学で過ごす時間・居場所感，ストレス反応 

居場所を類似性に基づいて分類し，空き時間の総数，ひとり行動不安，居場所感（自己

有用感，本来感），ストレス反応（うつ，不安，無力感）との関連を一元配置の分散分析（そ

の後の検定は Dunnett 法）を用いて検討した3．居場所は，開放的で多くの人が集まること

のできるカフェテラス・食堂、作業を行う場所であるパソコン室，一人で過ごすことが主

となる図書館，個人的な集まりが主となる部室・実験室，空き教室の 5つに分類した。 

大学内での空き時間総数は，一週間の滞在総時間数から授業時間数を減じて算出した。

一週間の空き時間総数の平均は 7.86（SD 6.19）時間であった。空き時間総数では，有意

な差は認められず，空き時間の長さは居場所と関連していなかった（F（4,100）

=1.19,p=0.82）。 

居場所感は下位尺度である自己有用感と本来感に分けて分析を行った。自己有用感の合

計値（7点〜32 点）は平均 19.12（SD 5.83），本来感の合計値（6点〜30 点）は平均 18.56

（SD5.71）であった。居場所と自己有用感に関しては有意傾向の差が見られ（F（4,100)=2.15,p=0.08），

下位検定の結果，カフェテラス・食堂と比べて，実験室・心理室を居場所にする学生はひ

とり行動不安が低く，空き教室を居場所にする学生はひとり行動不安が高かった。 

ストレス反応は下位尺度であるうつ反応，怒り反応，無力感の得点を算出した。うつ反

応の平均が 6.27（SD 4.78）、怒り反応の平均が 4.07（SD 4.14）、無力感の平均が 7.00（SD 

4.54）であった。鈴木他（1997）の尺度標準値よりもうつ反応、無力感反応において高い

値が示された。居場所と無力感では有意な差が見られ（F（4,100)=3.02,p=0.02）下位検定

の結果，空き教室を居場所にする学生は，他の場所を居場所にする学生よりも，無力感が

有意に高かった。  

 

総合考察 

調査 1の結果，席数が 100 を超えるアトリウムやカフェテリアなどは，昼食時（お昼休

み）以外は，あまり使用されていないことが分かった。1日を通して使用されていたのは，

席数 50 席程度のメディアラウンジで，やや閉鎖的な空間が好まれていた。人間が好むのは

こちらからの見晴らしは良いものの，相手からは丸見えではない場所であると言われてい

る（見晴らし・隠れ家理論；羽生, 2008)ため，周囲からの視線を遮るものがないアトリウ

ムやカフェテリアなどは過ごしにくいのかもしれない。ただし，今回の調査が冬に行われ

たということも関係していると思われる。アトリウムは暖房がないため寒く，人が集まれ

ないのだろう。中規模な場所は暖房の効きも良く，暖かいため，人が集まっていたのかも

しれない。今後は異なる季節に調査を行う必要があるだろう。 

喫煙コーナー以外の屋外の席や廊下のソファはほとんど利用されていなかった。これも

寒い時期に調査を行ったことが関係しているのかもしれないが，廊下は行き交う人々の視

線があるので，他者からの視線を気にする学生にとっては居づらい場所なのかもしれない。 

調査 1と調査 2の居場所の違いは，調査 2がキャンパス内の 1学部のみを対象として行

                         
3 「大学内の居場所」の項目に不備のなかった 107 名を分析対象とした（4年生含む）。 
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われたことによると考えられる。今後は，キャンパスを利用する全学部を対象とした調査

を行う必要があるだろう。調査 1からは保健室で過ごす人がいることが確認されているが，

調査 2では居場所として記述する人がいなかった。調査 2では空き時間に過ごしている場

所として聞いたが，空き時間ごとに保健室で過ごすことはあまりないかもしれないし，書

きづらいのかもしれない。今後は授業や課題で疲れた場合にどこで過ごすかなど，訊き方

の工夫が必要であろう。保健室には 12 時台と 13 時台の昼食時に稼働率が高くなる曜日が

あった。昼食時に大空間で一人で過ごすことが苦手な学生（一緒に過ごす友達がいないな

ど，曜日による差があるのかもしれない）が集まっている可能性もあるため，今後詳細に

検討するべきであろう。 

調査 2からは，ひとり行動への不安が高い人は人がいないところ（空き教室）を居場所

にする傾向が見られ，ひとり行動に不安のない人は友人と集いやすく作業できるところを

居場所にする傾向が見られた。ひとりで行動することに不安を感じる学生は，空いている

教室を探し他者の目を避けることができる居場所を求め，学内で安心して過ごすことがで

きない状況が推察され，やはり他者からの視線を加味した調査が必要であることが分かっ

た。また，居場所によって回復的特性に差が見られた。学科教室の回復的特性が高い傾向

があったが，学科教室は授業や会議でも使われているので，授業や会議の場所を調整する

必要があるのかもしれない。 
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あ と が き 
 
文京学院大学総合研究所研究紀要 第 18 号が刊行の運びとなった。共同研究助成と学長裁量経費を

受けた教員から 20 編の投稿があった。共同研究助成は、学際的研究を推進するため、大学、研究科、

学部、研究所等にわたる共同研究や学外研究機関との共同研究等に対して研究費を助成する制度である。

また共同研究は、科学研究費への申請が義務づけられており、科学研究費の予備的研究としての位置づ

けもなされている。一方、学長裁量経費は、教育改革に取り組む教員または組織に対して財政的な支援

を目的とした制度である。両者とも、5 月に行われる共同研究発表会において研究の報告を行うととも

に、この紀要に論文を投稿することが義務づけられている。したがって、本年度の紀要に掲載された論

文は、昨年度に研究が行われ、2017 年 5 月 13 日の共同研究発表会において発表された研究である。 
 共同研究は、保健医療技術学部から 10 編、経営学部から 3 編、外国語学部から 3 編である。学部、

学科内での共同研究がほとんどであるが、なかには、学部、学科、センター、外部機関にわたる、まさ

に学際的な共同研究もあった。 
 学長裁量経費による研究は、人間学部から 3 編、保健医療技術学部から 1 編の投稿があった。いずれ

の研究も、学科、学部における様々な教育、キャリアの問題点を出発とし、いかに改善していくかに焦

点が当てられている。 
 どの論文をみても、本学の教員のひたむきな研究に対する努力と熱意が感じられる。近年、大学教員

には教育に対して求められる比重が大きくなりつつあるが、教育内容の質的充実は、教員自身の研究成

果によってもたらされる部分が大きい。今後も、この貴重な制度を大いに活用し、ユニークな発想と学

界をリードするような研究がなされることを願っている。 
（総合研究所長 伊藤英夫） 

－181－





総合研究所紀要編集委員

　委員長　伊藤　英夫
　委　員　絹川　直良
　委　員　木村　浩則
　委　員　小泉　博明
　委　員　福井　　勉

　編集事務
　 　 　　　椎名　　昇

文京学院大学総合研究所紀要
第１８号

発 行 日　2018（平成30）年２月28日
編集発行　文京学院大学総合研究所
　　　　　〒113-8668
　　　　　東京都文京区向丘1-19-1
　　　　　TEL　03（5684）4810
　　　　　FAX　03（5684）4706

印 刷 所　菅原印刷株式会社
　　　　　〒111-0051
　　　　　東京都台東区蔵前3-15-1



ISSN　1883-0242

第１８号
総合研究所紀要

総合研究所

文
京
学
院
大
学
総
合
研
究
所
紀
要
　
　
　
第
18
号

平
成
28
年
度

THE JOURNAL OF RESEARCH INSTITUTE OF
BUNKYO GAKUIN UNIVERSITY

NO.18

Published
by

General Research Institute

19-1 MUKOGAOKA 1-CHOME, BUNKYO-KU, TOKYO, JAPAN
TELEPHONE ：（03）5684-4810

地域おこし協力隊が農山村地域の再生に与える影響について 
甲斐田きよみ、三好崇弘……………………………………………………………………………………………… 1

「ライマン法則探究（2）」2016 年度研究概要 
鈴木　豊、川﨑　清………………………………………………………………………………………………… 15
オンライン英語語彙力診断テストの開発（最終報告） 
与那覇信恵、Leah Gilner… ………………………………………………………………………………………… 17
研究ノート：ダノンとネスレのミネラルウォーター事業の海外展開 
池田芳彦、大野和巳………………………………………………………………………………………………… 31
地域発コンテンツによる地方ブランディングの実地検証（2） 
－実写コンテンツの制作－ 
馬渡一浩、公野勉…………………………………………………………………………………………………… 49
渋沢敬三の社会経済思想－実業史博物館構想に見る経営史アプローチと資料 42・1512 の調査 
川越仁恵……………………………………………………………………………………………………………… 63
選択的注意機能の定量的評価と転倒予防トレーニングの開発 
大橋幸子、宮寺亮輔、古田常人、原弘樹、田中善信…………………………………………………………… 75
高齢者の立位バランスの特徴－姿勢安定度評価指標を用いた検討－ 
上條史子、上田泰久、大竹祐子…………………………………………………………………………………… 79
産褥期ペアレンティング教育 “What Were We Thinking!”（日本語版）の有用性の検討  
－日本における乳児の泣きへの対応・寝かしつけに関する調査－ 
川鍋紗織、湯本敦子、植竹貴子、青柳優子、高橋真理………………………………………………………… 85
母趾肢位の違いによる立位姿勢制御について 
齋藤慶一郎、山本澄子、安永雅美………………………………………………………………………………… 97
学齢期の発達障害児とその保護者への SST プログラムの効果 
柴田貴美子、嶋﨑寛子、川端佐代子、栗城洋平、西方浩一、柄田毅、 
板倉達哉、御殿谷美紗子、小林莉菜、小林建哉、染谷真希、林　英恵……………………………………… 103
炎症性腸疾患における副交感神経作用薬の関与 
野部裕美、石田行知、坂井　泰…………………………………………………………………………………… 111
高齢者を中心とした真菌（足白癬菌）汚染状況の疫学的調査 
藤谷克己、鈴木周朔、眞野容子、古谷信彦……………………………………………………………………… 125
反復性尿路感染症の病原因子の探索と反復性メカニズムの解析 
眞野容子、古谷信彦………………………………………………………………………………………………… 127
高齢者の障害物回避イメージ時の注視バランスに関連する要因 
宮寺亮輔、大橋幸子、古田常人、白石和也、増田浩了………………………………………………………… 133
平成 28 年度総合研究所共同研究実施報告（継続研究中間報告） 
アルツハイマー病のタングル形成 ･ 進化に潜むタウ ･ イソ蛋白遷移： 
5 重 IF-銀染色と LMD-MS による解明 ［1/3］ 
山田哲夫、関貴行、外山咲紀子、内原俊記……………………………………………………………………… 137
平成 28 年度学長裁量経費「教育改革」実施報告： 
臨床検査学科病理卒前 ･ 卒後教育としての脳大標本作製 
山田 哲夫、関貴行、小櫃裕亮、國嶋雄太… ……………………………………………………………………… 139
保育・教育職に必要なストレス耐性－専門職養成の在り方を考える－ 
椛島香代、森下葉子、木村学、柄田毅、木村浩則、松村和子、鳩山多可子………………………………… 141
高校側のニーズを活かしたトータルな学生支援プログラムの構築に向けて 
－大学教育へのニーズに関する調査から－ 
寺島拓幸、木村浩則………………………………………………………………………………………………… 155
ストレス耐性のある人材育成　大学キャンパス内の居場所と回復環境 
畑倫子、山崎幸子、上村佳世子…………………………………………………………………………………… 171
あとがき


